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特 集

第20回厚生政策セミナー「地域人口と社会保障をめぐる諸課題」

主体的な地域振興に貢献する人口予測プログラムの

開発と活用

藤山 浩１）・森山慶久２）

Ⅰ.「地方創生」における「地方人口ビジョン」策定とその課題

1． 国における「地方創生」の始動

2014年12月27日，『まち・ひと・しごと創生「長期ビジョン」と「総合戦略」』が閣議決

定され，2015年度，地方公共団体における「地方人口ビジョン」と「地方版総合戦略」の

策定が本格化することになった．

国の「長期ビジョン」と「総合戦略」は，2014年5月に発表された日本創成会議・人口

減少問題検討分科会による「ストップ少子化・地方元気戦略」からの議論を継承し，「人

口減少問題の克服」が一番の戦略的目標として掲げられている．そして，2060年時に1億

人という数値目標が設定され，地方における安定した雇用の創出，地方への移住促進，若

い世代の結婚・出産・子育て環境の改善，地域の特性に即した地域課題の解決といった基

本目標が設定されている．対応する成果指標として，2020年までに，地方で若年雇用を30
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2014年12月，『まち・ひと・しごと創生「長期ビジョン」と「総合戦略」』が閣議決定され，2015

年度，全地方公共団体において，「地方人口ビジョン」と「地方版総合戦略」の策定が進められた．

本稿は，このような「地方創生」の展開において全国的に取り組まれた「地方人口ビジョン」の課

題を踏まえた上で，今後の自治体および基礎的なコミュニティの主体的な地域づくりに貢献できる

人口予測プログラムの開発について，実際の地域現場における活用成果も含め，論じるものである．

加えて，同プログラムによる基礎コミュニティ・市町村・県・地方ブロックの各レベルにおける分

析成果を基に，近年の各地域における人口の再生産構造上の課題や注目されている田園回帰傾向を

考察する．そして，地域ごとの介護福祉データとの連結分析などの，小地域でも利用できる人口予

測プログラムにおける分野を横断した発展可能性を展望する．

1）島根県立大学連携大学院教授（島根県中山間地域研究センター研究統括監）

2）島根県中山間地域研究センター客員研究員



万人創出すること，地方・東京圏の転出入を均衡させること等が設定されている．加えて，

分野ごとの重要業績評価指数（KPI）として，農林業の成長産業化による就業者数5万人

創出や地方移住のあっせん件数年間11,000件なども打ち出されている．

2． 地方自治体における「地方人口ビジョン」づくりの進行

このような国の「ビジョン」，「戦略」の策定と財政的支援を受けて，2015年には，すべ

ての県および市町村において，「地方人口ビジョン」と「地方版総合戦略」が策定された．

短期間での「地方人口ビジョン」づくりを支援するために，内閣府の「まち・ひと・しご

と創生本部」から，当該自治体の2010年国勢調査等のデータが入った人口予測プログラム

が配布された．この人口予測プログラムは，「コーホート要因法」を基にしたものであり，

専門的知識を有した職員が対応し個々の細かなプログラムを修正すれば，様々なシミュレー

ションも原理的には可能なものであった．しかし，実際には，それぞれの県や市町村には，

そうした人口分析の知識を習得した職員はほとんど皆無であり，内閣府などにより研修の

機会は提供されたにしても，大半の自治体においてプログラム活用の度合いは，極めて皮

相なものに留まっていた．その結果，同プログラムについては，操作しやすい入力画面が

ついている出生率の上昇や社会動態全体の均衡化といった方向でのみ，将来人口の改善シ

ナリオを作成する県や市町村が続出してしまったのである．

3． 今回の「地方人口ビジョン」の問題点

全国の県・市町村が一斉に将来人口を予測し改善策を検討するという未曽有の機会が生

まれたことは意義深いものの，多くの自治体で，今回の「地方人口ビジョン」は次のよう

な問題点を抱えている．

第一に，2010年国勢調査までのデータしか組み込まれていない人口予測プログラムを使

用した結果，2010年代において進んだ田園回帰傾向が反映されず，実際の地域現場の動き

を反映していないビジョンとなっている事例がある．

第二に，出生率や社会動態全体の修正のみにより将来人口の改善シナリオを描こうとす

るため，地域人口が長期にわたり安定化する路線を見出せない自治体が続出してしまって

いる．1960年代の高度経済成長期以降，恒常的に若年層の流出が続いてきた多くの地方自

治体では，過去半世紀にわたり縮減してきた年齢層，すなわち幼児から60歳前半までをバ

ランス良く取り戻す定住増加なくしては，少々の出生率向上等では地域人口の安定化は達

成できない事実が理解されていない（図1）．
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第三に，同様に出生率や社会動態全体の改善のみが政策目標として出てくる場合も多く，

年代ごとの定住増加や流出抑制の具体的数字が打ち出されていない自治体がかなり見受け

られる．同じ定住増加策といっても，20代，30代，60代では，それぞれ異なるはずである．

これでは，実効性のあるきめの細かい総合戦略の立案や実施は，難しい．

第四に，ほとんどの市町村では，市町村全体の「地方人口ビジョン」だけを策定し，小

学校区や公民館区等の人口分析を試みる事例はほとんどない．実際には定住の舞台となる

そうした基礎的な生活圏単位の分析と目標設定が行われない限り，地域住民を主人公とし

た主体的な地方創生の取り組みの始動は難しい．

Ⅱ．小地域でも活用できる人口予測プログラムの開発

1． 地域の主体的な取り組みを引き出す人口予測プログラムの条件

今回の「地方創生」における「地方人口ビジョン」の問題点を踏まえると，地域の主体

的な取り組みを引き出す人口予測プログラムの条件としては，次の4つが望まれる．

第一は，最新の人口動向のデータを敏速に組み込んで，予測結果や将来のシナリオづく

りに活かすことができることである．

第二は，出生率向上だけでなく，具体的な各年代の流入や流出の修正目標を組み込んだ，

総合的な改善シナリオをシミュレーションできることである．

第三は，市町村全体だけでなく，身近な数百人レベルの地域において，今後の人口予測

と改善シナリオを提示できることである．

第四は，何よりも地域づくりの主人公である住民から見て，その考え方や前提，改善の

仕組み等が納得でき，わかりやすい簡易さを備えていることである．素人には何が何だか

わからないブラックボックス的なプログラムは，最終的に地域住民が合意形成により行動

を起こす際に，確信を持ち得ないのである．
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図１ 過去の人口流出を経験した地域に必要な３世代の定住増加



2． 人口予測の手法選択

地方自治体や小地域レベルでの地域人口の推計によく使われる手法は，「コーホート要

因法」と「コーホート変化率法」の2つがある．これら2つ以外の推計手法には，使用す

る変数が多いなど実用上の問題が多く，実際には頻繁には使われない（河邊 1997）．

� 「コーホート要因法」

「コーホート要因法」は，出発時点（基準年）における男女・年齢別の人口に，何らか

の方法で設定された将来の，男女・年齢別生残率と男女・年齢別純移動率，そして女子の

年齢別出生率を掛けて算出する．このうち，生残率と出生率は，県や市町村では人口動態

統計から算出可能だが，純移動率はデータが一般的には整備されていないため，新たに推

計作業が必要となってしまう．また，人口が数千人レベルの地域では，求められた生残率，

出生率ならびに純移動率は，統計上の誤差が多く，そのため様々な補正作業が必要となる．

� 「コーホート変化率法」

一方，「コーホート変化率法」は，小地域の人口推計に使用されることが多い．

「コーホート変化率法」が必要とするデータは，出発時点（基準年）における男女・年

齢別の人口と通常5年前の男女・年齢別の人口だけである．従って，生残率と出生率ある

いは純移動率といった専門家でないと算出しにくいデータを揃えなくてもよい．しかも，

男女・年齢別の人口だけなら，市町村役場に必ずある住民基本台帳等のデータを使えば，

毎年でも更新できる．コーホート変化率や出生数の推計に使用する子供・婦人比率は，比

較的統計上の誤差が少ないことから，人口が少ない地域の推計にも適している．以上のよ

うな理由から，小地域や市町村での機動的な人口の将来推計には，「コーホート変化率法」

がより適していると言えよう．

その上，これから筆者らが行うように，U・Iターン等の増加をモデルに組み入れるこ

とが容易であることも利点の一つである．

3． 小地域に適応した新しい人口予測プログラムの開発

筆者らは，以上のような小地域においても使いやすい利点を有する「コーホート変化率

法」を基に，エクセルシート1枚に組み込んだ「ワンシート人口分析＆予測プログラム」

（以下，「プログラム」）を開発してきた．

� 新開発の人口予測プログラムの機能（現状推移編）

最新版プログラムにおける現状推移による予測に関わる主な機能は次のとおりである．

① 必要なデータは現在と5年前の男女5歳刻み人口のみ

これらは，住民基本台帳あるいは国勢調査により容易に集計できる．前者を使えば，

毎年でも実施可能である．

② コーホート変化率と出生率を①のデータから計算する

①のデータについて5年前と現在の同一コーホートを比較して，変化率を算出する．
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例えば，30～34歳女性のコーホート変化率は，5年前の25～29歳女性と比較した際の

増減率を意味する．また，出生数は，基準年における20～39歳の女子人口と0～4歳

人口の比率が今後も一定であると仮定し，推計する．その際，0～4歳児の男女比を

男子105・女子100と設定している．この方式であると，出産後の流入・流出の影響を

入れ込んだ比率となるので，通常出産時点でのデータを積み上げる「合計特殊出生率」

よりも，実際に地域に住んでいる子供・母親の数を反映した数字となる．

③ 順繰りに将来の男女5歳刻み人口を算出

基準年の男女5歳刻み人口に，②で算出されたコーホート変化率をかけて，5年後の

男女5歳刻み人口を算出する．後は同様の手順を繰り返す．出生数の予測も，②で算

出した「女性・子供比率」が今後も一定とみなして，それぞれの年の20～39歳の女性

人口にかけて，算出する．

④ 高齢化率や小中学生数を集計

③で得られた男女5歳刻み人口から，65歳以上を集計し，高齢化率を計算する．小中

学生数は，小中学生が含まれていると思われる年代から推計する．例えば，小学生は

5～9歳人口のうち7，8，9歳に相当するので，5～9歳人口に5分の3をかけて，

同様の理由から10～12歳人口に5分の3をかけたものと合算して，算出する．このよ

うな小中学生数の「見える化」は，現在各地で問題となっている小中学校の存続・統

合に関わる論議に有効となる．

⑤ コーホート変化率

男女5歳刻みの年代ごとの流出入状況や出産・死亡を集約した変化率が表される．

⑥ 現在の人口の年齢構成

現在の男女5歳刻み人口をグラフ化し，人口全体の年齢バランスを表現する．

⑦ 20年後の人口の年齢構成

現状のまま推移する場合における20年後の人口全体の年齢バランスをグラフで表現す

る．わずか20年であっても，大きく変化している場合が多い．

⑧ 現状推移に基づく今後の人口および高齢化率の予測

現在までの5年間の状況（コーホート変化率）で推移する場合における今後の人口お

よび高齢化率をグラフで表現する．

⑨ 今後の小中学生数の予測

④の手法により，将来の小中学生数を集計し，グラフで表現する．

⑩ 今後の子供人口の予測

④の手法により，15歳未満の子供人口を集計し，グラフで表現する．

� 新開発の人口予測プログラムの機能（安定化シナリオ編）

最新版プログラムにおいて，地域人口の総合的な安定化シナリオを検討・策定に関わる

主な機能は次のとおりである．なお，シート全体のイメージを図2に示しておく．
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① 3世代の定住増加組数を設定可能

従来から比較的社会的移動が起きやすいとされる以下の3世代について，毎年ごとの

定住増加組数を自由に設定できる．

・30歳代前半夫婦が4歳以下の子供を連れてU・Iターン

・20代前半夫婦がU・Iターン

・60代前半夫婦（定年退職者）がU・Iターン
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図２ 「ワンシート人口分析＆予測プログラム」（安定化シナリオ編）の画面イメージ
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入力された組数は，自動的に，将来の5年ごとの男女5歳刻み人口に合算される．

② 他の世代の定住増加組数も設定可能

上記の3世代以外の定住増加組数も自由に設定し，将来人口に合算できる．

③ 出生率と10代後半から20代前半にかけての流出率の改善を設定可能

注目されている出生率だけでなく，中山間地域の自治体で問題となっている高校卒業

後の流出率（コーホート変化率）についても，現行水準を確認しながら，自由に設定

できる．

④ 以上の改善要素を組み合わせ，将来の各年次の男女5歳刻み人口を算出

以上①から③の改善要素を総合的に組み合わせ，将来の各年次の男女5歳刻み人口に

その効果を織り込んで算出する．

⑤ 安定化シナリオに基づく今後の人口および高齢化率の予測

改善された各要素を組み合わせた場合における今後の人口および高齢化率をグラフで

表現する．

⑥ 比較用の現状推移に基づく今後の人口および高齢化率の予測

比較のために，現状推移に基づく今後の人口および高齢化率のグラフを並べる．

⑦ 今後の小中学生数の改善予測

改善された各要素を組み合わせた場合における将来の小中学生数を集計し，グラフで

表現する．

⑧ 今後の子供人口の改善予測

改善された各要素を組み合わせた場合における15歳未満の子供人口を集計し，グラフ

で表現する．

なお，本「プログラム」では，地域人口安定化の基準として，次の3条件を同時に満た

すことを想定しており，自動的に必要な定住増加組数を計算する機能も備えている．

・30年後の人口総数が2015年人口総数と比較して1割減以内に収まること．

・30年後の高齢化率が2015年の高齢化率と比較して悪化しないこと．

ただし，2010年の高齢化率が40％以下の場合は，30年後の高齢化率が40％以内に収ま

れば高齢化率は悪化していないものと判断する．

・30年後の年少人口（0～14歳）が2015年の年少人口と比較して1割減以内に収まるこ

と．

4． 本プログラムの開発成果

以上紹介してきたように，本プログラムは，住民基本台帳データさえあれば，小地域単

位においても，すぐに最新の人口動向を基に機動的な分析が可能である．また，定住増加・

出生率向上・流出率抑制といった人口安定化に必要な3つの人口動態要素を総合的に組み

合わせた改善策の効果を，具体的な数字を入れながら，リアルタイムで確認できる．また，

ここ5年間の人口動向を前提にすれば将来的にはどうなるかという，直感的に地域住民も
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含めて理解しやすい前提で組み立てられていることも重要である．結局，実効性ある地域

現場での行動に結びつかなければ，いくら精巧な分析を進めても無駄となることを忘れて

はならない．

次章からは，本プログラムにおける市町村等の活用事例について紹介する．

Ⅲ．市町村の人口ビジョンへの応用例～島根県浜田市

1． 市町村全体および地区ごとの人口ビジョンに関する共同研究

島根県浜田市においても，2015年度，地方創生に関わる「総合戦略」と「人口ビジョン」

を策定した．浜田市では，平行して，市全体の人口ビジョンに関わる多様な未来選択の可

能性を探ると共に，都市部から臨海部そして山間部に至る変化に富む地域特性に応じた人

口ビジョンや対応する地域振興策の必要性に鑑み，島根県立大学との市全体および地区ご

との人口ビジョンに関する共同研究を行った（藤山・森山・檜谷 2016）．

本章では，この共同研究の成果の中で，Ⅱ章で紹介した新開発のプログラムを応用して

行った市全体の人口予測ならびに人口ビジョンの策定について紹介する．

2． 浜田市の人口の現状と今後の推移予測

� 使用したデータ

今回の分析においては，まだ2015年10月実施の国勢調査のデータが利用できないため，

2010年と2015年における浜田市住民基本台帳の人口データ（4月末日時点）から，男女5

歳刻み19階級（90歳以上一括り）の外国人３）を除く人口データを使用した．

� この5年間における変化の概要と人口の年齢構成

浜田市全体として人口は減少傾向にある．高齢者数は増えている半面，次世代を担う4

歳以下幼児や小学生，30代女性が減少していることがわかる．
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3）2010年時点において，外国人を含む年齢別人口の集計が困難であったため．

表１ 浜田市における人口状況の概要



次に，現在の人口の年齢構成を図3に示した．60歳以上の比率が最も高く，この「主力

世代」が比較的元気なこの10年の間に，次世代の定住と高齢化に対応した地域づくりが待っ

たなしで求められる状況となっている．

� 男女年代別のコーホート変化率と今後の人口予測（現状推移）

浜田市の男女年代別のコーホート変化率を見ると，ほとんどの世代で流出が流入を超過

している．特に，20～24歳世代での流出幅が目立っており，高校卒業後の進学や就職先が，

地域内で確保できていないことがわかる．30代においては，若干の流入超過が見られるが，

20代での大幅な流出を取り戻す水準には至っていない（図4）．
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図３ 浜田市の人口の年齢構成（2015年住民基本台帳）

図４ 浜田市のコーホート変化率（2010～2015年住民基本台帳）
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このような年代別の変化率が今後の続くと仮定すれば，今後の浜田市の人口と高齢化率

は，図5のように推移するものと予測される．人口全体は，着実に縮小を続け，45年後の

2060年には，現在の半分以下まで減少する．一方，高齢化率は，緩やかに上昇し，2040年

に39％台に達した後は，ほぼ横ばいとなっていく．全体として人口の下げ止まりへの歯止

めがない推移が予想されており，長期的な人口安定化へのビジョンと戦略が不可欠な状況

である．

現状推移の場合における小・中学生数の推移を図6に示した．人口全体と同じく，長期

的な減少傾向に歯止めがかからない．
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図５ 浜田市の人口と高齢化率の推移予測（現状推移の場合）
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図６ 浜田市の小・中学生数の推移予測（現状推移の場合）



� 出生率向上による人口安定化の可能性

次に，出生率向上による浜田市の人口安定化の可能性を2つのケースについて検討して

みる．

まずは，市の人口ビジョンにも提示されているように，合計特殊出生率（この場合は，

プログラムに組み込まれた女性子供比の値を意味する．）を段階的に2.17まで上げていっ

たケースの効果を図7に示した．

2060年には，現状推移と比べ約1,500人増加し，高齢化率も若干改善しているが，人口

減少に歯止めはかからず，人口安定化は達成できていない．

次に，出生率の上昇のみで，長期的な人口安定化を達成できる必要水準をシミュレーショ

ンしてみた．図8に示したように，合計特殊出生率を2015年以降直ちに4.3まで上昇させ

ると，人口安定化が実現する．
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図７ 出生率を段階的に上昇させた場合の人口・高齢化率の予測
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しかしながら，これは，当然ながら非現実的な数字である．過疎期以来長年にわたり若

年層の流出が続いてきた地方自治体の多くでは，出生率の向上のみでは人口の安定化は不

可能であることを理解しなければならない．

� 定住増加，若年層流出抑制を加えた総合的改善シナリオの検討

出生率向上による人口安定化の限界が明らかになったところで，新開発のプログラムの

特徴を活かし，各世代の定住増加を中心にして，若年層の流出抑制と出生率向上と組み合

わせた総合的な改善シナリオを検討してみた．シミュレーションの結果，次のような3つ

の対策の組み合わせにより，長期的な人口安定化が達成されることが判明した（図9）．

①定住増加：次のような各世代の定住を49組ずつ増加

（合計147世帯，343人，現在の市人口の0.56％に相当）

＊内訳：30歳代前半夫婦＋4歳以下子供1名，20代前半男女，60代前半夫婦）

②出生率：2.17（段階的に上昇）

＊2015年以降1.65，2020年以降1.80，2025年以降1.90，2030年以降2.00，2035年以降

2.09，2040年以降2.17

③流出抑制：10代後半からの20代前半にかけての流出超過を解消

＊市内に立地する島根県立大学の定員増加や高校卒業者の地元就職増加を想定

また，このような総合的な改善策の組み合わせにより，小・中学生数についても，図10

のように，長期的な安定・回復が達成されていることがわかる．
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図８ 出生率を4.3まで上昇させた場合の人口・高齢化率の予測
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3． まとめ

このように，人口予測と改善シナリオが一体となり，定住増加・出生率向上・流出抑制

という地域人口安定化の3要素を自由に組みわせたシミュレーションが可能なプログラム

を活用すれば，自治体の人口ビジョンの策定は，よりスピーディーかつダイナミックなも

のとなり，何よりも住民にとってもわかりやすい具体的な政策メニューを打ち出せるもの

に進化できる．

しかしながら，自治体全体の分析や目標設定だけでは，普段の身近な地域や暮らしのあ

り方と結びつけて自分たちの問題として，地域人口の安定化に主体的に取り組む地域住民

の姿勢は生まれにくい．そこで，毎日の暮らしや具体的な新規定住の舞台となる基礎的な

生活圏ごとの分析と安定化シナリオづくりが重要となる．次章では，市町村内の小地域単

位の分析事例について，紹介する．
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図10 定住増加・出生率向上・若年層流出抑制を組み合わせた場合の小・中学生数予測

図９ 定住増加・出生率向上・若年層流出抑制を組み合わせた場合の改善シナリオ

59,477
56,439 55,403 54,364 53,526 52,907 52,224 51,796 51,664 51,909 52,503

31.1 
34.4 35.8 36.2 35.4 33.9 32.9 31.4 29.5 28.0 26.6 

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

2010 2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050 2055 2060



Ⅳ．市町村内の小地域ごとの人口ビジョン策定例～島根県邑南町

1． 12の公民館区で人口ビジョンと地区別総合戦略を策定

島根県邑南町は，島根県中央部の中山間地域に位置する人口11,025人・高齢化率42.9％

（いずれも2016年4月末，住民基本台帳）の自治体である．邑南町では，2015年度におけ

る「人口ビジョン」および「総合戦略」の策定時から，町内において自治活動等の基本単

位となっている12の公民館区ごとの人口データの分析や地区別の総合戦略づくりに力を入

れてきた．2016年度においても，介護データ等を含むより詳細な地区別の人口ビジョンの

策定と具体的な地区別のアクションプランを進めており，島根県立大学の研究チーム（研

究代表者＝藤山 浩）として共同研究によりサポートしている．

2． 公民館区ごとに地域人口の現状推移シナリオと安定化シナリオを検討

それぞれの公民館区の人口データを，新開発の「ワンシート人口分析＆予測プログラム」

に入力し，現状推移シナリオと安定化シナリオを検討する．

500人を下回るような小規模な地域においては，男女5歳刻みの人口が，特定年齢層で

0となる場合も発生する．そのままコーホート変化率を計算するとエラーとなるので，例

えば対応する2つのコーホート人口に「1」をプラスするような修正プログラムも必要と

なる．

図11は，12公民館区の人口概況とそのまま現状と推移した場合のシナリオ一覧である．

地区ごとに現状においても人口規模，高齢化率，世代ごとの増減率，出生率等で大きな違

いがある．また，現状推移に基づく将来予測にも大きな差がある．やはり，自治体全体だ

けの人口ビジョン・総合戦略だけでなく，きめ細かな地区ごとの特性，課題，実績を踏ま

えた地区別の人口ビジョン・総合戦略づくりが不可欠と言えよう．
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図11 邑南町の12公民館区の人口概況と現状推移シナリオ一覧



図12は，地区別の安定化シナリオの一覧である．地区ごとの最近5年間の人口動態の課

題と成果に応じて，必要な定住増加組数は変わってくる．3つの人口安定化要件のうち，

人口総数を守ることが一番困難な目標であることもわかる．また，毎年の定住増加人数の

人口比は，最大でも2％を下回っており，3分の2の地区では1％未満となっている．各

世代の必要定住増加組数は，大半のところで1組前後となっている．これは，前述の30歳

代前半子連れ夫婦，20代前半男女，60代前半夫婦の新規定住が毎年それぞれ1組ずつ増え

れば，その地域の人口が長期的に安定し得ることを示している．

このように，自ら指折り数えて確かめられるような数字の目標に落とし込んで，初めて

地域住民が定住促進に関わる具体的な行動を呼び起こすことが出来る．例えば，空き家の

活用や仕事場づくりも子育て対策も，あせらず毎年1組ずつ進めればよいことになる．あ

るいは，その地区が12集落で構成されているとすれば，地区全体で毎年合計3世帯の定住

増加が必要だとすれば，集落ごとには4年に1組の定住増加を実現すればよい．結局，自

治体全体の定住増加も，個々の場面で見れば，具体的な地区や集落に定着するプロセスで

ある．丁寧に地元のつながりの中に住み着いてもらう定住の取り組みを支える人口ビジョ

ンが，地域現場では求められる．

Ⅴ．広域の県・地方ブロックにおける人口分析への活用事例

新規に開発された分析・予測プログラムは，専門的なデータ一式が揃いにくい小地域も

カバーできるため，県や地方ブロック全体を小地域単位で広域的に分析し，地域構造の解

明に役立てることが出来る．

本章では，島根県と中国地方における活用事例を紹介する．

―301―

図12 邑南町の12公民館区の人口安定化シナリオ一覧



1． 227地区の基礎的生活圏の人口分析～島根県中山間地域における田園回帰

島根県では，2012年度，市町村・県・研究機関が協議し，定住の受け皿として総合的な

地域づくりを進める基本単位として，全県中山間地域227の公民館区・小学校区等を設定

した．この中山間地域における地域づくりの基本単位は，「郷」と名付けられている．小

規模・高齢化が進む集落同士を一次生活圏の大きさでしっかり連携させ，地元全体でまと

まった取り組みを進めようという考えが基になっている．島根県における「郷」の平均的

な大きさは2010年現在の国勢調査データによれば，504世帯・1,370人である．平均の集落

数は14.7集落，高齢化率は38.4％，小学生人数は66人となっている．

この227の郷単位について，2015年時点において30代（30～34歳）であった女性の増減

を，2010年時点の25～34歳女性と比べて比較したものが，図13である．全体で4割を超え

る地区で増えており，維持も含めると，むしろ減少している地区の方が少数派となってい

る．しかも，30代女性が増えている地区の分布は，山間部や離島といった「田舎の田舎」

に割合高く存在している．このように，小地域単位の分析を集約して地図化することによ

り，市町村単位では浮かび上がらない田園回帰傾向を把握することが出来る（藤山 2015）．
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図13 島根県中山間地域における30代女性の増減状況

＊2010年・2015年における住民基本台帳より集約



この227地区に対して，新開発の分析・予測プログラムを適用すると，将来の人口予測

のみならず，地区ごとの人口安定化に向けた必要定住増加組数（人数）を算出できる４）．

図14は，全県的に集約した分析成果であり，227地区合計で1,251組（世帯）・2,920人の

定住が増加することにより，エリア全体としての人口安定化が達成される．これは，ちょ

うど中山間地域全体の人口（298,397人，2015年住民基本台帳）の1％弱に相当する．

2． 中国地方における広域的な人口予測への応用

島根県中山間地域研究センターでは，2014年度，国土交通省中国地方整備局と共同で，

中国地方の人口予測ならびに拠点・ネットワーク構造の広域的把握に関わる研究を行った

（中国地方整備局・島根県中山間地域研究センター 2015）．

市町村・「昭和の大合併」以前の旧市町村（昭和25年時）・大字町丁目の3層の人口デー

タを2005年・2010年国勢調査により集約し，新開発のプログラムによる分析結果をデータ

ベース化し，ＧＩＳ（地理情報システム）による分析地図に投影した．

図15は，その一例であり，2010年から2050年にかけての人口増減の発生分布を，予測し

たものである．一部の都市近郊で人口増加が見られるものの，大半の地域では人口減少が

優越し，特に地方都市の中心部で大きな人口減少の絶対量が予想される．
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図14 島根県中山間地域における地区別必要定住増加人数

4）30歳代前半子連れ夫婦，20代前半男女，60代前半夫婦を同じ組数新規定住してもらう想定で計算している．



Ⅵ．今後の展望

本論文では，新規に開発した地域人口の分析・予測プログラムの活用を中心に，その有

効性を論じてきた．

最後に，同プログラムに関する今後の発展可能性を3つ指摘して，まとめとしたい．

1． 市町村および地域現場への普及

まず，急がれることは，地域人口の安定化が急務となっている市町村の行政職員や地域

現場への普及である．地方創生の取り組みも，市町村全体だけでなく，暮らしや定住の舞

台となる基礎的な生活圏の主体的な活動に結びついてこそ，本物になり得る．まずは，市

町村役場に最低1名ずつは専門的知識を習得した職員が配置され，地域人口に関わる分析・

予測プログラムを使いこなして，毎年の成果を政策展開にフィードバックするような体制

づくりが望まれる．そのために，例えば，「地域人口分析士」のような資格制度も設けて

いくことも必要ではなかろうか．

2． 広域的な地域構造解明に関わる進化

地域人口に関わる分析・予測プログラムの成果は，市町村のみならず，県や地方ブロッ

ク全体で集約し，拠点やネットワークデータと重ね合わせることにより，広域的な地域構

造の解明やシミュレーションに役立てることが出来る．その際には，前章でも示したよう

に，ＧＩＳ（地理情報システム）によるわかりやすい分析マップとの連動が効果的となる．
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図15 中国地方における2010～2050年の人口増減予測



こうした広域的な地域構造の解明への活用手法は，現在急速に人口の都市集中が進んでい

るアジア・アフリカの国々において持続可能な国土利用を展望・設計する上でも，不可欠

なアプローチとなろう．

3． 介護や医療データとの連結分析

筆者らが開発してきた地域人口に関わる分析・予測プログラムは，現在，介護保険デー

タとの連結システムへの進化を進めている．介護保険データを利用すれば，市町村のみな

らず，小地域ごとにどの年齢の人がどのくらいの比率でどの段階の介護を受けているか，

集約できる．現在，前述の島根県邑南町を中心にデータ分析を始めているが，同じ自治体

内でも，地区ごとに介護状況やかかっている経費には予想以上に大きな差があることが判

明している．

人口予測プログラムと介護データを連結することにより，将来的な地域ごとの介護の必

要度や関連する経費のシミュレーションが可能となる．また，同時に，数多くの地域介護

データを集約し比較することにより，介護費用が平均よりも高い（あるいは低い）地域に

共通する要因を特定することも期待される．同様の連結シミュレーションや比較は，医療

データについても有望である．

イギリスでは，近年，マス・ローカリズム（masslocalism）と称して，地域の主体性・

個性に基づいた取り組みを同時進行させ，その成果を広く共有することで国全体としても

大きな成果を達成するボトムアップ的な地域政策手法が注目されている（BuntandHar-

ris2010）．まずは，例えば人口定住あるいは介護費用抑制という共通の目標に向かって，

地域が特性に即した自由なアプローチで考え，実践してみる．そうした現場発のチャレン

ジを同時多発的に展開する中で，共通する阻害要因や促進要因を抽出し，それらを全国的

な共通政策として基盤整備や制度改革を行う手法である．特に，多様な地域特性を持つ地

域の成功や失敗が広く共有されることで，地域相互の学び合いが促進され，上からの押し

付けではなく，自ら選び取る手法選択が促されることが最大の効果とも言えよう．今後の

人口予測プログラムの活用やその普及に関しては，そうした地域間の「蹴落とし合い」な

らぬ「磨き合い」を支えるプラットフォームとなる情報共有の基盤づくりを目指したいと

考えている．
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TheDevelopmentandUtilizationofPopulationPredictionProgramto
ContributetotheProactiveRegionalDevelopment

KoFUJIYAMAandYoshihisaMORIYAMA

InJapan,inrecentyears,intheruraldevelopmentpolicy,suchas"LocalCreation"isconsidered,

thereisagrowingconcernaboutadvancedregionalpopulationanalysisandfutureforecast.Inthis

paper,thedevelopmentofpopulationpredictionprogramsthatcancontributetoregionaldevelop-

mentinmunicipalitiesandsmallcommunitiesisdiscussed,alsoincludingtheuseoftheresultsin

theactualregionalsites.Onthebasisoftheanalysisresultsbythenewlydevelopedpopulationpre-

dictionprogram,weconsiderthepossibilityofpopulationstabilizationinrecentyearseachregion

anddisurbanizationtrends.Theprospectofconsolidatedpopulationanalysislinkedtocareand

welfaredataofeachregionisalsodiscussed.



人口問題研究（J.ofPopulationProblems）72－4（2016.12）pp.307～322

特集：第20回厚生政策セミナー「地域人口と社会保障をめぐる諸課題」

過疎地と大都市における

高齢者の居住問題とその解き方

園 田 眞理子＊

Ⅰ．過疎地の場合―奈良県十津川村を題材にして

1． 十津川村の概要

奈良県十津川村は，紀伊半島中央部に位置し，2013年5月現在の総人口は3,773人であ

り，近年著しく過疎化が進行している．村の約96％は森林であり，林業が主な産業である．

村の中央部には南北に十津川が流れており，その川沿いに国道168号線が走り，東西には

国道425号線が走っている．この2つが村の交通の大動脈である．村の歴史は古く，古来

免租の村として知られている．周囲とは隔絶した地域であったため独特の文化・気風があ

る．世界遺産の熊野参詣道小辺路，大峯奥駈道も村の中を通っている．

また，村には水害の歴史があり，1889年の大水害では，生活の基盤を失った約3,000人

が北海道に移住し，新十津川村を形成した．それに次ぐ大水害が2011年9月に発生し，死

者・行方不明者15人，建物被害50棟余りに上った．これを契機として，災害復興のプロセ

スの中で，村は集落構造の根本的な転換と新たな村経営を図ろうとしている．
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日本の高齢化は，1990年代に地方の特に中山間地で著しく進み，2010年代以降は大都市郊外で激

しく進んでいる．中山間地は既に高齢化のピークを過ぎ，人口・世帯減による過疎化が進み，限ら

れた資源と人材でどう高齢者に対処するかが課題である．一方，大都市郊外では，これから後期高

齢者が急増し，専ら子育て世帯向けに造られた街や住まいを，高齢期も居住継続が可能なように改

変する必要に迫られている．

そこで，本論では，過疎地の例として，奈良県十津川村を対象に，村の高齢者の居住と医療・介

護・福祉に関する基本戦略を提示した．①健康づくり・介護予防，②生活支援総合事業，③安心の

居住の場の確保を柱にした施策を進め，福祉事務所や社会福祉協議会の組織改革も同時に行う．大

都市郊外部においては，開発された住宅地単位毎の高齢化の実情や経済的なポテンシャルに応じて，

医療・介護・福祉を施設ケアから地域ケアへと転換し，自治的な地域事業会社によるエリアマネジ

メントの一環として，激しい高齢化に対処することを提案する．

*明治大学理工学部建築学科



2． 村の人口・高齢化・介護保険等の概況

� 人口減少と年齢別人口

村の人口は，2010年以降，急激な減少局面にある．15歳未満の年少人口は年に約15名ず

つ減少しており，若年人口と出生数の回復は喫緊の課題である．65歳以上人口は，2010年

をピークに減少に転じている．特に，65-74歳の前期高齢者の減少が著しい．75歳以上人

口も2010年をピークに減少に転じているが，2015年現在，約1,000人である．ただし，5

年後の2020年には，この後期高齢者人口も4分の3に減少すると予想される．

つまり，十津川村の高齢化の進展は2010-2015年の間にピークを迎え，2015年以降は総

人口の減少とともに，人口構成の分布が著しく変化する可能性が高い．2015年時点では，

人口構成は，75-79歳人口のピークが大きく崩れて，80-84歳人口と60-64歳人口の2つを

ピークとする2コブになる．予測では2020年時点には，後期高齢者人口は減少し，後期高

齢者の重みは相対的には解消されていく．これは，40年後の日本社会を先取りした状況で

ある（図1）．
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図１ 村の人口構成の推移

資料：2000年～2010年は国勢調査，2015年以降の人口は，国勢調査を元に5歳階級
別人口の簡易的コーホート分析（園田）により推計
（注：15～19才人口が多いのは，村内に寄宿舎制の学校があるため）



� 要介護認定者数の実績と推移

要介護認定者数は，介護保険開始当初は160名程度であったが，2014年には478名に達し

ている．十津川村の65歳以上人口に対する要介護認定率は30.5％であるが，奈良県野迫村

に次いで全国第2位の高さである．

2015年からの値は推計であるが，後期高齢者人口および高齢者人口のピークをこえた十

津川村で，依然として要介護認定者が増える推計結果になっている（図2）．

� 介護保険総費用と保険料

介護保険開始時の2000年度は総費用2.3億円でスタートしたが，3年に1度の介護保険

事業計画の見直し毎に総費用は上昇し，第二期は3.3億円，第三期は4億円，第4期で4.5

億円に達し，第5期では5億円を突破し，5.3億円に達した．第6期の策定においては，

厚労省のモデル算定にしたがった結果，2016年度には6億円に達し，2017年度には5.6億

円にやや減少するという結果になっている．

一方，65歳以上の第一号保険者の保険料も，総給付費の上昇に伴い．当初の年額5,772
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図２ 要介護度別認定者の時系列推移

資料：「第6期介護保険事業計画及び老人福祉計画」十津川村 2015.3



円（標準額）が，第5期の2012-14年には年額5万円と10倍にまで上昇している．さらに，

第6期では，第一号保険者の負担割合が大きくなったため，年額8.1万円，月額6,750円

（参考：全国平均5,514円，奈良県平均5,231円）と極めて高額になっている．十津川村の

介護保険は，給付費においても，保険料においても全国的にみて極めて高水準にある（全

国第32位）（図3）．

� 介護保険総給付費の支出費目と金額

村の介護保険総給付費について，介護給付と予防給付の総合計金額からみていく．なお，

居宅介護支援費およびその他分の費用は除いている（図4）．

2011年8月時点においては，総給付費4.8億円に対して，約3分の1の1.7億円は村外の

介護サービスの利用に支出されていた．2015年度からの介護保険事業計画においては，総

給付費約5.6億円に対して，2011年時点と同額の1.7億円を村外のサービス利用に支出する

試算になっている．村外費の比率は低下しているものの，支出の絶対額は依然として大き

―310―

図３ 介護保険総費用と保険料の推移

資料：十津川村介護保険事業計画報告書（第1期～6期）



く，この費用を村内に留まる仕組みを考える必要がある．また，村内にあっては，2011年

度と2014年年度の比較で，特養費用が2千万円増，GH費用が3.2千万円増になっており，

施設偏重の計画になっている．
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図４ 介護保険の支出費目別金額と総費用に対する構成割合

（2011年実績値と2015年計画値）

資料：第5期・第6期十津川村介護保険事業計画報告書に記載された値を元に算定



3． 過疎の村の医療・介護・福祉・居住等に関する基本戦略

十津川村は周辺地域と地理的に隔絶した立地環境にあり，しかも総面積672.35�と村の

行政区域としては日本最大である．いわば，同村は周囲とは切り離された一つの独立区域

ともいうべき条件を備えており，地域包括ケアを過疎化が進む自治体単位でどのように展

開していけばよいかの一つのモデルケースになり得る．

そこで，奈良県十津川村をモデル地域に設定し，同村の実態や介護保険計画及び老人福

祉計画を踏まえつつ，同村における今後の「医療・介護・福祉・居住等に関する戦略」を

構想した．なお，これは十津川村で実際に履行されていることではなく，あくまで筆者に

よるモデル的な提案であることに留意されたい．

� ミッション

「介護保険」は地方分権，地方主権の試金石といわれている．一方，急速，急激に進む

超高齢化への対処と，財政的負担の合理化，軽減のために，「社会保障と税の一体改革」

にもとづき，2014年6月に「医療・介護総合確保推進法」が施行された．これは，19もの

関連法案を一挙に改正するもので，今後の医療と介護等のあり方を大改革するものである．

その実行にあたっては，地域が地域で地域のあり方を自ら考え実行する“地域包括ケアシ

ステム”の構築が鍵である．この“地域包括ケアシステム”が求められる背景は，次の通

りである

・「施設入所」ではなく，身近な地域での継続的な暮らしを保障

・「集団・施設処遇」による従来の方法は，高額，高コストであると同時に，対象者の

自立心と尊厳を大きく毀損する“過剰介護”の状況を生み出していた

・適正な地域単位で，問題解決を図る

上記の点を踏まえて，十津川村における高齢者等の医療・介護・福祉・居住等に関する

ミッションを「村民の合力により，誰もが，誕生から最後まで生き生きと安心して暮らせ

る村の実現」とする．

� 地域包括ケアシステムの実現方法

村の地域包括ケアシステムを実現するためには，「健康づくり・介護予防」「介護予防・

日常生活支援総合事業（以下，総合事業）」「安心の居住の場の確保」の3つが柱になる．

また，本来的には，高齢者だけでなく，子ども・子育て，障がい者，生活困窮者を含んで，

村民が地域で安心して生活できる環境をめざすことが重要である．

以下，3本柱について，それぞれ具体的にどのように展開すべきかについて述べる．

①健康づくり・介護予防

地域包括ケアシステムの構成要素である「健康づくり・介護予防」のためには，健康診

査の受診の徹底と，村民に対する健康への意識啓発が鍵になる．現時点での健康診査の受

診率は40歳以上検診で38.2％，75歳以上検診で33.4％にとどまっている，受診率の数値目

標を設定するなどして，健康悪化を未然に予防する．それとともに，村民の健康への関心
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を高めるために，例えば，「元気手帳」「長生き手帳」等の健康手帳を40歳以上村民に配布

し，村民の健康に対しする自己マネジメント力を強化する．

②介護予防・日常生活支援総合事業（総合事業）

総合事業を行うにあたって，以下の手続きを進め，集落・拠点単位での総合事業を確立

する（表1）．

・生活支援コーディネイターの配置と活用

・集落単位の実情の把握（区別・集落台帳を作成し，活用）

・集落単位，あるいは複数集落単位（拠点）の設定

・「総合事業」の立ち上げ

・「総合事業」の実施

また，村域が広く，54集落が離散的に存在しているので，7つの区の単位を目途に分散

的な通所拠点の形成を図る．

③安心の居住の場の確保

高齢者の「ソーシャルキャピタル（親族・近隣）」と「虚弱化の度合い」により，自宅

居住継続の困難性が異なる．困難になった場合は，“住替え先”が必要になる．高齢者の

態様と自宅居住継続困難の関係を整理すると図5のようになる．

これに対する村の「高齢者の居住を支える仕組み」は，第一に，高齢者等の健康弱化が

集落離脱に直結しないように，集落単位になるべく長くとどまれるための集落毎の「ダム

（溜め）機能」を高める．そのためには，自宅の住環境の改善や集落内での互助力を高め

る．健康弱化が進み，集落内での支え合いだけでは困難になる第二段階については，小規

模多機能型拠点やサービスの活用により，7つの区単位でバックアップする体制を整える．

それでも自宅での居住継続が困難になった場合の第3段階に対しては，公営住宅や高齢者
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PDCAサイクルを回して，継続的に修正・改善を図る

ことが肝要（常に工夫し，変えてよい）

表１ 集落・拠点単位での「総合事業」のイメージ

項目 メニュー 検討事項等

生活支援 ①見守り
・見る ・守る

・現行は，民生・児童委員が担当
・「見る」はITでも可能だが，「守る」は人的な対応が必要

②外出
・買物 ・通院

・東区エリアでデマンドタクシー事業を開始．他に，福祉有償運
送を実施．これらの取組みの有効性を高めるにはどうしたらよい
か

通所・予防 ③レクレーション
おしゃべり，会食，体操
④手しごと（なりわい）
男性手しごと，女性手仕事
⑤介護者支援
⑥健康診断

・現行の「いきいきサロン」の再編成と再構築を行う．
・生きがい，やりがいのある楽しみづくりを主目的とする．
・介護者への支援も重要（特に，老々介護の場合）
・④の手しごとは生きがいづくり．集落の特性を活かして個性的
に実施できるとよい．十津川村福祉の目玉にできないか．
・開催頻度は，③～⑤は月2回ペース，⑥は月1回程度．

訪問 ⑦家事援助（炊事，洗濯，掃
除等）

・従来の訪問介護サービスの量・質を向上させる．
・ヘルパーの人材確保と配置の工夫．
・集落内人材の活用を図る（互助的な取り組み）

防災 非常時の避難・支援の体制づ
くりと訓練

・十津川独自の取組みとして，集落単位で構築することが重要



住宅を活用して，村内居住を継続しつつより安心感のある住まいに移る選択肢を設ける．

村には，1か所の特別養護老人ホームと2か所の認知症グループホームがあるが，これら

については現状維持とし，施設偏重にならないように留意する（図6）．

� 組織体制の改革

地域包括ケアシステムを推進するためには，村の福祉事務所や社会福祉協議会の組織体

制の改革も必要である．

地域包括ケアシステム以前の福祉等の制度設計は，対象者の属性により，「高齢者」「子

ども」「障がい者」等と切り分け，かつ専門領域を機能的に分割して，「福祉」「介護」「看

護」「医療」，「住居」等と分化している．その仕組みが人口わずか3,500人の村にも持ち込
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図５ 高齢者の態様と自宅居住継続困難の関係（濃い色ほど，困難）

図６ 村の「高齢者等の居住」を支える仕組み



まれ，十津川村の場合も，役場内の福祉事務所で上記の分野別に部署や人員を配置し対応

してきた．しかしながら，そうした機能分化型の組織体制では国・県からの指示等をこな

すのが精いっぱいで，現場への機敏な対応力が脆弱である．これは社会福祉協議会におい

ても同様であり，村の社会福祉協議会が村唯一の特別養護老人ホームを運営しているが，

入所者への対応と，併設する村一か所のデイサービスの運営に忙殺され，広大な村全体の

福祉を支える余力がない．

そこで，地域に密着して，制度上の壁を取り払い，地域の問題を解決するという「地域

包括ケアシステム」本来の理念に基づけば，組織体制に，機能による分担だけでなく，地

域毎の分担体制も組み込んでいく必要がある．社会福祉協議会についても，地域包括ケア

システムに内在される要素について，バランスよく人員を配置して推進する体制に変革す

る必要がある．

4． まとめ

過疎化が進む村では，既に高齢化のピークが過ぎ，総人口が減少していく中で，高齢者

人口もこれから減少していく局面に直面する．しかも，ケーススタディの対象とした奈良

県十津川村は村域が極めて広く，54もの集落が離散的に存在している．村では，これまで

「高森の郷」という社会福祉協議会が開設する特別養護老人ホームが高齢者介護の中心的

な役割を担ってきたが，もはやこれだけでは限界がある．

こうした特徴を持つ村で，現実に機能する「地域包括ケアシステム」を構築するには，

人口が少ないからこそ可能になる精緻な実態把握に基づいて，地域のあらゆる物的資源，

人的資源を活用した有機的なネットワークと体制を形成する必要がある．本研究ではその

具体化に向けた基本戦略を構想し立案した．これを実行に移し，その過程で逐次の成果チェッ

クを行い，改善し再実行するサイクルを通じて，より高度化を図ることが望まれる．

Ⅱ．大都市の場合―東京圏の郊外を題材にして

1． 大都市が直面する3つの不都合な真実

2030年の東京圏等の大都市における高齢化を考える前提として，我が国が直面している

不都合な真実ともいえる3つの点をまず指摘しておきたい．

その第一は，いうまでもない激しい高齢化の進展である．日本の65歳以上人口が増え始

めたのは1990年頃であるが，人数の変化では約40年間をかけて安定的な状況に達する．そ

ういう意味では，今後の15年間が超高齢化の最終コーナーともいえ，特にこれから75歳以

上人口が一気に増えるため，まさに正念場にさしかかっている．

第二の点は，急速な人口減少が始まっていることである．江戸時代の終わりの3,300万

人の人口が2008年頃に約 1億2,800万余人で頂点に達し，その後は減少に転じている．

2014年～15年の1年間では，総人口が約30万人も減少している．このままの出生率で推移

すると，2100年には江戸時代終わりと同じ人口になってしまう．これほど短期間かつ大幅
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な人口減少は人類史上にないほどの大変化である．

第三の点は，財政難である．日本の国民負担率は2014年のデータで43.4％とされている

が，それに財政赤字の分を加えると負担率は既に50％を超えている．この値はドイツやス

ウェーデンと比べても大きな違いはなく，現状の制度維持を前提にすれば，20年後の国民

負担率は6割を超えるとの予測もある．人口減少社会の中で生産性の著しい向上が見られ

ない限り，自ずとGDPも減ってしまう．

以上が，これからの大都市の超高齢社会を展望するにあたって，十分に認識しておくべ

き前提条件である．

2． 地域包括ケアシステムの基本コンセプト

植木鉢を用いた地域包括ケアシステムの概念図は，私たちが直面している問題の構造を

非常によく捉えている（図7）．1989年に開始されたゴールドプラン以降，「医療・看護・

介護」分野の取組みが講じられてきたが，十分な結果に結びついていない面がある．その

最大要因として，植木鉢に相当する「すまいとすまい方」と，土に相当する「生活支援」

についての取組みが手薄かったからである．別の見方をすれば，20世紀の間は植木鉢と土

の部分は，親族扶助，地域互助等が機能しカバーできていたが，21世紀に入り，特に大都

市では世帯の小規模化と地域力の低下により，この部分の問題に取り組まざるを得なくなっ

たといえよう．

そうした中，2014年6月に「医療・介護総合確保推進法」が制定された．その過程では，

「住まい」を中心に位置づけ，そこでの生活を中心に，医療や介護は訪問・通所を通じて

届けられ，どうしても必要な場合にのみ入院したり，介護専門の施設に入所する図式になっ

ている．また，健康維持や介護予防，生活支援については，専門人材や機関よりも地域の
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図７ 地域包括ケアシステムの概念図

出典：三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング「＜地域包括ケア研究会＞地域包括
ケアシステムと地域マネジメント」（地域包括ケアシステム構築に向けた制
度及びサービスのあり方に関する研究事業），平成27年度厚生労働省老人保
健健康増進等事業，2016年



自治会，NPO，ボランティア組織等が前面に出て，互助的に日常的な見守りや支え合い

をする仕組みを自治体が主体となって，日常生活圏毎に整えることが明示されている．

つまり，地域包括ケアシステムとは，活力ある地域社会を維持するための地域の，地域

による，地域のための総力戦に他ならない．

3． 施設ケアから地域ケアへ

これまでの高齢者のケアシステムは「施設ケア」中心だったといえる．施設ケアとは，

同じような属性の要介護高齢者を1か所に集めて，そこに介護，医療のケアも集積し，建

物内，敷地内で完結するいわば砦を設ける手法である．大量に集めるという規模の経済に

期待し，画一的，均一な処遇で合理化を図る側面がある．しかしながら，人口の4人また

は3人に1人が65歳以上，要介護認定者率が20％を超える状況では，このモデルの限界は

明らかである．個々人の自立と尊厳を損ね，大規模施設の建設費や人件費等の負荷が過大

である．

これに対して，21世紀型ともいうべき地域包括ケアシステムとは，この1か所に集中し

ていた要素を適度な地域の広がりの中に分散配置し，それをネットワーク化することによっ

て，高質な居住環境と24時間切れ目のない支援とサービスの提供体制を構築しようとする

ものである．その基本単位は「日常生活圏域」であり，ほぼ中学校区域というのがコンセ

ンサスになりつつある．

なぜ，中学校区域かというと，以下の理由が考えられる．まず，中学生の生活・行動圏

域と虚弱高齢者のそれとがほぼ一致するからである．中学生は車もバイクも使えないが，

自転車では自由に移動できる．徒歩圏よりも広く，しかし車を使って移動するほどではな

い圏域が人生の最初と最後の幼老のライフステージにおいての基本的な生活圏である．ま

た，公立中学校の1区域当たりの人口規模は約2万人であるが，仮に高齢化率25％とする

と65歳高齢者数は5,000人，認知症及び重度要介護高齢者の認定率が10％とすると500人の

要介護高齢者である．この人数は20世紀後半の公立中学校の生徒数とほぼ同等である．高

齢社会以前に，地域で中学生の面倒を見てきたのと同じに，今度は要介護高齢者の特に最

後3年間を無事に過ごせるような環境が整えることができれば，然しもの超高齢化も何と

か凌げるかもしれない．

日常生活圏域には，自分の家もあれば，サービス付高齢者向け住宅や認知症のグループ

ホームもある，というように様々な居住型がある．そこに医療と介護のレイヤーを掛けれ

ば，地域包括ケアシステムの構築は可能である．ただ，大問題は，住まいと専門的な医療

と介護の間に絶対に必要な生活支援のレイヤーをどうかけてよいのかが不明瞭なことであ

る．生活支援は20世紀の間は家族や親族，近隣が担ってきたが，現在の大都市圏では，こ

の家族の部分が極めて手薄くなっている．東京都の場合，2010年時点で全世帯の47％は単

身世帯である．家族でない生活支援の仕組みをどう構築するか．しかも，介護の要否にか

かわらず見守りから始める必要があり，24時間365日，これほど多くの単身世帯をカバー

する方法を考えなければならない．
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これを解くには，地域ケアとは，都市経営，地域経営の問題に他ならないという認識を

持つことである．北欧が市町村単位で高福祉・高負担をなぜ実現できているのかといえば，

税や保険の負担に対して公共を介するがきちんとリターンする仕組みが機能しており，そ

れを市民が納得して行っているからである．アメリカでは，部分，部分ではあるが，“ゲ

イディッド・コミュニティ”を形成し，民間ベースで相互的な自助・自治によってコミュ

ニティ経営を行うという手法が確立されている．日本はながらく中福祉・中負担と云って

きたが，いったい誰が都市経営・地域経営の主体なのか，誰がマネジメントを担うのをはっ

きりさせることが，地域ケアの出発点になる．

4． 大都市郊外部の超高齢化への対応に関する基本戦略

� 大都市の郊外住宅地の状況

大都市における超高齢化問題の舞台は，「郊外」である．高度経済成長期に大量に流入

した若年人口は世帯形成に伴い，大都市郊外部にスプロール状に開発された住宅地に居住

し，以来，40～50年を経た今，そうした住宅地は一斉に超高齢化が進展している．

例えば，大手ディベロッパーが開発したある郊外住宅地は，約850世帯，2,500人が居住

している．開発から40年が経過し，高齢化率は40％を超えており，過疎地の限界集落と同

じ状況にある．

一区画あたり，土地は60坪程度，建物は30坪以上あるような立派な家々が立ち並んでお

り，購入価格とその後のローン返済，メンテナンスの総費用を考えると，一軒あたり1億

円程度を使っている場合も少なくない．例えば，総住戸数850戸の計画的に開発された郊

外住宅地を例にとると，居住用不動産として投下された金額は約1,000億円に上る．そう

した中流以上の住宅地に住む人の年金は1世帯あたり300万円と考えると，住宅地全体の

キャッシュフローは年間25～30億円である．年金なので，この金額は景気の影響をあまり

受けない．金融資産は，日本の高齢者世帯の平均預金額2,500万円を当てはめると，総額

で200億円になる．こういう経済条件の人たちが，塊状に後期高齢期にさしかかると，こ

の区域での介護保険に係る総費用は年額約5億円，後期高齢者医療の総費用は年額約8億

円と試算される．

こうした人たちのほとんどは経済的に困窮しているわけではない．最後までこの場所で，

この地域で暮らし続けられるかどうかが不鮮明なだけである．つまり，ここで暮らす住民

が最後まで安心して生活できるための仕組み，支える仕組みを，この住宅地が内包してい

る経済的ポテンシャルにみあって構築できれば，この住宅地を次世代に円満に受け渡すこ

とができる．現下の，介護が必要な状況に追い込まれて，個々人が介護施設や入院先を探

し回るという状況を打破し，それぞれの地域の実情に即した問題解決を図れば，大都市郊

外の高齢化への対処方法も見えてくる．

� エリアマネジメントの実施

超高齢化に直面する地域では，エリアマネジメント（地域経営）が極めて重要である．
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地域の持続と再生，及び互助の醸成のために，特に既成の市街地や住宅地のエリアマネジ

メントを誰が担うのかが喫緊の課題である．

従来は，その役割は行政が担ってきたともいえるが，行政の手法は「立地規制と計画経

済」である．条例一つを制定するにも手続きに時間がかかり，現下で起きている問題にす

ぐに対処することは難しい．それどころか，行政的な手続きを進めている間に，対処すべ

き問題が様変わりしてしまい，後手，後手に回ることも少なくない．

では，民間がその役割を担えるかというと，四半期ベースでの損益計算に追われ，部門

ごとでの独立採算制を求められる状況下では無理である．しかも，20世紀の間に新しい街

をつくったディベロッパーや，新築建物を販売したハウスメーカーは，いわば「売り逃げ，

建て逃げ」状態にあり，今更，元の所には戻りにくい．公的なディベロッパーともいえる，

都市再生機構（UR）や住宅供給公社も，エリアマネジメントを担う機能は有していない．

これからのエリアマネジメントの担い手とは，そこに住む住民自身に他ならない．日本

では，その地域の65歳以上人口が半数を超えると「限界集落」としてネガティブに考える

が，アメリカでは，そのエリアの50歳以上人口が半数を超えると「自然発生的リタイアメ

ントコミュニティ（NaturallyOccurringRetirementCommunity:NORC）」といい，

高齢者が安心して居住継続が図れるよう，不足する機能を付加していく取り組みが行われ

ている．日本においても，郊外において，そうしたNORCが続々と誕生している．なら

ば，子育て期終了後の人生後半の成熟期，引退期，老後期，そして最後の時までを安心し

て生き生きと過ごせるような街に作り替えていけばよい．そのための担い手は，そこに住

む住民自身であり，それをサポートする多種多様な地域の人材や資源である．特に，人口

減少の局面にあって，民間企業は従来のような新築需要や若年需要対応型のビジネスでは

無理がある．地域を支える一つの主体として住民との協業で新たなビジネス・チャンスを

見出さなければならない．

� 地域事業会社の設立と活動

欧米の事例では，そうした地域のエリアマネジメントを担う主体や仕組みとして，

BusinessImprovementDistrict:BID，Home-OwnersAssociation:HOA，Non-Profit

Organization:NPO等があるが，大都市郊外にはまさにこれに匹敵する新しい事業体が

いる．

こうした主体の組織化を進めるには，住民同士が可視的に運命共同体になるための仕掛

けがいる．そもそも，コミュニティとは，そこに住むことによって自動的に運命共同体に

なる広がりを意味するが，例えば，地域拠点となるクラブハウスを住民有志の出資で建設

し，その運営を行うといったことを通じて，地域経営とその母体を明確にする．さらに，

その拠点を核にして，住環境保全，介護，子育てのように地域に密着したコミュニティビ

ジネスを展開することによって，地域での経済循環や雇用を創出する．住民は，出資者で

あり，かつ顧客でもあるので，フリーライドや法外なクレーム，モラルハザードが抑止で

きる．いわば，分譲マンションの管理組合を拡張したようなもので，“地域事業会社”と
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もいうべき組織体を設立する．

人口減が急速に進む状況下にあっては，生き残れる街と消えていかざるを得ない街がこ

れから峻別されることになる．その時に，地域の住民が「自分たちの街の資産価値を維持

し，高質な生活環境を実現しよう」と積極的に考え，行動したところのみが生き残れる．

住みやすい街としてのブランディングに成功し，オンリーワンの良さを備えた街しか残る

ことができない．

大都市には，富が集中し，インフラや建物も整備されている．しかしながら，開発後，

新築後，20～30年も経過すれば，見かけ上の経年劣化は確かに進んでいく．多少くたびれ

た街や住まいを維持し，再生するためには，再投資がいる．住民の中で出資できる人が少

しずつお金を出し合って地域事業会社をつくり，そこが団地の再生，中古住宅の流通促進，

空き家対策，少子高齢化対策といった，地域の価値向上につながる事業を展開する．そこ

からのリターンがあれば，地域に良循環が生まれる．それに失敗し，住民が減り始めれば，

一層の資産デフレが起き，固定資産税の低下等，自治体経営自体が危うくなってしまう．

� 地域包括ケアシステムのための拠点の形成

日本の65歳以上高齢者の83％は持家に住んでおり，土地や建物の不動産を所有している．

ところが，家族や親族規模の縮小により，虚弱化が進むと「生活支援」を求めて住み替わ

らざるを得ない状況が増えている．そうした状況に対応するため，2011年10月に国土交通

省と厚生労働省の共管で「サービス付き高齢者向け住宅（以下，サ高住）」が制度化され，

わずか5年間の間に20万戸以上も供給された．しかし，その内実をみると，都市の遠方の

地価の安いところに偏在し，最低面積の18㎡以上25㎡未満のものが全体の7割を占めてい

る．30坪以上の戸建住宅に暮らしていた高齢者が18㎡程度のサ高住に移り住んでいる．

こうした問題の根本には，「サ高住」と「地域包括ケアシステム」との関連付けが行わ

れていないことがある．これからのサ高住は，虚弱高齢者にとっての，従前からの居住地

にある“もう一つの家”にならなければならない．

そこで，日常生活圏単位に，最も地域の高齢者がアクセスしやすいところに，サ高住等

を含めた地域拠点を形成する必要がある．20世紀の地域拠点は小学校や中学校であったが，

21世紀の地域拠点は，高齢者向けのものに代わる．例えば，1階に訪問看護ステーション

やクリニック，デイサービス等の医療・看護・介護の事業所，2階以上に賃貸住宅を複合

したような形式が一つのモデルといえる．自宅で暮らしながら在宅サービスを受け，そこ

での生活が困難になった時に，拠点の賃貸住宅に移り住む．こうして地域で安心して暮ら

し続けることができる．

ただし，問題は，このような拠点をつくるには建物等に関して相当な初期資本が必要な

のに対して，その出し手がいないことである．国は，相続税対策としてサ高住を建てるの

に対して補助金を出したり，外資によるヘルスケア・リートの組成を奨励しているが，そ

れができるのは公的な医療保険や介護保険制度が下支えしているからである．原理的に考

えて，このような政策誘導はおかしい．国民，市民の負担と受益の仕組みを根本から考え
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直して，どの地域においても良質な居住と最後まで暮らし続けられる環境を整える必要が

ある．

5． おわりに

都市部における超高齢化への対応のゴールは，最後の時まで地域にその人らしく暮らし

続けられる環境を実現することである．若い人が，身近で高齢者の看取りを体験し，「自

分もこういうふうに看取られるんだ」という安心感が，次の未来への希望と安心につなが

る．単に，高齢者のために，ということではなく，0歳から100歳以上の全ての人の安心

のために，看取り，看取られる環境を的確に整えていくことが，今後の最重要課題である．
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ProblemsandSolutionsofElderlyHabitation
inDepopulatedAreasandMetropolitanCities

MarikoSONODA

TheJapanesepopulationhasrapidlyagingin1990'sinlocalareas,especiallymesomountainous

regions.After2010's,aginghasbecomemoreconspicuousinthesuburbsofmetropolitanareas.

Inmesomountainousregions,theaginghasalreadypeakedoutandnowtheyarefacingthetotal

numberofpopulationandhouseholdsdecline,whichhascausedaconcernabouthowtotakecare

oftheelderlyintheregionbyutilizingthelimitedeconomicandhumanresourcesavailable.

Inthemetropolitanareas,ontheotherhand,thenumberoftheseniorsover75-yearoldarenow

expectedtogrowveryfast.Thereforeitisurgentlyrequiredtorenovateexistingtownsandhous-

ingswhichwereinitiallydevelopedtargetingyoungfamilieswithchildren,sothattheincreasing

elderlywillbeabletocontinuelivingtheareastheyarefamiliarwith.

Thisarticleproposesabasicstrategyforhabitationandmedical,nursingandwelfareservicesfor

theelderly,takinguptheTotsugawaVillage,NaraPrefecture,asanexampleofseverelydepopu-

latedandagingareainJapan.Itfocusesonmeasurestopromote1)healthandpreventivecare2)

totallivingassistanceservice3)provisionofsafeandcomfortableresidencefortheelderly.Italso

proposesacomprehensivereformationofexistingorganizationsresponsibleforwelfareservices,

suchaslocalgovernmentwelfareofficesandCouncilofSocialWelfare.

Inmetropolitansuburbs,itisproposedtochangetheinstitutionalcaresystemofmedical,nursing

andwelfareservicestothecommunitycaresystemwhichistomeettherequirementsoftheelderly

andtheeconomicavailabilityofeachregion.Thisshallbeoperatedasapartofthetotalareaman-

agementbyanewlyestablishedcommunitydevelopmentcorporationwhichismanagedbyresi-

dentswhilemaintainingtheirautonomy.

Keywords:elderlyhabitation,depopulatedarea,metropolitancity,communitycare,areamanage-

ment
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特集：第20回厚生政策セミナー「地域人口と社会保障をめぐる諸課題」

DepopulationanditsChallengesforDevelopment:
AnInternationalComparison

L・szl・J.KULCS・R*

Introduction

Whenlookingbackinhistory,mostaccountsondemographyprobablyconsiderthe1960s

and1970sasthepeakperiodofoverpopulationconcerns,especiallyafterthe1968publicationof

thePopulationBomb.Yet,thefirstsystematicaccountofdepopulationwasalsowrittenaroundthat

time(Beale,1964).ThisstudydocumentedthedynamicsbehindruraldepopulationintheUnited

States,butitreceivedlittleattentionfordecadestocome.

Overpopulationwasstillverymuchonpeople'smindsin1996,whenthereportsonworld

populationpoliciesrecordedthelowestpercentageofgovernments(13%)thatwantedtoraisethe

rateofpopulationgrowth(UnitedNations,2013).Inthesameyear,37%ofgovernments,mostly

inlessdevelopedregions,intendedtocurbpopulationgrowth.Thislatternumberhasnotchanged

muchby2013,themostrecenttimetheUnitedNationscollectedsuchdata,buttheshareofthose

nationsthatwantedtoincreasepopulationgrowthrateshasreached20%.Mostofthisincreasehad

comefrommoredevelopedcountriesthatoptedfor"nointervention"backin1996.Today,the

worldlooksatpopulationgrowthverydifferently,thanwhattheperspectivesweretwentyorfifty

yearsago.
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Depopulationisarelativelynewdemographicchallenge,resultingfromdecliningfertilityand

populationlossduetomigration.Thisstudydiscussesitsimpactondevelopmentatboththe

nationalandlocallevels.Besidesdeconstructingdepopulationintovariousdemographic

components,thestudyalsooffersaconceptualinsightintotheconnectionbetweenpopulation

dynamicsanddevelopmentthought.Sincedemographyhasalwaysbeenacentralcomponent

ofunderstandingeconomicgrowthandsocialwell-being,ahistoricaloverview discusses

depopulationinthiscontext.Internationalexamplesareusedtohighlightthemajorimpacts

ofdepopulation,botheconomicandsocial,withaspecificemphasisontheconnectionto

culture.Finally,variouspolicyoptionstoaddressnationalandlocaldepopulationarealso

discussed.

*Professor,KansasStateUniversity



Thisdifferenceplaysoutintwodistincttrajectoriesofpopulationdynamics.Whenglobal

populationwasestimatedtohavereached7billionin2011,futureprojectionswerequicktopoint

outthatthishistoricallyunprecedentedgrowthmayaddanother3billionpeoplebeforethe

momentumdisappears(Alkemaetal.,2011).Atthesametime,ithasalreadybeenclearthatalmost

allpopulationgrowthuntil2050wouldoccurinlessdevelopedcountries(Bloom,2011).In

contrast,theexperienceofmostleadingindustrialnationshasbeenstagnationorevenactual

populationdecline.Thismayseem asanewthemeafterhalfacenturyobsessionwiththe

populationbombanditseverdelayedexplosion,but,asCalvinBeale's1964studyhad

demonstrated,depopulationhasalreadybeenanimportantdemographictrendinseveralcountries,

especiallywhenlookatsub-nationaldynamics.

Changesinpopulationsize,composition,anddistributionarenotpurelyacademictopics.

Peopleseesuchtrendsaroundthem,andmayevenberemindedofthesebytheirelected

politicians,localactivists,ornationaladvocategroups.Thediscourseinsuchcasestendstobe

simplified,usinglanguagedirectedatthelaypublic,shownbyquotessuchas"Acancerisan

uncontrolledmultiplicationofcells;thepopulationexplosionisanuncontrolledmultiplicationof

people."(Ehrlich,1968:166),or"Throughoutrecordedhumanhistory,decliningpopulationshave

alwaysfollowedorbeenfollowedbyVeryBadThings."(Last,2013:7).Thereasonforthisgeneral

interestisthatpeopleintuitivelyfeelthatdemographyisacorecomponentoftheircommunity's

socialandeconomicconditions,pasttraditions,andfutureprospects.

Populationdynamicsindeedhaveimportantconsequencesforprogressandwell-being,

oftensummarizedbythetermdevelopment.Whilemostpeoplecouldidentifydevelopmentwhen

theyseeit,boththeproperdefinitionandtheindicatorstomeasureithavebeensubjectsofheated

debates,generatingsubstantialscholarshipinvariousdisciplines(PeetandHartwick,1999;

Caldwell,2005;McMichael,2007).Itiseasytoseewhy:theverydefinitionofdevelopment

providesthekeytosettingthediscourse,determiningthegoals,andmeasuringprogress.Thetopic

ofpopulationanddevelopmentisasoldasdemographicthoughtitself(Kulcs・r,2016),thus

depopulationmustalsobediscussedinthesamecontextofsocialandeconomicwell-being.

Thisstudyfocusesondepopulationanditschallengestosocietaldevelopmentthrough

examplesfromEuropeandNorthAmerica,astheyarepertinentforJapan'sowndepopulation

experience.Istartwithdeconstructingdepopulationasademographicprocess,andthenoffera

conceptualargumentondepopulationanddevelopment.Ifollowupwiththenationalandlocal

impactsofdepopulation,andfinallydrawsomeconclusionsanddiscusspoliciesthatvarious

governmentshaveemployedtoaddressthesechallenges.
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DeconstructingDepopulation

Depopulationisoftenseensimplyasashrinkingpopulationsize.Populationscanonly

changebyfertility,mortality,ormigration,andallthreemaycontributetodepopulationinunique

ways.Someofthesewaysareobvious,whileothersarelessclear.Excessmortalitycausedbywar,

famine,ornaturaldisastersmaytakehugetollsonapopulation.Persistentoutmigrationduetothe

lackofjobsoradverseresidentialpreferencescanturnoncethrivingcommunitiesintoghosttowns.

Keepingeverythingelseconstant,fertilityratesbelowreplacementlevelleadtodepopulationonce

thepopulationmomentumofthelastlargebirthcohortfadesaway.Anexampleofthislatteristhe

caseofHungarybefore1990(Figure1).Hungaryduringthecommunistperiodwasaclosed

country,andinternationalmigrationplayedvirtuallynoroleinpopulationdynamics.Whenthe

echoofthepostwarbabyboomdisappeared,andthetotalfertilityratefellpermanentlybelow

replacementin1977,thecountrywasalreadyonitswaytofirstexperienceofabsolutepopulation

declineonlyafewyearslater.

Inmostcases,however,trendsoffertility,mortality,andmigrationworkinsome

combination.Thebestexampleforthisisthechangingagestructureofapopulation.All

demographiceventshavedifferentrisksofexperiencingthematdifferentages.Migrationfor

exampleismostlikelytohappeninages20-35,whenyoungadultsareataspecificstageintheir
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Figure1.TotalfertilityratesandnaturalincreaseinHungaryduringthe

communistperiod,1948-1989.
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lifecourse,finishingeducation,andstartingafamily.Placesorcountrieswithnegativenet

migrationnotonlylosethesepeople,butthroughthemasignificantpartofthepopulation's

reproductivecapacitydisappearsaswell,sincethisisalsotheagewhenchildbearingisthemost

likely(anddecisionsaboutitareimportantdriversofmigrationinthefirstplace).Improving

mortalityrates,seenmostcommonlyasincreasinglifeexpectancyatbirth,oftenaddtothe

distortionoftheagestructure,andexacerbateaginginplace.Inturn,adistortedagecomposition

maycontributetosocialandeconomicconditionsthatinducefurtheroutmigrationandpopulation

loss.

Conditionsthattriggerdepopulationdifferwithrespecttotheirlong-term impacton

populationtrends.Shockeventsmaycausesignificantpopulationlossordisplacemanypeople,yet,

ifthesocialandeconomicfoundationsoftheplaceremainsound,thepopulationtypicallyrebounds

inarelativelyshorttime.TheexampleforthisisNewOrleansafterHurricaneKatrina(Figure2).

Followingthemassdisplacementcausedbythehurricane,thecity'spopulationstartedtorebound

withinayear,althoughduetosuburbanizationthecityitselfwasslowlyshrinkingbeforeKatrina.

However,asarecentarticledemonstrated,thisreboundhasalsoresultedinsignificantchangesin

populationcompositionwiththecityofNewOrleanslosingaboutathirdofitsAfrican-American

population(Martinez,2015).Thisisaclearexample,thatwhilepopulationsizematters,

compositionisjustasimportant,particularlywhendemographictrendsareconnectedto

developmentoutcomes.
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Figure2.ThepopulationofthecityofNewOrleans,2000-2014.
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AnexamplefortheoppositeoutcomeisFinneyCountyinKansas.Thecentralplaceofthe

county,GardenCityhasprovidedmanyjobsinthemeatpackingindustrysincethe1980s

(Broadway,2007).Thesewereusuallyfilledbyimmigrants,firstVietnameseandthenMexicans.

Duetothisinfluxofworkers,thepopulationdynamicsofthetownbecameverydifferentfrom

mostnonmetropolitanplacesinKansas.However,aroundChristmasin2000afiredestroyedmost

oftheplant.Thecompanydecidednottorebuildit,andsubsequently,migrationtrendstookasharp

turn.Theplacedidnothavethesolideconomicorculturalfoundationstoretaintheimmigrants,

andFinneyCountystartedtolosepopulationsoonafterwards,revertingtothetypicalwestern

Kansastrends.

Shockeventsthatdevastatealreadydecliningplacesoftenacceleratedepopulation.These

examplesshowthattherealimpactofashockeventisnotsomuchonthepopulationperse,but

ontheeconomicandsocialfoundationsoftheplace.Thecausaldirectionrunsbothways:

developmentoutcomesinfluencedemographictrends,whileatthesametime,populationdynamics

haveconsiderableimpactsonsocialandeconomicprogress.

Whilethetriggersandthemechanismsofdepopulationmaybeverysimilar,thegeographic

unitofanalysismakesadifferencewhenitcomestopoliciesaddressingpopulationloss.For

example,insmallerareasmigrationtrendsaremoreimportant.Unlikemortalityandfertilitythat

tendtochangegraduallyoveralongerperiodoftime,migrationismoresensitivetoabruptchanges

inlocaleconomiesorresidentialpreferences.

Atthenationallevel,migrationdynamicsarestillimportant,butlong-termdemographic

trendsareequallyinfluencedbymortality,andespeciallyfertilityoutcomes.Theconditions

determiningtheselattertwochangeslower,thereforethedemographicinertiaofbothmortalityand

fertilityisgreaterwhencomparedtomigrationdynamics.Thisalsomeansthatwhilethesocietal

forceschangingmortalityandfertilitymustbelarger,upontheemergenceofunfavorabledynamics

theremedytendstobemoredifficultandcostlytoo.Forexample,belowreplacementfertilityat

thenationallevelprovedtobequiteoneroustoturnaround,particularlyintheabsenceof

significant,positivenetmigrationofyoungadultsinchildbearingages.Takingthebigpicture

view,theimpactoffertilityonpopulationgrowthisthemostvisibleatthegloballevel,theonly

geographicunitwheremigrationdoesnotcount.Thedecreasingratesofpopulationgrowthinthe

pastdecadeshavemostlybeencausedbydecliningglobalfertilityrates.

Finally,itisimportanttonotethatwhiledepopulationisusuallymeasuredasadecreasein

absolutenumbers,relativedepopulationisjustasimportant.Thiscanoccurifaparticularregion

orsettlementtype,suchasafarmingareaorruralcommunitiesingeneral,experiencestagnation

orgrowthbelowthenationalaverage.Ifdepopulationisnotanationwidephenomenonorifitis

manifestedinstagnationasopposedtosteepdecline,thediscoursemayremainlocalizedwith

insufficientpolicytoolstoremedythesituation.Asanexampleofrelativedepopulation,Figure3

showsthedecennialcensuscountsformetropolitanandnon-metropolitanpopulations,common
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proxiesforurbanandruralresidentialdistribution,intheUnitedStatesinthepast110years.The

chartindicatesthattheruralpopulationoftheU.S.hasbeenrelativelystable,fluctuatingaround50

millionpeoplethroughouttheentireperiod.However,thisconstitutesanever-shrinkingpartofthe

totalAmericanpopulation,duetothesubstantialmetropolitanpopulationgrowthoccurringinthe

sametime.Thisproportionateruraldeclinehasbeenmanifestedinthepublicdiscourseastherapid

depopulationoftheAmericancountryside,evokingmanyemotionalresponses.

Itisclearthatthetermdepopulationhasanegativeconnotation.Evenincaseswhen

governmentswanttocurbpopulationgrowth,theywouldnotwantdepopulationtooccur.One

reasonforthisisthedeep-seatedunderstandingofprogress,ordevelopment,asalinearprocess.

Depopulationmeansmovementintheoppositedirectiononthatpath.Inanabstractsense,

developmentisapositivetrend,anddebatesonlyheatupwhenitisaboutitspracticaldefinition

andmeasurement.Therefore,inthesameabstractsense,depopulationisalmostalwaysconsidered

aproblem.Toaddressdepopulation,itisveryimportanttounderstandthisconceptualcontextas

well,discussedinthenextsectionofthisstudy.

DepopulationandDevelopmentinaHistoricalContext

Populationdynamicshavelongbeenassociatedwiththeconceptofdevelopment.

Developmentistypicallyseenasanimprovementinsocial,economic,cultural,orpolitical

conditions.Unfortunately,thereisnouniversalagreementonwhattheseimprovementsshouldbe,
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Figure3.Metropolitanandnon-metropolitanpopulationintheUnitedStates,1900-2010.
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andnations,aswellasregionswithinnations,donotalwayshavethesameaccesstoresourcesto

pursuethem.Thus,developmenthasmanylayersofcomplexity,resultingintheoretical,practical,

orpowerdifferencesbetweenvariousactors.

Theconceptofdevelopmentisasocialconstruct.Overthepasttwohundredyears,Western

philosophyandscholarshiphasmonopolizedboththediscourseaboutitandtheinterpretationof

whatitmeans,andhadputgrowthinthecenter.Untilthelate1970s,thiswasmanifestedinthe

dominantparadigmofmodernization,whicharguedthatdevelopmentoccursinauniformfashion,

followingalineartrend(Rostow,1960).Thishaslaterbeencontestedfromseveraldifferent

conceptualdirections,partlyduetoitsrelativelypoorrecordontheground,resultinginasearch

foramoreinclusivedefinitionofdevelopmentbythe21stcentury(PeetandHartwick,1999;Rist,

2000).

Theassessmentofpopulationdynamicsinthiscontexthasalsochangedalotinthepasttwo

hundredyears.Thefirstphilosopherstypicallytookabstractpositionsonhowpopulationdynamics

areconnectedtosocietalwell-being.ThedebatebetweentheoptimistsofEnlightenment,suchas

WilliamGodwin,andthepessimistsabouthumannature,suchasRobertWallaceemployedlittle

empiricalevidence,andmadenoefforttounderstandthedriversofpopulationdynamics.Thisall

changedwhenThomasMalthuswrotehisthesisonpopulation,firstdescribingtheperceived

dangersofoverpopulation,resourcedepletion,andpoverty,lendingascientificoverlayto

demography.Inthefollowingdecadesofthe19thcentury,associalscienceswerecarvingouttheir

placesinacademicscholarship,manytriedtousedemographytowarnaboutsocialillsoroffer

practicalsolutionsforthebenefitofsocieties.

Itdidnottakelongforthefirstconcernsaboutdepopulationtoappearinthisenvironment.

FertilitydifferencesbetweensocialclasseswereeasytoobservesincethetimeofMalthus,which

infactwashismainconcerntobeginwith,andsoonthesewereextendedtopopulationgrowth

differencesbetweenethnicgroupsandnations.Onoccasion,thisledtolesscontroversialactions,

suchastheestablishmentofthefirstbirthclinicinLondon,followingtheworkofMarieStopes,

advocatingforfertilitycontrolamongthelowerclassesbutstillprovidinginformationon

contraception(Rose,1992).Inmostcases,however,concernsaboutdivergingfertilityrateswere

wrappedinsocialDarwinistandeugenicargumentsthatwerenotonlyracistbutalsojustified

exclusionarypositionsagainstvariouspopulationgroups(seeforexampleAllen,1989ontheU.S.

case).

ThefirsttobringupdepopulationasanationalproblemweretheFrench,followingtheir

defeatfromthePrussiansin1871.AsTeitelbaumandWinter(1985)argued,thisconcernhas

becomeapermanentpartoftherhetoricintheThirdRepublic,andextendedbeyondtheacademic

discourse,manifestinginliteraryworkssuchasFecondit・byEmileZola.Intheatmosphereofthe

preparationsfortheinevitablenextwar,theFrenchpublicwasobsessedwithlowbirthrates,which

ofcoursewereseennotsomuchasapuredevelopmentissuebytoday'sstandards,ratherthemain
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currencyanationcouldhaveattheheightofthestruggleforpowerinEurope.

TheFirstWorldWarandthefluepidemicof1918broughtanunprecedentedlossoflife.

Birthrateshavereboundedinthe1920sandasmortalityratesdeclinedinEurope,littlepublic

concernwasvoicedoverdepopulation.Inhisseminalarticleonwhatlaterbecamethetheoryof

demographictransition,however,WarrenThompson(1929)firstbroughtuptheissueofsystematic

naturaldecreaseincountriesthatheputinGroupA,wheregrowthrateswereexpectedtofall.He

pointedoutthat"…sincethelastquarterofthenineteenthcentury,theyhavepassedfromthestate

ofhavingaveryhighrateofnaturalincreaseintoastatewheretheyhavequitelowratesof

increaseandwillshortlybecomestationaryandstarttodeclineinnumbers."(Thompson,

1929:968).Hethencontrastedsuchdepopulatingcountrieswithnationsthatstrugglewith

overpopulation,highlightingtheinverserelationbetweenpopulationgrowth,sizeandgloballand

ownership.Assuch,hewasthefirstscholardiscussingdepopulationanddevelopmentinabstract

terms,creatingthefoundationfortheinternationalconcernsinthepostwarera.

Alothasbeenwrittenonthegeneraldemographicatmosphereoftheperiodbetweenthe

1960sand1980s(EhrlichandHolden,1971;Teitelbaum,1976;Simmons,1983;FinkleandCrane,

1985;Lam,2011,justtonameafewexamples).Theimportantpointforthisstudyisthatthe

alarmisttoneofthediscoursewasasmuchaboutrelativedepopulationasitwasaboutabsolute

overpopulation.AsWarrenThompsonimplieddecadesearlier,overpopulationisnotonlya

challengeforthecountryexperiencingit,butitcouldalsobeseenasathreattointernationalorder.

AttheonsetoftheColdWarandthedeclineofcolonialempires,thiswasindirectlyframedasa

problemofrelativedepopulationintheWest.FrankNotestein,whoisusuallycreditedwith

rediscoveringThompson'swork,hadaclearpositiononthisalreadyin1944,talkingabout

countrieswithrapidpopulationgrowthpotential:"Theywillbeincreasinglyexpensiveand

troublesometoadminister,andunsatisfactorytodobusinesswith.Ofthemselvestheywillbetoo

impotenttothreatenthepeace,butprobablytheywillbediscontented,disloyal,andready,if

somewhatinefficient,materialsforeachnewpoliticalconflagration"(Notestein,1944:148).

Ironically,whentheWestwasconcernedwithademographicallyinducedpolitical

destabilizationindevelopingcountries,supposedlyaidingtheSovietUnionanditsproxies,the

communistblocwasalsogoingthroughaperiodofanxietyoverdepopulation.Birthratesrapidly

fellinalmostallEasternEuropeancountriesinthe1960s.Thisresultedfromacombinationof

trendsembeddedintothetotaltransformationofthesenationsfrom agrarianhinterlandsto

industrialsocieties.Rapidurbanization,thebreak-upoftraditionalruralfamilystructures,the

officialpromotionofgenderequalitytoabsorbalargenumberofwomenintothelaborforce,and

thewidespreadavailabilityofinducedabortionastheprimarymethodofcontraceptionallhadtheir

impactonfertilitywithinagenerationafterthecommunisttakeover.Publichealthmeasures

significantlyreducedinfantmortality,buttheplummetingbirthratesgaveplentyofreasonstobe

concernedaboutrelativedepopulationinthefuture,thesametopicoccupyingscholarsontheother
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sideoftheironcurtain.

Still,theseconcernsaboutdepopulationwerenotsystematicallyanalyzed.Policymakers

anddemographersweremostlytryingtocurbthepopulationexplosionindevelopingcountries.

Therewerenodirectcasesofdepopulation,andacceptingthemodelofdemographictransition

meantthatalldevelopednationspositionedthemselvesinthelastphaseofthetransition,andtheir

attentionwasmostlyonhowtherestoftheworldwouldmovethroughtherapidgrowthperiod.In

thatlogic,tamingoverpopulationeffectivelymeantfixingrelativedepopulationaswell,therefore

actualdepopulationasaphenomenonseldomappearedanythingbutademographiccuriosity.The

1975editionofastandarddemographytextbookforsociologyundergraduates(Petersen,1975)

discusseddepopulationonlyintwospecificcontexts.Onewasthedepopulationof"primitive

peoples",whichthebookexplainedwithwarfare,lossoffoodresourcesordisease,whiletheother

wasthepopulationdeclineintheSovietUnionduetototalitarianpoliticsandsocialengineering.

Moderndepopulation,atleastatthenationallevel,wasdifficulttoimagine,yetitsfirstexamples

werelessthanadecadeaway.

Ifdepopulationhasactuallyoccurredatthistime,itwasobservedatthesubnationallevel.

However,whileitwasdevastatingforlocalcommunities,ithasnotmadeittotheforefrontof

demographicinquiryasasocietalchallenge.InWesterncountries,particularlyintheUnitedStates,

theboomandbustcyclesandghosttownswerefamiliarphenomena,andinmostcases,theywere

consideredaspartofstandardeconomicdynamics,especiallyiftheseoccurredinthecontextof

nationalpopulationgrowth.Althoughruraldepopulationhasalreadybeenpointedout(Beale

1964),highfertilityrateswereoftenseenasasufficientcounterbalanceofpersistentoutmigration.

Incommunistcountries,depopulationinruralcommunitieswasoftenadesiredoutcome,as

publicpolicieswereaimedatcreatingurbanpopulationconcentrationsformoreefficientindustrial

development.Agriculturalcollectivizationandevenmodestlevelsoffarmmechanizationrequired

fewerworkers,andtheruralpopulationwasseenasareservepoolforindustrialexpansion.Itis

alsoimportanttonotethatcommuniststates,justasanytotalitarianregimes,suppressedthe

discussionandanalysisofseeminglynegativetrends,andthecentralplanningapparatuswasnot

flexibleenoughtoaddressthechallengesofsmallgeographicunits,wheredepopulationfirst

emerged.

Bythesecondhalfofthe20thcentury,populationgrowthhasbecomethenormal

demographictrendaroundtheglobe.Allhistoricalexamplesindicatedthatdepopulationisa

temporaryphenomenon,thusmostofthepublicdiscussionwasrelatedtomanagingthisgrowthto

achievetheoptimaldevelopmentoutcome.Inthe1980s,however,thetheoryofdemographic

transitionwaschallengedfromanewdirection.Afewyearsbefore,Teitelbaum(1976)arguedthat

thetransitionwouldbedifferentindevelopingcountries,andnowitsfuturerelevancefor

developednationswasalsounderscrutiny.Citingnewsocialtrends,scholarshavepointedoutthat

fertilitydeclinedbelowwhatwasexpectedintheoriginaltheoryasthephaseofmodernstability,
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andthisbecameknownastheseconddemographictransition(vandeKaa,1987).

Persistent,belowreplacementfertilityhasbecomeoneofthedrivingforcesbehindmodern

depopulation.Thefactthatitfirstemergedinthemostdevelopedcountrieswaspuzzling,asitwas

generallybelievedthatdemographicdynamicsinthesesocietieshadbeenwellunderstood.When

attheBucharestpopulationconferencein1974,theIndiandelegationfamouslystatedthat

developmentisthebestcontraceptive,nobodyimaginedthatthesamerelationshipcouldbeapplied

ondevelopedcountrieshardlytenyearslater.Yet,onlyaftersomeformercommunistnations

experiencedabsolutepopulationdeclineduetothecombinationofemigrationandthepost-

transitionfertilitydrop,hadamoresubstantivediscoursestartedonthedynamicsofdepopulation.

Thiswaspartlyduetotherealizationofhowthenewdemographicrealityofshrinkingandaging

populationswouldaffectthesecountries'socialandeconomicwell-being.

Thecurrentiterationofthediscourseondepopulationanddevelopmentfocusesonthree

connectedmechanisms:fertilityrates,agingpopulations,andmigrationdynamics.Thetwomost

commondevelopmentimpacts,whichIwilldiscussinthenextsection,arethewaysthesetrends

affecteconomicproductivity,particularlythelabormarket,andtheconsequencestheycarryforthe

socialandculturalcharacteroftheplace.Weshouldnotforgetthoughthatdevelopmentisasocial

construct.Elusiveitmaybeitisalwaysopentointerpretationandreinterpretation.

TheImpactsofDepopulation

Themostcommonlymentionedimpactofdepopulationconcernseconomics,namelythe

shrinkinglaborforce.Thisisusuallyexpressedthroughchangesinthedependencyratio,the

proportionofactiveageadultstothoseyoungerthan18orolderthan65.Thisisarelativelysimple

indicatortoassesschangeovertimeoracrossinternationalborders.However,itisalsoaproduct

ofanerawithasomewhatdifferenteconomicparadigm,andcanbecriticizedforimplyingthat

thoseoutsidethe18-65rangearedependentssimplybecauseoftheirage.Italsoneglectsthe

changesinworkingconditionsoftheglobaleconomy,whichhasmadethetraditionalunderstand-

ingofactiveageobsolete.

Thatsaid,mostorganizationsusedependencyratiostopredictfuturetrendsinaging.The

lateststatisticsfortheEuropeanUnionforexamplewarnabouta10% increaseinthe65+

populationby2080,reachingclosetoathirdofallEUcitizens,whichwouldmeananold-age

dependencyratioof51%(Eurostat,2016).PredictionsfromtheUnitedNations(2015)forEurope

aresimilar,incontrastwiththeUnitedStates(18.5%to36.9%between2000and2050),orless

developedcountries(8.1%to22.8%inthesametimeframe).

Thefallingnumberofworkers(ifdepopulationisabsolute),ortheshrinkingproportionof

them(ifdepopulationisrelative)hasanumberofimplications.Thefirstisthecontractingsizeof

theeconomy,withdecliningtaxrevenues,spending,investment,andinnovation.Thisargument
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originatesintheworkofJulianSimon(1981)aboutpeoplebeingtheultimateresource.However,

criticshavepointedoutthatdevelopment,andparticularlyinnovationisalsocontingentuponsocial

organizationandinstitutionalcapacity(Keyfitz,1990),suchasawell-fundedandautonomous

highereducationsystem,oraccesstoglobaltradeandresources.Thesimplesizeoftheworkforce

initselfmeansless,whichiswelldemonstratedthroughtheexampleofseveralcountriesthathave

relativelyyoungagestructuresbutlimitedmeanstoprovidejobsfortheiractivepopulations.In

addition,thesizeoftheeconomyismorethansimplythesizeofitsworkingagepopulation,being

influencedbymanyotherfactors,suchastradebalance,technologicaldevelopmentandgeneral

infrastructure,humancapitalandsoforth.

Theworkforceshortageproblemtypicallyoccursindevelopedcountriesduetofertility

decline,whichisthechiefcausebehindagingpopulations.Therearetwowaystoaddressthis

shortage,namelyeitherincreasingparticipationrateoftheexistingworkforce,oraddingpeopleto

thelaborpool.Thefirstisdonethroughtweakingretirementeligibilityandextendingthe

mandatoryretirementage.Thesecondisusuallypromotedthroughreplacementmigration(United

Nations,2000),althoughinsomecasestheremaybeuntappeddomesticreservesnotyetonthe

labormarket.Thesearetypicallywomen,butmobilizingthemmayalsocreatefurtherpressureon

fertilityrates,especiallyifacountrydoesnothaveanaffordablechildcaresystem orother

resourcesthatareneededforfamiliestobalancelifeandwork.

Ashrinkingworkforcemaynotonlyleadtodiminishingeconomicoutput,butatthesame

timeitcanalsoputmoreburdenontheactiveagepopulationtofinancesocialsecurityorpension

systems.Whenexperiencingpopulationaging,socialsecuritypaymentsareunderincreasing

pressureduetofeweractivecontributorsandagrowingshareofthepopulationreceivingthese

transfers.Aslifeexpectancyatbirthincreases,peopleneedtoprepareforlongerretirementatthe

sametimewhenthenationalpensionschemescollectdecliningrevenues.Insuchcases,thereisa

temptationtorelymostlyonindividualsavingsandprivateproviders,butthisbringsupthe

questionofsocialequalityinoldage,demonstratedbytheoftencriticizeddefinedcontribution

(401k)schemesintheUnitedStates(Butrica,2009).Thetopicoffinancingsocialsecurityinaging

populationshasalargeliteraturewithvariousproposalsbutwithoutanysilverbulletsolutions

(NyceandSchrieber,2005).

Thespecterofdecliningeconomiesandunsustainablesocialsecurityisusuallydiscussedat

thenationallevel.Localeconomies,however,canbemorevulnerabletodepopulationnotonly

becauserelativelysmallchangescanhavelargeimpacts,butalsobecausemunicipalitieshave

fewerresourcestoaddressthesechallenges.Depopulationforanyreasoncantriggeravicious

cycleofdecline.Ifpeoplemoveaway,businesseswouldsufferandpotentiallyclose,andtax

revenueswoulddecline.Decliningrevenuesleadtoserviceconsolidationordiscontinuation,which

thenwouldmakemorepeoplemoveaway,restartingthecycle.Thesechallengesmayturnintoa

persistent,pathdependentdeclineifunfavorabledemographictrendsdonotchange.Thisis
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particularlytrueforlessdiversifiedlocaleconomies,suchasthoserelyingonnaturalresource

extractionorspecificformsofagriculture.

AtypicalcaseforthislocaldeclinewouldbeSmithCountyinKansas.Atthebeginningof

the20thcentury,thiswasoneofthemostpopulousruralcountiesinthestate.Farmconsolidation

andmechanizationcontributedtodisappearingemploymentinagriculture.Asmanyworkerswere

displacedfromagriculture,arelativelylargedistancefromtheinterstatehighwaysystemmadeit

difficultforthecountytoattractothertypesofindustry.Noteventhefactthatthisisthe

geographiccenterofthecontiguousUnitedStatescouldbeutilizedtoboosttourism,remaininga

localcuriosity,nothingmore.Thecounty'spopulationdeclinedfrommorethan16thousandin

1900to6,700in1970.Thelossbetween1970and2010wasanotherthreethousandpeople.

However,asFigure4shows,thislatterlosswasdisproportionatelyhighforthepopulationunder

18.Thedeclineforthemwasalmosttwiceaslargeastheoneamongthoseof65+.Therefore,the

countyhasnotonlybecomesmaller,butalsomucholder,withamedianageof49.6in2010,aten

yearincreaseintwogenerations.

Bulgariaoffersaninterestingcaseofdepopulationatthenationallevel.Figure5shows

urbanandruralpopulationchange,taking1960as100%,whileFigure6showstheratesofnatural

increasebyresidencethatwereaboutthesamein1960andbefore.Fromthesefigures,wecan

constructaninterestingpicture,particularlyaboutthecontrastbetweenthecommunistand

post-communisttimes.
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Figure4.PopulationlossinSmithCounty,Kansasinvariousage

categories(1970=100%).
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Depopulationstartedinruralareasduringthecommunistperiodwhenthecountrysidewas

deliberatelyundevelopedforreasonsmentionedbefore.Astypicalformostcommunistcountries,

urbanpopulationincreased,andmorethandoubledbythetimeitpeakedin1990,theyearofthe
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Figure5.Changeoftotal,urban,andruralpopulationinBulgaria

(1960=100%).

30

50

70

90

110

130

150

170

190

210

1960 1965 1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015

%

Total Urban Rural

Source:NationalStatisticalInstitute,Bulgaria.

Figure6.RateofnaturalincreasebyresidenceinBulgaria.
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politicaltransition.Duringthesametime,ruralareashavelost40%oftheirpopulation.Figure6

offersadditionalinsightsintothistrend.Forabout15yearsafter1960,therateofurbannatural

increasehasgrownasaresultofyoungfamiliesmovingtourbanareasfollowingindustrialjobs.

Inthesameperiod,theratesnaturalincreaseinruralareasdeclined,reachingthepointofzero

increaseby1975.

Followingthemid-1970s,communiststatesranoutofresourcestopursuelargescale

developmentprojectsthatinducedmassivepopulationredistribution.Intheabsenceofgovernment

incentivesinastagnatingeconomy,fertilitystartedtodeclinewhilemortalityratesincreased.(This

latter,particularlytheworseningofmalemortalitywasauniquetrendinEasternEurope,see

Mesl・,2004.)Thisstartedtopulltheratesofnaturalincreasedowninbothurbanandruralareas.

Internalmigrationtrendshavenotchangedthough,sourbanplaceswereabletoincreasetheir

populationdespitedecliningfertility,whileruralplacesexperiencedbothnaturaldecreaseand

persistentoutmigrationatthesametime.Eventually,thenationalrateofnaturalincreasedropped

tozeroin1990,coincidentallyintheyearwhencommunismfell,andfiveyearslaterurbannatural

increasedisappearedtoo.

Followingthepoliticalchanges,theformercommunistcountrieswerereintegratedintothe

internationalflowoflabor,andmany,includingBulgaria,startedtoexperienceemigrationaswell.

Sincefertilityandmortalitydynamicshavenotchanged,ittookBulgariaonlytenyearsafter1990

tolosea30yearworthofpopulationgrowth(Figure5).Aftertwentyyearsofsteepdeclinein

naturalincreaserates,thedrophasturnedintofluctuationinthelate1990s,butthisrelative

stabilizationhasoccurredwellbelowzero(Figure6).Coupledwithpopulationlossdueto

internationalmigration,thismeansthatBulgariahastobraceforfurtherdepopulationatboththe

nationalandthemunicipallevels.Thissituationhasalreadybeendubbedasanationalcatastrophe

morethantenyearsago(Vassilev,2005),yet,asarecentarticleintheNewYorkTimes(Lyman,

2015)pointedout,thereisstilladeep-seatedresistancetowardacceptingmigrantsasapotential

remedy.

Germanyoffersamorecomplexcaseofdepopulation,whichishighlylocalizedandpath

dependent.Untilthereunificationofthecountryin1990,thewesternandeasternpartsfollowed

verydifferentdemographicanddevelopmenttrajectories,althoughbothwereoutlierswithintheir

respectedgroupofcountries.EasternGermanywasmoredevelopedthantheaveragecommunist

country,withhigherratesofurbanizationandsubsequentlylowerfertilityin1945.Thesestarting

positionspredeterminedpopulationtrends,althoughthetypicaldevaluationofthecountrysidestill

inducedruraltourbanmigration,anddespitethepronatalistmeasures,fertilityfellbelow

replacementbythe1980s.WesternGermanyhadasomewhatuniquesettlementmorphologywith

multiplecoresslowingurbangrowth,whileatthesametimeemployedaproactiveimmigration

policyreplacingworkforcelossesduetowarcasualtiesandlowfertilityrates.

Thesetrendshavechangedsubstantiallyafter1990.Depopulationbecamequitevisiblein
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theeasternregions,asalargescalemigrationflowdevelopedfromeasttowest(Kemper,2004).

Onedriverofthismigrationstreamwasthesetofchangesinpost-communisteconomiesthatwere

presentintheformerEasternGermanyaswell:thecollapseofurbanheavyindustry,rising

unemployment,andthedeclineofagriculturalproductionfacingstrongcompetitionfromthewest.

Foreigndirectinvestmentwasveryselectivetargetingonlyafewurbanareasthatofferedreliable

returns,thereforemanyinEasternGermanyfeltthattheopportunitiesaremuchbetterinthe

westernregions,especiallyseeingthosefordecadesasthelandofopportunities.Thisdepopulation

wasnotlimitedtoruralareaseither.Manylargeeasterncitiesalsostruggledwithpopulation

declineduetonotonlythecollapseoftheireconomicbasebutalsothechangingresidential

preferencesfavoringlessdensity,auniquetrendcalledsprawlwithoutgrowth(Schmidt,2011).

Partlyduetothismigration,fertilityratesintheeasthavedroppedasrapidlyasinother

post-communistcountries,althoughithasgeneratedaninterestingdebatewhetheritwasacrisisor

anadaptationtolowerWesternGermanfertility(Kreyenfeld,2003).Migrationfromtheeasttothe

westaswellasfromruralareastourbanplacesdiminishedthereproductivecapacityoftheplaces

oforigin,makingmanyfacethesamedepopulationchallengesasplacesinBulgariaorrural

Kansas.Itisyettobeseeniftherecentinfluxofrefugeeswouldaffectthesetrends.

Inmostcases,theeconomicimpactofdepopulationispossibletomeasurewithstandard

quantitativemethods.Thesocialorculturalimpact,however,ismorecomplicatedtoassess,but

nonetheless,orexactlybecauseofthis,italsotendstogenerateheateddebates.Inthatperspective,

depopulationisoftenseenasadeclineoftraditionalvaluesoranerosionofmoralorder,usually

portrayedasthecrisisofthefamilyorfamilyvalues.Thisisunderstandable,becausedepopulation

ismostlyafunctionoffertilityoroutmigration.Ifchildrenarenotborn,ormanyleavetheir

communities,peopleoftenlookforculturalexplanationsbesideseconomicones.

Theimportanceofcultureindemographyisarelativelynewtopic(Bachrach,2014).Since

demographyisaninherentlyquantitativefield,itisquitechallengingtooperationalizeculturein

ameaningfulway.Thiswasthetypicalexperiencewhenfamilyplanningprojectswereevaluated

inthe1970s,wheretheunexplainedresidualsinmanymodelsusingstandardeconometricswere

probablycausedbyculturalfactors.

Nevertheless,theconnectionbetweenfertilityandculturehasbeenobserveddecadesago

(ClelandandWilson,1987),andonemaindriverbehindtheseconddemographictransitionwas

howculturalnormscontributedtobelowreplacementfertilitysincethe1980s.Thispartlyexplains

whytheempowermentofwomen,especiallytheirparticipationinhighereducationandthelabor

force,isoftencontrastedwiththeirroleasmothers.Familyandmotherhoodareamongtheoldest

andmostsacredculturalentities,thusthedecreasingnumberofbabiestendtoevokestrong

emotionalresponsesthatlookforproblemsinthecharacteroftheparentsorthechildlessadults

thataresupposedtobeparents.

AsIpointedoutearlier,depopulationasaphenomenonhasanegativeconnotation.Ifit
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happens,itcaneasilybeportrayedasacrisistobeaddressed,potentiallyturningitintoapolitical

platform.Certaingroupsmaybeseenasresponsibleforthecrisis,hencebeingtargetedbystrong

criticism.Ifdepopulationismainlycausedbydecliningfertility,youngadults,andwomenin

particular,maybeblamedfortheirnon-reproductivebehavior,whichisseenasinconsistentwith

nationalinterestsorculturaltraits.

Anotherpoliticallyandemotionallychargedvariationofthistopicistheobsessionwiththe

highfertilityofaminoritygroup;letthatbeMexicansintheUnitedStates,MuslimsinWestern

EuropeortheRomainEasternEurope.Thisisthesamerelativedepopulationissueatadifferent

levelofgeography;infact,itisamoderniterationofthelate19thcenturyargumentsonfertility

differencesbasedonsocialclass.Suchargumentstargetingwomen,youngergenerationsorethnic

minoritiesareusuallyfutilewithrespecttomakinganydemographicdifference,butmayserveas

conceptualbreedinggroundsforquestionablepolicies.

Negativenetmigrationcanalsoresultinthesameculturalstigmatization,bothtowardthe

placeandthosewhohadleftit.Ifdepopulationisprojectedattheplaceitself,itmaybecomea

paralyzingtrend,inducingfurtheroutmigrationasaself-fulfillingprophecy.Sincemigrationis

selective,thefirsttoescapethispsychologicalburdenwouldbethemostresourceful,besteducated

andcreativeresidents.Thisfurtherstripsthelocalcommunityofthemuchneededhumancapital

toaddresstheimpactsofdepopulation.

Suchchangesinpopulationcompositionwouldnotonlydiminishlocaldevelopment

capacity,butcouldalsomakepeopledigintheirheels,possiblyreverttodenialandrejectany

potentialremedies.Somewouldrationalizewhysuchtrendsareactuallynotnegative,particularly

iftheyareinleadershippositions,whichwouldimplytheirresponsibilityevenifdepopulationis

causedbyforcesbeyondtheircontrol.Thismayalsohappenifpeopledonothavetheresources

tomoveawayandfeelbeingleftbehind.

Asomewhatdifferentperspectiveonlocaldepopulationiswhentheleadingcitizenry

arguesthatsuchtrendswouldonlyleavethemostresilientcommunitymembersbehind,evoking

thegoldendaysofoldtimes.Suchbehaviorwasobservedduringfieldworkinvariousfarming

communitiesintheAmericanGreatPlains,whereresiliencewasblendedintothepictureofheroic

struggleinthefrontierlands.Inthisnarrative,depopulationactuallypreservesthedesiredcharacter

oftheplaceandensuresacertainwayoflife.Withnochallengerslefttorallyforchanges,local

elitescouldbesolidifiedforalongtime.Inmanycases,suchconflictshaveagenerationaloverlay,

whichisamplifiedasdepopulatingplacesaregettingprogressivelyolder.

Whenlookingattherelationshipbetweencultureanddemographyinthespecifictopicof

persistentoutmigration,wecanframethisinthecontextofplaceattachment.Placeattachment

referstothesubjective,intangiblebondstoalocationbasedonindividualpreferences.Thelocation

inthiscasereferstoboththephysicallocationandthecommunityofresidentslivingthere.The

importanceofplaceattachmentfordemographyisthatitcanhelpexplainmigrationbehavior,as
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thesesubjectiveconsiderationsplayanimportantroleindecisionmaking.Placeattachmentalso

variesinthelifecourse,andtherecentsurgeofseeingretirementmigrationasadevelopment

strategyintheUnitedStatesisagoodexamplefortheeffortstorevitalizeoncedepopulating

communities.

Placeattachmentworksbothways.Ifitisstrong,itcanmitigatethenegativeimpactsof

pushfactors,aslongasthosearetemporary.Ifretentioncapacityisstrengthenedbyplace

attachment,itcanalsogiveextratimetothecommunitytotacklethechallenges.However,ifplace

attachmentisweak,itcanerodecommunitieswithoutanyshockevent.Sinceitisafunctionof

subjectivepreferences,itisoftenweakenedwhenbroadsocialchangeassignsdifferentvaluesto

variousaspectsofwhatagoodqualityoflifeis.

Thebestexampleforerodingplaceattachmentisthelargescaleurbanizationinthe20th

century,whichfundamentallychangedsocialandeconomicorganization,andplacedincreased

valueonurbanamenities.However,wecouldobservechangingplaceattachmentintheother

directionaswell:theso-callednonmetropolitanturnaroundintheUnitedStatesinthe1970s

occurredbecauseresidentialpreferencesstartedtofavorruralareasovercitieswithhighcrime

ratesandcrumblingservices.Thescholarshiponcounter-urbanization(Champion,1989;Kontuly,

1998;Mitchell,2004)foundthistobeacomplexphenomenon,butitseemsclearthatapartfrom

economicrestructuringprovidingjobsinsmallerplaces,subjectivepreferencesonwherepeople

wanttolivealsoplayedarole.Suchpopulationturnaroundsareselectivethough,andnotall

depopulatingplacescouldutilizetheincreasedinterestinmoredispersedlivingconditions.Thisis

particularlytrueintheUnitedStateswheretherampantexpansionofsuburbiaismarketedtooffer

bothtranquilresidentiallivingandurbanamenitiesinacloseproximity.

Thelastimpactofdepopulationtobementionedisthechangingpoliticallandscape.The

mostcommonexampleistheshrinkingruralconstituency.Politicalpartiesthatrelyheavilyon

ruralvotesfacedifficultiesiftheirbaseregionsdecline.Paradoxically,thesametrendcanentrench

localpoliticiansintheseareasiftheyremainwithoutpoliticalchallengers.Thus,whiletheweight

oftheseareasorpopulationsdecreaseatthenationallevel,theirlocalpoliticianscanenjoygreater

supportatthemunicipallevel,whichinturncanstrengthennarrativesaboutthembeingthelast

truerepresentativesofagoldenage.

ConcludingThoughts:AddressingDepopulation

Depopulationisusuallyasignofunfavorableeconomicorsocialtrendsthatjeopardize

futuredevelopmentandsocialwell-being.However,whilenumbersdonotlie,thedesiredfuture

developmentaswellasthechallengesblockingtheroadtoitaresociallyconstructed.Inthis

respect,over-dramatizingthecrisisisnobetterthandenyingit.Toaddressdepopulation,itis

importanttoidentifythetriggersbeyonddemography,andlookforsolutionsthatareeconomically
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feasibleandculturallyreasonable.

Japanissaidtobeinauniquesituationwithlowfertility,verylonglifeexpectancyatbirth,

littleinternationalmigration,andtherecentlystartedabsolutedepopulationatthenationallevel.

Whileaspecificcombinationofthesetrendswouldmakeanynationunique,allcomponentsof

depopulationcanbefoundinothercountries,andvarioussolutionshavealsobeentriedtoturn

thesetrendsaround.Thedifficultyforanycountryismanagingtheshorttermchallengeswhile

preparingalongtermsolution,especiallyifresourcestodoeitherarelimited.

Atthenationallevel,therearetwomajorwaystoslowdownandpossiblyeventurnaround

depopulation.Thefirstisaddressingfertilitydecline.Theideationalchangesthatpulledtotal

fertilityratesbelowreplacementindevelopedcountrieswouldlikelynotchange.Thegoalshould

betostopfurtherdeclineandstabilizetotalfertilityasclosetoreplacementlevelsaspossible.This

needstoaddresstheissueofworkingmothers,womenwhowouldbecostlytoremovefroma

shrinkingworkforcebutarealsorequiredtohavechildrenatthesametime.Investingresourcesin

maternalbenefitprograms,andparticularlyinchildcaresupportiscrucialformakingsuch

work-lifebalancepossible.Considerationsshouldalsoaddresstheresourcesneededtoraise

childreninanacademicallyhighlycompetitiveenvironment,whichmayalsoworkagainst

decisionstohavemorethanonechild.Suchpoliciesmusthaveaproperculturalfit,because

promotingcertainfamilymodelscannothappenwithoutlongterm buy-infrom constituents,

especiallyifsignificantnationalresourceswouldbedevotedtothisgoal.Workingonfertilityis

definitelyalong-termprocess,whichevenifthepoliciesweresuccessfulwouldtakemanyyears

tomaketheirimpactondemographictrends.

Thesecondareaofinterventionismanaginginternationalmigration.Fromapurelypolicy

perspective,internationalmigrationhastwodistinctformsthatcouldoverlapinpractice.Guest

workerprogramsprovidemanybenefitswithoutmostofthechallenges,atleastintheory.Guest

workerssimplyaddnumberstothelaborpool,notonlyboostingeconomicproductivity,butalso

mitigatingtheworkforcepressureincertainregionsstrugglingwithdepopulation.Agoodexample

forthislatteristhepresenceofnursesandotherhealthcareworkersfromSoutheastAsiainthe

ruralUnitedStates.Theseguestworkershelpedkeepinghospitalsandlongtermcarefacilities

open,andsubsequentlycontributedtotheretentioncapacityofmanyplaces.

Guestworkerpoliciesrequirecarefulconsiderationsnotonlyaboutissuingtemporarywork

permits,butalsoaboutthepotentialtransitiontoimmigrantstatus.Migrationresultsinbuilding

socialnetworksandacquiringfamiliarityaboutthedestination,andthismayturnintointentionsto

settledownpermanently.Whileitrequiresconsiderableeffortfromthehostcountrytointegrate

migrants,especiallyiftheybelongtoanethnicminority,suchasMexicansintheUnitedStatesor

TurksinGermany,themajorbenefitofawell-functioningimmigrationpolicyisthefactthat

migrantsnotonlyaddtotheworkforcebutalsotothereproductivecapacityofthedestination

country.However,theimportanceofculturemustnotbeforgotten:itisrelativelyeasytoestablish
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immigrationpolicies,butittakesalotmoretimeandefforttoprepareasocietytoembraceit.The

approachmustbegradual,keepingtwoimportantthingsinmind.Thefirstisthatthenegative

populationmomentumwouldpossiblymaskanybenefitsontheshort-termevenwhenthebroader

trendsmoveintotherightdirection.Thesecondisthatresistancetoguestworkerprogramsand

immigrationtendstobethelargestattheonsetofthechange,exactlywhenthecostsarethe

greatestandthebenefitsarethemostmodest.However,managingdemographyisalwaysplaying

thelonggamewherepatiencedoespayitsdividendsattheend.

Addressingdepopulationatthelocallevelisbotheasierandmoredifficult.Itiseasier,

becausethetrendscreatingdepopulationaresimplerandeasiertoidentify.Atthesametime,itis

moredifficult,becausecertainforces,suchasanationalfertilitydecline,arewelloutsidethepower

oflocalleaderstoaddress.Inaddition,localcommunities,especiallydecliningones,havefewer

policytoolstoemployandlimitedresourcestoutilize.Thisisparticularlytrueinruralareaswhere

depopulationtendstostart;hence,inthefollowingIdiscussthisinthecontextoftheemptying

countryside.

Itiscommonlyaskedwhetherthereshouldbeanationalpolicyorsomefunding

mechanism,whichhelpslocalcommunitiestacklesuchchallenges.Thereareanumberof

considerationsinthisrespect.First,onesizedoesnotfitall.Thereisnonationalpolicy,which

wouldhelpalldepopulatingplaces,especiallyifdepopulationoccursfordifferentreasonsand

playsoutinvariouslocalcontexts.Thebestcourseofactionisbuildinglocalcapacitytolet

communitiesworkontheproblemthemselvesanddevelopuniquestrategies.Second,incapitalist

economiesstateinterventioncanbeseenasmeddlingwiththeInvisibleHand.Ifsupportis

providedtodepopulatingplaces,itisaformofsubsidy,whichneedstohappeninthecontextof

abroadsocietaldiscourseonpreservingplacesorcommunitiesthatcouldnotwitherthestormof

marketforces.Thisisnotaneasydiscussioneveninplaces,suchastheUnitedStates,where

ruralitycarriesculturalsignificance.Marketisaharshmistress,andintheabsenceofasocietal

consensus,suchactionscouldsimplybeseenascateringtoashrinkingpoliticalconstituency.

Third,itisimportanttoaddresstheculturalaspectoflocaldepopulation.Thiscanbedoneby

promotingapositiveimageofthecountryside.However,suchpromotionshouldcorrespondwith

certainlevelsofinfrastructuraldevelopment,sothatthepositiveaspectswouldnotimmediatelybe

overshadowedbythelackofbasicamenities.Governmentsalsohavetopreparethatthispromotion

willlikelycountertheviewsofthemajorityofthepopulation,typicallythoseincitieswheremost

oftheGDPisgeneratedandserviceshavetheirpricetagstoo.Onetargetaudiencemustalsobe

nichegroupsthatcouldserveascatalystslateron.Agoodexampleforthislatterisadventure

tourism.

Theapproachtoaddressruraldepopulationistypicallybuiltonthefundamentaldynamics

ofmigration,whichisitsmostcommondirectcause.Thisrecognizesthatpopulationdistribution

trendsdependontwofactors:jobopportunitiesandresidentialpreferences.Inruralareas,thefirst
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isusuallyinagriculture,otherextractiveindustries,ortourism,whilethesecondrelatestoa

subjectiveimageofthecountrysidefeaturinglowdensityandhighqualitylivingwitheasyaccess

tovariousamenities.

IntheEuropeanUnion,ruraljobsaremaintainedbyaproactivesupportofruraleconomies.

Thisisacostlyapproach,especiallybecauseofthesubsidiesthroughtheCommonAgricultural

Policy,whichtendstogenerateheatedpublicandacademicdiscussions.Theuniquemechanisms

ofEUrevenueredistributionmakethisafeasiblestrategythough,evenifmemberstatesoften

negotiatevariousdealsfortheirrespectiveeconomiclandscapes.

TheotherangleoftheEUapproachistheheavypromotionofthecountrysideaspartofthe

Europeanheritage.Thisismostlydonethroughpromotingtheactiveuseofruralareasastourist

destinations,recreationalopportunities,placesofculturalsignificanceandsoon.Thistacklesthe

negativeimageofdecliningplacesbybrandingthecountrysideasbothalinktoasharedpast

(oftenmoreimaginedthanreal)andacorecontributortomodernqualitiesoflife.Thisnotonly

supportslocaleconomiesbeyondagricultureandextraction,butalsofostersanactiveconnection

betweentheruralpopulationandurbanresidents,shiftingruralfromtheplaceofproductiontoa

placeofconsumption(formoreonthistopic,seeforexampleSilvaandFigueiredo,2013).

TheUnitedStateshasaverydifferentapproach,basedonneoliberalmarketlogic,largely

rejectingthecentralredistributionofdevelopmentresources.Powerfulinterestgroups,suchas

farmers,dosucceedcapturingcertainsubsidiesthough.Accordingtothecomplexlogicof

agriculturaldependence(Curtis-White,2008),thesuccessoffarmingdoeshelpruraleconomiesbut

farmconsolidationandmechanizationdounderminethedemographicsustainabilityoftheseplaces

bydisplacinglaborandblockingthedevelopmentofamorediverseeconomicbase.Apartfrom

thesefarmsubsidies,communitiesarelargelyleftalonetoraiseresourcesthemselves.

Asuccessfulstrategy,buildingondemographiccohortdynamics,isattractingretiree

migrants(BrownandGlasgow,2008).Ruralretirementdestinationsshowcontinuouspopulation

growth,andeveniftheyarebecomingolder,theirresourcebaseismorethancapableof

counterbalancingthischange.Retirementmigration,however,doesnotoccurrandomly;ratherit

followsestablishedsocialtiesandnetworks.Inmostcases,itisdrivenbynaturalamenities;

however,thepresenceofspecificinfrastructureiscrucial,explainingwhynotallplaceswith

beautifullandscapesbecomeretirementdestinations(Brownetal,2011).

Othereffortstoaddressruraldepopulationarelesssuccessful.Persistentpopulationdecline

haslongbeenthetrendinruralKansas,yetvariousstateandcountyinitiativeswereunableto

reversethis.Anexampleisgivingfreelandtonewcomersiftheysettlepermanently,mimicking

theoriginalHomesteadActof1862.Thishadonlyverymodestsuccessbecauseofthelackof

employmentopportunitiesatthesametime.AnotherfailedattemptistheRuralOpportunityZones

(ROZ),withafiveyearwaiveronpersonalincometaxanda$15,000studentloanrepayment

incentiveaftermovingtoadepopulatingcountyinthestate.ThereasonwhytheROZschemeis

―342―



notworkingisthat,similarlytothefreelandscheme,itignorestheunderlyingcomplexityof

migrationdecisionmakingwhenitcomestoassessingfuturecareersandtheavailabilityofvarious

amenities.Inaddition,whileimplementingtheROZprogram,theconservativegovernmentof

Kansashadalsobeencuttingtaxes,effectivelyunderminingtheveryincentiveitoffersfor

potentialmigrants.

Finally,letuscompareJapantotheUnitedStates,Bulgaria,andGermanyinthreecore

demographicdynamics:standardizedpopulationsize,totalfertilityrates,andmedianage.Taking

1950asthebaseline,by2010,theU.S.populationhasdoubled;Japanhasgrownby50%and

peaked;Bulgariahasgrownabout25%andfellbacktothe1950level;andthepopulationof

Germanyhasonlymodestlyincreased(Figure7).Naturalincreasehasdeclinedinallfourcountries

after1950,howeverinthe1970sitstabilizedintheUnitedStatesinthepositiverangewhileitfell

belowzerointheotherthreecountries.

Totalfertilityratesdeclinedandwerearoundreplacementlevelinallfourcountriesinthe

mid-1970s(Figure8).Again,followingthisperiod,theTFRhasstabilizedintheU.S.atjustbelow

replacementfertility,whileitcontinuedtofallintheotherthreecountries.This,togetherwiththe

correspondingtrendinnaturalfertility,isclearlytheresultofimmigration,whichstartedtopick

upintheU.S.aroundthattime.

Asaresultofthesefertilitytrends,andtoalesserdegreeofimprovinglifeexpectancyat

birth,medianagehasincreasedinallfourcountriesbetween1950and2010(Figure9).The

increasewasthesteepestinJapan,becauseJapanhadtheyoungestpopulationamongthese
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countriesin1950.In2010,JapanesemedianagewasverysimilartothatofGermany,with

Bulgarianotmuchbehind.TheU.S.isagainanexception,theAmericanBabyBoomkeptmedian

ageunchangeduntilthe1970s,butthenthetrendhasbecomeverysimilartotheothercountries.

―344―

Figure8.Totalfertilityratesininternationalcomparison.
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Figure9.Medianageininternationalcomparison(1950=100%).
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Theimportanceofthiscomparisonistwofold.First,asdemonstratedontheexampleofthe

U.S.,immigrationmakesaconsiderabledifferenceinhowpopulationchangeunfolds.Immigrants

wereabletostabilizeAmericanfertilityandnaturalincreaserates,andhaveasuppressingeffect

onpopulationagingatthenationallevel.Researchhasalsoaddressedthedemographicimpactof

immigrantsinnew,ruraldestinations(KandelandParrado,2006).Thechallengesofmigrant

integrationaregreat,andthelonghistoryofimmigrationtotheUnitedStateshasdefinitelyhadits

ownupsanddowns.Yet,immigration,evenatamodestlevel,seemstobethebestshort-term

remedytoturnnationaldepopulationaround.

Second,GermanyandBulgariawithverydifferenteconomic,socialandcultural

characteristicsandhistorieswhencomparedtoJapanandeachotherexhibitedsimilardemographic

dynamics.Thefactthattheseglobaldemographictrendsoccurindiverseenvironmentsprovidesa

naturallaboratoryforpolicymakerstolearnaboutavarietyofinitiativesothercountries,regions

orcommunitiesemploytoaddressthesamechallenges.Thiscouldbeparticularlyusefulwhenone

wantstocollectexamplesoflocalprojects.Trainingindemographyshouldputmoreemphasison

culture-sensitivecasestudiestoseekandidentifysmall-scalesolutionstoaddressdepopulationon

manyfronts.

Demography,acentralcomponentofdevelopment,isnotdestiny.Itissimplyanaggregate

ofindividualandhouseholdleveldecisionsthatrespondtovariouseconomicandsocialtriggers,

allidentifiablebyscientificmethods.Demographyundoubtedlyaffectsthedevelopmentofaplace,

butitismediatedbyhumanagency,andthatagencyalwaysoffersthepossibilityofcollective

actiontoremedynegativetrends.
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人口減少とその発展への課題：国際比較の視点から

ラースロー・クルチャー

人口減少は比較的新しい人口学的課題であるが，国レベルと地域レベルのいずれにおい

ても生じる可能性がある．この変化は，出生力の低下と移動による人口の流出によるもの

であるが，これらは，平均寿命の伸長と相まって人口の年齢構成にも大きな影響を及ぼす．

人口減少とは，しばしば人口規模の絶対的な縮小のことを指すが，自治体や地域レベルに

おいて人口増加の停滞がみられたり，人口増加が国レベルの平均を下回ったりすることに

よって人口の減少が不均一に生じる場合のように，相対的にみられる現象でもある．重要

なのは，自然災害などのショックイベントによって生じる人口の減少と，経済的・社会的

趨勢によって生じる継続的な人口減少を区別することである．地域の社会的・経済的な基

盤が損なわれることがなければ，前者は，一時的な現象にとどまるであろう．

人口学は，当初から，その対象を発展・経済成長・社会的豊かさの文脈に位置づけてい

た．人口研究における初期の視点は，社会階層による人口規模や人口学的行動の違いに関

連するものであった．そして19世紀になると，フランスにおける出生力の低下が最初の契

機となり，相対的な人口減少に関する言説が広まっていった．人口転換理論が普遍的なパ

ラダイムとして受け入れられたことにより，相対的人口減少についての関心が国際的に高

まり，1960年代から70年代にかけての家族計画政策の形成を支えるまでになった．先進国

における出生力が置き換え水準を下回るようになると，第二の人口転換論が登場し，観念

的あるいは文化的な要因による説明が提起されたが，そのすぐ後には，いくつかの国にお

いて絶対的な人口減少が始まった．

人口減少をめぐる主要な懸念は，経済に好ましくない影響をもたらす労働力の縮小に関

するものが中心である．しかしながら，人口規模の縮小は，必ずしも労働力の損失につな

がるものではない．高齢化によって従属人口指数が変化し，社会保障や年金制度にとって

の深刻な脅威となる．労働力の規模に関するマネジメントは，退職年齢や労働参加率をター

ゲットにすることが多いが，これらを操作する余地は限られている．労働力人口に対して

最も大きな影響を与えるものは，おそらく，外国人労働者や移民であるかもしれない．

人口減少は，すでに数十年もの間，国内の地域レベルで生じている．しかしながら，こ

うした人口減少は，単に経済的トレンドの自然なサイクルであるとみなされることが多く，

とくに国レベルの現象になる前段階においては，この傾向が顕著である．人口減少をいち

早く経験するのは農村部のコミュニティであり，とくに農業などの労働集約的産業が機械

化されたり，あるいはグローバル経済下における生産システムの変化によって場所が変わ

る場合である．人口が減少する地域にとって，その基本的な人口学的文脈を形成するのは

出生力の低下であるが，実際の人口減少はほとんどすべての場合，人口移動による変動が

作用している．人口の流出による減少が財政や経済活動を圧迫し，それによってサービス
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の整理や縮小が進み，結果としてさらに多くの人が地域を離れるという悪循環に陥ること

もあり得る．

人口減少は経済に影響を与えるだけではなく，文化的にも重要な意味をもっている．出

生力の低下の原因になっているとみなされる社会集団が批判の的になることもあれば，非

常に高い出生力をもつマイノリティ集団がそうなることもある．人口減少は，地域レベル

では，しばしば郷土愛という概念で語られる．すなわち，郷土愛が弱い地域では，継続的

な人口流出が生じる一方で，強い地域では，コミュニティにとっての様々な困難を克服す

るうえでの経済的および人的キャパシティを保つことが容易になることも考えられる．

人口減少に取り組むうえでの政策的なツールは，多くの場合において，出生力の上昇，

あるいは少なくとも出生率のさらなる低下を食い止めることや国際人口移動の管理を中心

的な課題としているが，人口減少に対する普遍的な解決策があるわけではない．効果が目

に見えて出現するまでには時間がかかるかもしれないが，出生力の低下に対応するために

家族手当を充実させたり，男性も女性もワークライフバランスを保てることができるよう

な種々のプログラムに取り組むということも考えられる．また，外国人労働者や永住移民

の受け入れを管理することによって，より短期での効果を得ることができるかもしれない

が，大規模な新規移民の受け入れに慣れていない社会においては，これは容易なことでは

ない．

地域レベルで生じる人口減少への対応として，コミュニティや自治体，中央政府によっ

て様々なツールが試されてきた．これらの取り組みにおいては，農業や採取産業といった

伝統的な部門への補助金や，例えば観光産業といった比較的新しい産業分野を支援するこ

とによって，非都市部での雇用を創出することに焦点が置かれることが多かった．欧州連

合において顕著な例として，地方のイメージを向上させるための取り組みが行われたりも

しているが，これは，産業地域を，都市的な文化地域に変えるという難しいタスクである．

人口は，発展の中心的な要素であるが，それは定まった運命ではない．人口は，様々な

経済的社会的なきっかけに対する個人や世帯レベルの意思決定の集合であり，これらはい

ずれも科学的方法によって把握することができる．人口は，まぎれもなく地域の発展に影

響を与えるが，その影響は人間の行動によっても変化するものであり，常にその行動は，

好ましくない状況を改善するための集団的な取り組みへの可能性をもっている．

（訳：中川雅貴）
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資 料

わが国の結婚と出産の動向1）

―第15回出生動向基本調査（2015年社会保障・人口問題基本調査）の結果より―

石井太・釜野さおり・岩澤美帆・守泉理恵・別府志海・
是川夕・余田翔平・中村真理子・新谷由里子2）

第Ⅰ部 独身者調査の結果概要

1．結婚という選択

・ いずれは結婚しようと考える未婚者の割合は男性85.7％（前回86.3％），女性89.3％

（同89.4％）で，依然として高い水準にある（図表1）．
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出生動向基本調査は，わが国の結婚と夫婦出生力の動向ならびにその背景を定期的に調査・計量

し，関連諸施策ならびに人口動向把握等に必要な基礎データを得ることを目的とした調査で，独身

者調査と夫婦調査から構成されている．調査対象は，独身者調査では「平成27年国民生活基礎調査」

で設定された調査区から無作為に選ばれた900調査区に居住する18歳以上50歳未満の全ての独身者，

夫婦調査では独身者調査と同じ900調査区に居住する50歳未満の有配偶女性である．独身者調査で

は調査票配布数11,442票に対して有効票数は8,754票，有効回収率は76.5％であった．また，夫婦調

査では調査票配布数7,511票に対して有効票数は6,598票，有効回収率は87.8％であった．

1）本稿は，2016年9月15日に公表された「結果の概要」に基づき，そのポイントを示したものである．「結果

の概要」本体資料や詳細数値を示した付表については，ホームページ

（http://www.ipss.go.jp/ps-doukou/j/doukou15/doukou15_gaiyo.asp）を参照されたい．

2）東洋大学経済学部講師

図表１ 調査別にみた，未婚者の生涯の結婚意思



・ 結婚の利点として「経済的余裕が持てる」ことを挙げる未婚女性が増える傾向にある

（前回15.1→ 20.4％）．

・ 独身生活の利点としては「行動や生き方の自由」が安定的に多数を占めている（男性

69.7％，女性75.5％）．

・ 結婚への障壁としては「結婚資金」が最多となっている（男性43.3％，女性41.9％）．

2．異性との交際

・ 異性の交際相手をもたない未婚者は引き続き増加し，男性69.8％（前回61.4％），女

性59.1％（同49.5％）となった（図表2）．

・ 性経験のない未婚者の割合が2000年代後半より増加傾向にある（男性 前回36.2→

42.0％，女性 同38.7→ 44.2％）．

・ 30代前半の同棲経験割合は男性10.4％，女性11.9％．

3．希望の結婚像

・ 未婚者の平均希望結婚年齢はほぼ頭打ちで，男性30.4歳（前回30.4歳），女性28.7歳

（同28.4歳）．男性で同い年志向の増大が続く（前回35.8→ 41.8％）．

・ 未婚女性の予定ライフコースは専業主婦コースの減少が続き（前回9.1→ 7.5％），

代わって両立コースと非婚就業コースが増加した（両立 前回24.7→ 28.2％,非婚就

業 同17.7→ 21.0％）．

・ 結婚相手の条件で考慮・重視するのは，「人柄」が最も多く（男性95.1％，女性98.0

％），次いで「家事・育児の能力」（男性92.8％，女性96.0％）．

4．未婚者の生活と意識

・ 親と同居する未婚者の割合は安定して推移（男性72.2％，女性78.2％）．

・ 未婚者男女とも「一人の生活を続けても寂しくない」の割合が増加（男性 前回41.5

→ 48.3％，女性 同28.7→ 36.2％）．結婚意思がないと7割超（男性75.0％，女性71.7％）．
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図表２ 調査別にみた，未婚者の異性との交際の状況



第Ⅱ部 夫婦調査の結果概要

1．夫妻の結婚過程

・ 夫妻の平均出会い年齢は，夫26.3歳，妻24.8歳で，ともに上昇（前回 夫25.6歳，妻

24.3歳）．平均交際期間も4.3年と伸長が続き，晩婚化が進行．

・ 戦前7割を占めた見合い結婚は戦後を通じて減少傾向にあり，1990年代半ば以降は一

桁台で推移（最新2010～2014年5.5％）．

2．夫婦の出生力

・ 夫婦の完結出生児数（最終的な出生子ども数の平均値）は，前回調査に続き2人を下

回った（前回1.96→ 1.94人）．半数を超える夫婦が2人の子どもを生んでいる一方で

（54.1％），子ども1人の夫婦が増加している（前回15.9→ 18.6％）（図表3）．

・ 出生過程途上の夫婦でも，結婚後5年以上経過した夫婦では出生子ども数に低下傾向

が見られる．

3．妊娠・出産をめぐる状況

・ 夫婦の40.4％が避妊を実施しており，これは第7回（1977年）調査以降で最も低い実

施率となる．

・ 不妊を心配したことがある夫婦は増加（前回31.1→ 35.0％）．子どものいない夫婦

では55.2％で半数を超えている（前回52.2％）．不妊の検査や治療を受けたことがある

夫婦は全体で18.2％（同16.4％），子どものいない夫婦では28.2％（同28.6％）である．

・ 流死産を経験したことのある夫婦の割合は全体で15.3％．

4．子育ての状況

・ 子どもの追加予定がある夫婦でも52.9％の妻が就業．追加予定がない夫婦では，末子

が0～2歳のとき47.6％，3～5歳になると61.0％の妻が就業している．

・ 第1子出産前後の妻の就業継続率はこれまで4割前後で推移してきたが，2010～14年

では53.1％へ上昇（図表4）．

―352―

図表３ 調査別にみた，夫婦の出生子ども数分布の推移（結婚持続期間15～19年）



・ 第1子について，何らかの子育て支援制度・施設を利用した夫婦の割合は80.3％．出

産後も妻が継続して正規雇用の場合には98.1％．

・ 第1子について，約半数の夫婦が夫方，妻方いずれかの母親（子の祖母）から子育て

の手助けを受けている（2010年以降の出生で52.9％）．

第Ⅲ部 独身者・夫婦調査共通項目の結果概要

1．子どもについての考え方

・ 未婚者の平均希望子ども数は，男女ともに低下し，男性では初めて2人を切った（男

性 前回2.04→ 1.91人,女性 同2.12→ 2.02人）（図表5）．
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図表４ 第１子出生年別にみた，第１子出産前後の妻の就業変化

(
)

図表５ 調査・年齢別にみた，未婚者の平均希望子ども数



・ 夫婦の平均理想子ども数，平均予定子ども数はいずれも低下し，過去最低となった

（理想子ども数 前回2.42→ 2.32人,予定子ども数 同2.07→ 2.01人）（図表6）．

・ 夫婦の予定子ども数が理想子ども数を下回る理由として最も多いのは，依然として

「子育てや教育にお金がかかりすぎる」（56.3％），次いで「高年齢で生むのはいやだか

ら」（39.8％）．

・ 夫婦が女の子に受けさせたい教育の程度は，第10回調査（1992年）では「短大・高専」

が最多だったが（38.5％），今回は「大学以上」が増え（第10回調査34.3→ 59.2％），

「短大・高専」（10.7％）を大幅に上回った．

2．生活経験と交際・結婚・出生

・ 出会いのきっかけは，未婚者・夫婦ともに「職場」，「友人やきょうだいを通じて」，

「学校」が7割を占める（未婚男性66.9％，未婚女性66.2％，夫婦70.6％）．

・ 子どもとの「ふれあい経験」が多かった未婚者の希望子ども数は多い傾向にあり，と

くに女性で差が大きい（「経験多」平均希望子ども数2.14人，「経験少」同1.89人）．

・ 結婚後10年未満の夫婦の平均理想・予定子ども数についても「ふれあい経験」の多い

妻で高い傾向が見られた（「経験多」理想2.45人・予定2.32人，「経験少」理想2.36人・

予定2.21人）．

3．結婚・家族に関する意識

・ 妻では「婚前交渉はかまわない」（87.5％），「女らしさ男らしさは必要」（85.3％），

―354―

図表６ 調査・結婚持続期間別にみた，夫婦の平均理想子ども数と平均予定子ども数

( )
( )



「結婚しても自分の目標を」（85.0％），「最初の子どもを産むなら20代で」（81.9％）に

対して支持が高い．

・ 結婚・家族に関して伝統的な考え方の妻（結婚持続期間0～4年の夫婦）は，平均理

想・予定子ども数が高い傾向にある．

・ 結婚することや子どもを持つことについては，妻よりも未婚女性の方が伝統的な考え

を支持する傾向がある．一方，結婚後のあり方や出産に適した年齢については，妻の方

が伝統的な考えを支持している（図表7）．
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図表７ 配偶関係別にみた，結婚・家族に関する意識：第15回調査（2015年）

（18～34歳の未婚女性と有配偶女性）
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統 計

全国人口の再生産に関する主要指標：2015年

研究所では，わが国における再生産の水準を明らかにし，その時系列変化を示すため，これまでも

標準化などの加工を行った再生産に関する諸指標を公表している．

本稿では2015年における日本の人口再生産率に関する主要指標について，2015年1月から12月まで

の出生・死亡統計1）（確定数），2015年10月1日現在の日本人人口2）および2015年簡易生命表3）の数

値に基づき算出した．その内容は，1930年全国人口を標準人口とする標準化人口動態率，女性の人口

再生産率ならびに安定人口諸指標 4）である．以下，これら諸指標の概況を説明した後，2015年の特

徴について述べる． （別府志海）

主要結果

2015年の出生数は1,005,677人であり，前年（2014年）の1,003,539人に比べ2,138人増加した．出生

数は1973年の209万人をピークに減少し，1990年代には120万人前後で推移していたが，2000年以降再

び減少傾向が顕著になり，2005年には106万人と戦後最少を記録した．その後2006年から08年にかけ

てほぼ109万人へと若干増加し，2009年から10年までは107万人程度で推移していたが，2011年から再

び減りはじめ，2015年は戦後最少を更新した2014年をわずかに上回った．また，普通出生率もほぼ同

様な傾向を示し，1973年の19.4‰から多少の変動はみられるが，一貫した低下傾向が続き2005年には

8.4‰まで低下した．しかし，2006年には8.7‰と前年に比べ0.3ポイント上昇し，2008年まで緩やかに

上昇した後に再び低下に転じ，2015年は2014年と同水準の8.0‰で戦後最低の水準となった．一方，

2015年の死亡数は1,290,444人で，前年の1,273,004人に比べ17,440人増加し，普通死亡率は10.3‰と前

年（10.1‰）に比べ0.2ポイント上昇した．死亡数および率ともに1980年代中葉以降短期的な変動は

みられるが，概ね増加傾向を示し2003年に実数で100万人を上回り，2011年には戦後（1947年以降）

初めて120万人を突破し，2015年は戦後最多を更新した．普通出生率と普通死亡率の差である自然増

加率は，2005年に初めてマイナス（－0.2‰）になったが2006年はプラス（0.1‰）となった．その後

マイナスが続き2015年には－2.3‰まで拡大し，人口減少が緩やかに加速している状況を裏付けている．

標準化人口動態率をみると，2015年の出生率は9.6‰，死亡率は1.6‰となり，前年に比べ出生率は

0.1ポイント上昇，死亡率は0.1ポイント低下となった．これにより2015年の自然増加率は8.0‰となり
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1）厚生労働省統計情報部『平成27年 人口動態統計』，2017年1月（予定）．

2）総務省統計局『平成27年国勢調査 年齢・国籍不詳をあん分した人口（参考表）』，2016年11月．

3）厚生労働省統計情報部『平成27年 簡易生命表』，2016年10月．

4）標準化人口動態率は特定の人口を用いて人口の年齢構造による影響を除去した指標であり，人口再生産率は

それを用いずに除去した指標である．さらに安定人口諸指標は，年齢別の出生率・死亡率が人口に与える影響

を抽出した「真の」人口動態率指標である．

各指標の定義および詳細については，次の文献を参照されたい．

1．厚生省人口問題研究所『全国日本人人口の再生産に関する指標（1985年～1990年）』（研究資料第272号），

1992年2月．

2．岡崎陽一『人口統計学〔増補改訂版〕』古今書院，1999年5月．

3．Siegel,JacobS.andDavidA.Swanson(eds.),Themethodsandmaterialsofdemography(Second

edition),ElsevierAcademicPress,2004年．



前年に比べ0.2ポイント上昇した．標準化人口動態率を普通動態率と比べると，1930年以前は出生率・

死亡率とも水準にほとんど差はないが，1940～1970年代では標準化出生率が上回り，1980年代半ばか

ら2000年代半ばまではほぼ同一の水準であったが，それ以降は標準化出生率がほぼ横這いであるのに

対し，普通出生率は低下続けているために乖離が広がっている．死亡率では標準化死亡率が特に1950

年代半ばから低下傾向であるのに対し，普通死亡率は低下が緩やかであり，さらに1980年代からは上

昇に転じて両者の差は年を追って拡大している．この両者の差は標準化人口動態率算出に用いた標準

人口と普通動態率算出に用いた人口における年齢構造の相違によるものであり，特に死亡率における

両者の差は人口の高齢化に起因する（表1，図1）．

人口再生産率をみると，合計特殊出生率は，1940年以前に4.1～5.1の水準にあり，1947～49年に4.3

を超える水準であった（表2，表4，図2）．しかし1950年代に入ると急速に低下し，1974年には人

口置換水準（静止粗再生産率）を下回り，その後も長期的な低下傾向が続いている．近年では2005年

に戦後最低の水準（1.26）となったが，2006年以降は若干の上昇傾向を示している．2015年の合計特

殊出生率は1.45であり，前年（1.42）と比べ0.03上昇した．総再生産率は，戦前から戦後直後まで2

を上回る水準にあったが，1950年に2.0の水準を割り込み1950年代半ばから1970年代半ばまで1.0の水

準付近にあった．しかし1974年に1.0を下回ってから2005年までほぼ持続的に低下し，その後やや上

昇して2015年は0.71の水準にある．純再生産率は，1940年以前でも1.3～1.6に留まり，1947～49年も

1.7であった．1950年代半ばから1970年代前半まで概ね1.0の水準で推移した後に低下を始め，1990年

に0.74，2005年に0.61まで低下して反転し，2015年は0.70となっている．総再生産率と比べると純再

生産率は1950年以前ではかなり低い水準にあるが，近年では低死亡率を反映し，2015年は純再生産率

と総再生産率がほぼ同一の水準となっている．人口置換水準は，1940年以前は当時の死亡率が高かっ

たことから2を大きく超えていたが，戦後の急激な死亡率低下を受けて1960年に2.18へ低下した後も

低下の傾向が続き，1980年には2.09と2.10を割り込んだ．その後は2000頃まで概ね2.08で推していた

が，2001年以降は2.07となっている．この間の細かな上下動は主に出生性比の変動に起因する．

安定人口 5）における諸指標をみると，増加率は1950年頃まで10‰を超える水準にあったが，1950

年代の前半に急速に低下し，1950年代後半から1960年代前半は－1～－3‰程度であった（表3）．

1960年代後半から1970年代前半は，1966年が－11.1‰となった他は0～1‰の水準であり，静止人口

（人口増減がない安定人口）に近かったと言えよう．しかし1970年代後半から増加率はマイナスになっ

ており，2015年には増加率－11.3‰，出生率6.7‰，死亡率17.9‰となっている．これを前年（2014年）

と比べると，増加率は0.7，出生率は0.2，死亡率は－0.5ポイントそれぞれ変化している．また，安定

人口平均世代間隔は31.3年となり前年より0.1年の伸びを示している．これは晩産化の影響によるも

のである（表9）．安定人口の65歳以上割合は2005年の40.8％をピークに減少し，2015年は37.2％と

なった．安定人口における65歳以上割合に比べ実際人口におけるそれが29.8％と低いのは，現実に観

察された過去の出生・死亡の影響に他ならない（表10）．

次に，上記諸率の算出に用いた出生率ならびに死亡率について，少し詳細に触れたい．年齢別出生

率はいずれの年次も単峰曲線を描いているが，その水準は，とりわけ1970年の前後で大きく異なって

いる（表5，図3）．年次別にみると，1930年は他の年次と比較して特に10歳代と30歳代後半の出生

率が高い．1950年は1930年と比べて特に30歳以上での出生率が低下しており，1970年は1930年，1950
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5）安定人口とは，ある人口動態（出生・死亡の水準および年齢パターン）が一定不変で推移した際に究極的に

表れる人口であり，その年齢構造は時間経過に対し一定になると同時に，安定人口の人口動態率も一定となる．

安定人口は，与えられた年齢別出生率と年齢別死亡率によってのみ決定され，過去における人口動態の変動や

現実の人口年齢構造などの影響を受けない．このため安定人口の動態率は，与えられた年齢別人口動態率が人

口変動に対して持つ潜在力を示す．



年と比べ25歳以上の出生率低下が著しい．ところが1990年以降になると出生率低下が新たな局面に入っ

たことを伺わせる．1990年以降の変化の特徴は，30歳未満における出生率の大きな低下と30歳以上で

の出生率上昇であり，したがって出生タイミングの遅延である．1990年以降，30歳代における出生率

の上昇を20歳代の低下が上回る傾向が続いていたが，2006年以降になると20歳代の出生率低下は小幅

になる一方で30歳以上の出生率がそれを上回って大きく上昇しており，このことが合計特殊出生率を

押し上げている．2015年を2014年と比べると，30歳未満では0.002低下しているが30歳以上では逆に

0.030上昇し，全体として0.028上昇している．

出生順位別合計特殊出生率をみると，第1子および第2子出生率は1960年代後半にかけて上昇した

後，1990年頃まで緩やかに低下する（表6，表7，図4）．その後，第1子出生率はほぼ一定で推移

するが，第2子出生率は2005年頃にかけて低下を続け，その後若干上昇している．これに対し，第3

子以上の出生率は1950～60年代にかけて大きく低下し，1970年代前半を除けば低い水準保っている．

しかし，2005年以降では第3子以上の出生率も若干ながら上昇している．

出生順位別平均出生年齢は，1970年以降，ほとんどの出生順位において上昇しているが，なかでも

第1子および第2子の上昇が大きい（表7，図5）．

年齢別死亡率は，前年と比べるとほぼ全年齢で低下している（表8）．2014年からの低下幅は高年

齢ほど大きいが，最も死亡率の低下幅が大きい年齢は男女とも80～84歳であり，90歳以上では逆に男

女とも0.004程度上昇している．

2015年について男女計の安定人口年齢構造を求めると，年少（0～14歳）人口割合は11.5％，老年

（65歳以上）人口割合は34.0％であった（表11）．これを実際人口における年齢構造と比較すると，安

定人口年齢構造の年少人口割合は1ポイント小さく，老年人口割合は7ポイント大きい．この差は，

前述のように過去における出生・死亡の影響である．

なお，総人口について安定人口および静止人口に至る経過を参考表および参考図に示す（参考表1，

参考表2，参考図）．
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図１ 年次別人口動態率の普通率および標準化率：1947～2015年
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図２ 女性の人口再生産に関する主要指標：1947～2015年

図３ 女性の年齢別出生率：1930，50，70，90，2000，15年
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表１ 年次別標準化人口動態率：1925～2015年

Table1.StandardizedandCrudeVitalRates:1925-2015

年 次

Year

標準化人口動態率（‰）
Standardizedvitalrates

1930年を基準とした指数（％）
Indexofstandardized
vaitalrates(1930=100)

［参考］普通動態率（‰）
Crudevitalrates

出 生
Birth
rate

死 亡
Death
rate

自然増加
Natural
inc.rate

出 生
Birth
rate

死 亡
Death
rate

自然増加
Natural
inc.rate

出 生
Birth
rate

死 亡
Death
rate

自然増加
Natural
inc.rate

1925
1930
1940

1947
1948
1949

1950
1955
1960
1965

1970
1971
1972
1973
1974
1975
1976
1977
1978
1979

1980
1981
1982
1983
1984
1985
1986
1987
1988
1989

1990
1991
1992
1993
1994
1995
1996
1997
1998
1999

2000
2001
2002
2003
2004
2005
2006
2007
2008
2009

2010
2011
2012
2013
2014
2015

35.27
32.35
27.75

30.87
30.20
29.83

25.47
16.88
14.69
15.74

15.26
15.87
15.96
16.07
15.47
14.32
13.65
13.31
13.25
13.07

12.76
12.55
12.75
12.95
12.96
12.53
12.26
11.95
11.66
11.02

10.74
10.78
10.48
10.14
10.42
9.90
9.89
9.65
9.63
9.35

9.51
9.29
9.21
8.99
8.95
8.72
9.06
9.16
9.34
9.31

9.40
9.40
9.43
9.53
9.47
9.62

20.25
18.17
16.96

15.40
12.38
11.95

11.02
7.70
7.01
5.96

5.18
4.82
4.66
4.61
4.45
4.20
4.05
3.84
3.73
3.56

3.57
3.44
3.28
3.27
3.15
3.06
2.94
2.82
2.84
2.73

2.72
2.66
2.65
2.62
2.53
2.57
2.41
2.36
2.36
2.36

2.23
2.16
2.11
2.09
2.04
2.04
1.98
1.94
1.92
1.86

1.85
1.91
1.78
1.74
1.70
1.65

15.01
14.19
10.79

15.47
17.82
17.88

14.45
9.18
7.69
9.77

10.08
11.05
11.31
11.47
11.02
10.11
9.60
9.47
9.52
9.51

9.18
9.11
9.47
9.68
9.80
9.47
9.32
9.13
8.82
8.29

8.02
8.12
7.82
7.52
7.89
7.33
7.48
7.29
7.27
7.00

7.27
7.13
7.10
6.90
6.91
6.68
7.08
7.22
7.43
7.45

7.55
7.49
7.64
7.79
7.77
7.97

109.01
100.00
85.78

95.42
93.35
92.20

78.74
52.18
45.42
48.64

47.18
49.06
49.35
49.68
47.82
44.25
42.19
41.15
40.94
40.41

39.43
38.79
39.40
40.02
40.05
38.73
37.90
36.94
36.04
34.06

33.20
33.33
32.38
31.35
32.22
30.59
30.58
29.83
29.75
28.91

29.38
28.72
28.47
27.80
27.66
26.96
28.00
28.30
28.88
28.77

29.07
29.06
29.13
29.46
29.27
29.72

111.47
100.00
93.35

84.79
68.16
65.76

60.68
42.40
38.57
32.81

28.54
26.56
25.64
25.36
24.48
23.14
22.30
21.15
20.52
19.62

19.67
18.94
18.05
17.99
17.36
16.82
16.18
15.53
15.61
15.03

14.97
14.64
14.60
14.41
13.92
14.12
13.28
12.99
12.98
12.97

12.29
11.91
11.60
11.52
11.24
11.26
10.88
10.67
10.55
10.23

10.18
10.53
9.81
9.56
9.33
9.07

105.85
100.00
76.09

109.02
125.61
126.05

101.86
64.70
54.20
68.91

71.05
77.87
79.71
80.83
77.71
71.29
67.66
66.76
67.09
67.03

64.75
64.22
66.74
68.23
69.12
66.78
65.72
64.36
62.21
58.43

56.55
57.27
55.15
53.03
55.66
51.67
52.74
51.40
51.23
49.33

51.27
50.26
50.08
48.65
48.69
47.08
49.92
50.89
52.35
52.51

53.25
52.80
53.88
54.95
54.80
56.18

34.9
32.4
29.4

34.3
33.5
33.0

28.3
19.5
17.3
18.7

18.8
19.1
19.2
19.3
18.5
17.1
16.3
15.5
14.9
14.2

13.5
13.0
12.8
12.7
12.5
11.9
11.4
11.1
10.8
10.2

10.0
9.9
9.8
9.6
10.0
9.5
9.7
9.5
9.6
9.4

9.5
9.3
9.2
8.9
8.8
8.4
8.7
8.6
8.6
8.5

8.5
8.3
8.2
8.2
8.0
8.0

20.3
18.2
16.5

14.6
11.9
11.6

10.9
7.8
7.6
7.2

6.9
6.5
6.5
6.5
6.5
6.3
6.3
6.1
6.1
6.0

6.2
6.1
6.0
6.2
6.2
6.3
6.2
6.2
6.5
6.4

6.7
6.7
6.9
7.1
7.1
7.4
7.2
7.3
7.5
7.8

7.7
7.7
7.8
8.0
8.1
8.6
8.6
8.8
9.0
9.0

9.5
9.9
10.0
10.1
10.1
10.3

14.6
14.2
12.9

19.7
21.6
21.4

17.3
11.7
9.7
11.5

11.8
12.6
12.8
12.7
12.0
10.8
10.0
9.4
8.8
8.3

7.3
6.9
6.8
6.5
6.3
5.6
5.2
4.9
4.3
3.7

3.3
3.2
2.9
2.5
2.9
2.1
2.5
2.2
2.1
1.6

1.8
1.6
1.4
0.9
0.7
-0.2
0.1
-0.1
-0.4
-0.6

-1.0
-1.6
-1.7
-1.9
-2.1
-2.3

1930年全国人口を標準人口に採り，任意標準人口標準化法の直接法による．総務省統計局の国勢調査人口およ
びそれに基づく推計人口，人口動態統計による出生・死亡数によって算出．率算出の基礎人口は，1940年以前は
総人口（日本に在住する外国人を含む）を，1947年以降は日本人人口を用いている．なお，1947年～72年は沖縄
県を含まない．
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表２ 年次別女性の人口再生産率：1925～2015年

Table2.ReproductionRatesforFemale:1925-2015

年次

Year

合計特殊
出生率
TFR
�

総
再生産率
GRR
�

純
再生産率
NRR
�

再生産
残存率
�/�
�

人口
置換水準
�/�
�

�-�
�

1930年を基準とした指数

合計特殊
出生率
TFR

総
再生産率
GRR

純
再生産率
NRR

1925
1930
1940

1947
1948
1949

1950
1955
1960
1965

1970
1971
1972
1973
1974
1975
1976
1977
1978
1979

1980
1981
1982
1983
1984
1985
1986
1987
1988
1989

1990
1991
1992
1993
1994
1995
1996
1997
1998
1999

2000
2001
2002
2003
2004
2005
2006
2007
2008
2009

2010
2011
2012
2013
2014
2015

5.10
4.70
4.11

4.54
4.40
4.32

3.65
2.37
2.00
2.14

2.13
2.16
2.14
2.14
2.05
1.91
1.85
1.80
1.79
1.77

1.75
1.74
1.77
1.80
1.81
1.76
1.72
1.69
1.66
1.57

1.54
1.53
1.50
1.46
1.50
1.42
1.43
1.39
1.38
1.34

1.36
1.33
1.32
1.29
1.29
1.26
1.32
1.34
1.37
1.37

1.39
1.39
1.41
1.43
1.42
1.45

2.51
2.29
2.01

2.21
2.14
2.11

1.77
1.15
0.97
1.04

1.03
1.04
1.04
1.04
0.99
0.93
0.90
0.87
0.87
0.86

0.85
0.85
0.86
0.88
0.88
0.86
0.84
0.82
0.81
0.76

0.75
0.75
0.73
0.71
0.73
0.69
0.69
0.68
0.67
0.65

0.66
0.65
0.64
0.63
0.63
0.61
0.64
0.65
0.67
0.67

0.67
0.68
0.68
0.70
0.69
0.71

1.65
1.52
1.43

1.68
1.75
1.74

1.50
1.06
0.92
1.01

1.00
1.02
1.01
1.01
0.97
0.91
0.88
0.86
0.86
0.84

0.83
0.83
0.85
0.86
0.87
0.85
0.83
0.81
0.80
0.76

0.74
0.74
0.72
0.70
0.72
0.69
0.69
0.67
0.67
0.65

0.65
0.64
0.64
0.62
0.62
0.61
0.64
0.64
0.66
0.66

0.67
0.67
0.68
0.69
0.69
0.70

0.66
0.66
0.71

0.76
0.82
0.82

0.85
0.92
0.94
0.97

0.97
0.98
0.98
0.98
0.98
0.98
0.98
0.98
0.98
0.98

0.98
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99

0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99

0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99

0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99

3.10
3.09
2.87

2.71
2.52
2.48

2.43
2.24
2.18
2.12

2.13
2.12
2.11
2.11
2.11
2.10
2.10
2.10
2.10
2.10

2.09
2.09
2.08
2.08
2.08
2.08
2.08
2.08
2.08
2.08

2.08
2.08
2.08
2.08
2.08
2.07
2.08
2.07
2.08
2.08

2.08
2.07
2.07
2.07
2.07
2.07
2.07
2.07
2.07
2.07

2.07
2.07
2.07
2.07
2.07
2.07

2.00
1.61
1.24

1.84
1.88
1.83

1.22
0.13
-0.18
0.01

0.01
0.04
0.03
0.03
-0.06
-0.19
-0.25
-0.30
-0.30
-0.33

-0.35
-0.35
-0.31
-0.28
-0.27
-0.32
-0.36
-0.39
-0.42
-0.51

-0.54
-0.55
-0.58
-0.62
-0.58
-0.65
-0.65
-0.68
-0.69
-0.73

-0.72
-0.74
-0.76
-0.78
-0.78
-0.81
-0.75
-0.74
-0.70
-0.70

-0.69
-0.68
-0.66
-0.64
-0.65
-0.62

108.4
100.0
87.4

96.6
93.5
91.7

77.6
50.4
42.6
45.5

45.4
45.9
45.5
45.5
43.5
40.6
39.4
38.3
38.1
37.6

37.1
37.0
37.6
38.3
38.5
37.5
36.6
35.9
35.2
33.4

32.8
32.6
31.9
31.0
31.9
30.2
30.3
29.5
29.4
28.5

28.9
28.4
28.0
27.4
27.4
26.8
28.0
28.4
29.1
29.1

29.5
29.6
29.9
30.3
30.2
30.8

109.3
100.0
87.5

96.3
93.3
91.9

77.3
50.2
42.5
45.4

44.9
45.5
45.2
45.3
43.3
40.4
39.2
38.1
37.9
37.4

37.0
36.9
37.6
38.2
38.4
37.4
36.5
35.8
35.1
33.3

32.7
32.5
31.8
30.9
31.8
30.2
30.2
29.5
29.4
28.5

28.8
28.3
28.0
27.4
27.4
26.8
28.0
28.3
29.0
29.0

29.4
29.6
29.9
30.3
30.2
30.8

108.2
100.0
94.2

110.4
114.9
114.2

98.6
69.4
60.4
66.2

66.0
66.9
66.6
66.7
63.8
59.6
57.9
56.4
56.2
55.5

54.8
54.8
55.8
56.8
57.2
55.7
54.3
53.4
52.3
49.7

48.8
48.5
47.4
46.1
47.4
45.0
45.1
44.0
43.8
42.5

43.0
42.3
41.8
40.9
40.9
40.0
41.8
42.4
43.4
43.4

44.0
44.2
44.7
45.4
45.1
46.1

国勢調査人口およびそれに基づく推計人口，人口動態統計による出生数ならびに生命表（完全生命表および
簡易生命表）の生残率（L

F
x）によって算出．率算出の基礎人口は，1940年以前は総人口（日本に在住する外

国人を含む）を，1947年以降は日本人人口を用いている．なお，1947年～72年は沖縄県を含まない．
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表３ 年次別女性の安定人口動態率，平均世代間隔および年齢構造係数：1925～2015年

（付 女性の実際人口年齢構造係数）

Table3.IntrinsicVitalRates,AverageLengthofGenerationofStablePopulationand

AgeCompositionofStableandActualPopulationforFemale:1925-2015

年次

Year

安定人口動態率（‰）
Intrinsicvitalrates

安定人口
平均世代
間隔
（年）
Ave.len.
ofgen.

安定人口年齢構造係数（％）
Agecompositionof
stablepopulation

［参考］
実際人口年齢構造係数（％）
Agecompositionof
actualpopulation増加率

Increase
rate

出生率
Birth
rate

死亡率
Death
rate 0～14歳 15～64歳 65歳以上 0～14歳 15～64歳 65歳以上

1925
1930
1940

1947
1948
1949

1950
1955
1960
1965

1970
1971
1972
1973
1974
1975
1976
1977
1978
1979

1980
1981
1982
1983
1984
1985
1986
1987
1988
1989

1990
1991
1992
1993
1994
1995
1996
1997
1998
1999

2000
2001
2002
2003
2004
2005
2006
2007
2008
2009

2010
2011
2012
2013
2014
2015

17.11
14.23
11.93

17.34
18.87
18.80

13.88
1.90
-3.01
0.25

0.14
0.65
0.47
0.52
-1.06
-3.54
-4.58
-5.53
-5.66
-6.09

-6.50
-6.54
-5.83
-5.22
-4.94
-5.86
-6.69
-7.28
-7.92
-9.68

-10.26
-10.44
-11.19
-12.07
-11.07
-12.80
-12.69
-13.49
-13.62
-14.62

-14.23
-14.78
-15.17
-15.80
-15.74
-16.47
-14.95
-14.44
-13.61
-13.54

-13.10
-12.87
-12.48
-11.90
-12.03
-11.29

35.90
32.76
28.59

31.46
30.54
30.30

25.85
15.84
12.68
13.84

13.47
13.59
13.43
13.41
12.54
11.25
10.70
10.19
10.08
9.82

9.62
9.55
9.78
10.03
10.09
9.64
9.22
8.91
8.66
7.90

7.67
7.57
7.28
6.93
7.22
6.63
6.58
6.28
6.22
5.90

5.95
5.74
5.59
5.39
5.37
5.19
5.59
5.73
5.98
5.96

6.11
6.24
6.32
6.49
6.42
6.65

18.80
18.54
16.67

14.12
11.67
11.50

11.97
13.94
15.69
13.60

13.33
12.94
12.96
12.90
13.60
14.79
15.28
15.72
15.74
15.91

16.12
16.09
15.61
15.25
15.04
15.50
15.91
16.19
16.58
17.59

17.93
18.01
18.48
19.00
18.30
19.44
19.27
19.77
19.83
20.52

20.18
20.52
20.76
21.19
21.12
21.66
20.54
20.16
19.59
19.50

19.21
19.11
18.80
18.39
18.45
17.94

29.18
29.52
30.21

29.91
29.61
29.39

29.23
28.77
27.86
27.68

27.73
27.72
27.65
27.62
27.54
27.47
27.50
27.60
27.67
27.73

27.79
27.88
27.98
28.06
28.17
28.32
28.45
28.60
28.76
28.92

29.03
29.10
29.20
29.32
29.41
29.51
29.63
29.70
29.75
29.80

29.81
29.82
29.87
29.99
30.08
30.17
30.27
30.40
30.46
30.60

30.68
30.78
30.96
31.11
31.24
31.35

38.10
35.76
33.58

36.05
36.34
35.93

32.03
22.20
18.74
20.28

19.87
19.98
19.79
19.77
18.72
17.13
16.43
15.77
15.62
15.27

15.02
14.92
15.20
15.53
15.60
15.02
14.46
14.03
13.71
12.68

12.36
12.23
11.83
11.34
11.73
10.91
10.82
10.40
10.30
9.86

9.91
9.61
9.38
9.09
9.07
8.81
9.37
9.57
9.92
9.89

10.10
10.29
10.39
10.63
10.52
10.84

57.37
58.75
60.36

58.60
58.18
58.40

60.80
64.07
64.45
63.89

63.25
62.76
62.60
62.52
62.38
61.95
61.62
61.14
60.90
60.48

60.35
60.08
59.83
59.91
59.67
59.25
58.69
58.17
58.08
57.06

56.76
56.52
56.11
55.44
55.45
54.72
54.13
53.50
53.19
52.76

52.36
51.77
51.25
50.79
50.58
50.39
50.84
50.98
51.39
51.08

51.41
51.83
51.81
51.98
51.70
51.95

4.53
5.49
6.06

5.34
5.48
5.67

7.17
13.73
16.81
15.82

16.88
17.26
17.61
17.71
18.90
20.93
21.95
23.09
23.48
24.25

24.62
25.00
24.96
24.56
24.72
25.73
26.85
27.80
28.21
30.25

30.88
31.26
32.06
33.22
32.83
34.36
35.05
36.10
36.50
37.38

37.72
38.62
39.37
40.11
40.35
40.80
39.79
39.45
38.69
39.03

38.49
37.89
37.79
37.38
37.77
37.21

36.54
36.45
35.71

34.03
34.09
34.23

34.11
32.11
28.81
24.63

22.94
22.94
23.06
23.26
23.32
23.32
23.30
23.21
23.06
22.82

22.52
22.43
21.99
21.57
21.11
20.61
20.03
19.40
18.72
18.04

17.47
16.92
16.45
16.00
15.63
15.30
14.99
14.70
14.42
14.15

13.96
13.74
13.58
13.41
13.27
13.16
13.05
12.94
12.86
12.75

12.57
12.49
12.39
12.29
12.19
11.98

57.73
58.11
58.84

60.50
60.44
60.24

60.25
61.88
64.79
68.43

69.26
69.14
68.81
68.41
68.12
67.81
67.56
67.34
67.20
67.10

67.11
66.89
67.03
67.16
67.37
67.38
67.58
67.77
68.01
68.24

68.29
68.31
68.26
68.19
68.01
67.79
67.50
67.20
66.89
66.61

66.15
65.72
65.27
64.88
64.55
63.95
63.36
62.75
62.18
61.60

61.43
61.24
60.46
59.62
58.78
58.26

5.73
5.44
5.45

5.47
5.48
5.53

5.64
6.02
6.39
6.94

7.80
7.92
8.13
8.33
8.56
8.87
9.14
9.44
9.74
9.97

10.37
10.68
10.98
11.27
11.52
12.00
12.39
12.83
13.26
13.71

14.23
14.76
15.29
15.82
16.36
16.92
17.51
18.10
18.69
19.24

20.09
20.53
21.15
21.70
22.18
22.89
23.59
24.31
24.96
25.65

26.00
26.27
27.15
28.09
29.04
29.76
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表４ 女性の年齢（各歳・５歳階級）別人口，出生数，出生率および生残数ならびに

人口再生産率：2015年

Table4.Population,NumberofBirthsandSpecificFertilityRatesbyAge,

andReproductionRatesforFemale:2015

年齢

x

�

女性人口

P
F
x

�

出生数 出生率 生残率

（静止人口）

L
F
x

�

期待女児数

�×�

100,000

�

総数
Bx

�

男
B

M
x

�

女
B

F
x

	

出生率
�/�



女児出生率
	/�
�

15
16
17
18
19

20
21
22
23
24

25
26
27
28
29

30
31
32
33
34

35
36
37
38
39

40
41
42
43
44

45
46
47
48
49

総数

15～19
20～24
25～29
30～34
35～39
40～44
45～49

577,438
578,774
586,774
584,853
576,347

581,939
577,187
565,265
573,023
571,338

581,571
597,012
617,785
636,921
649,388

679,252
702,745
712,471
713,494
723,572

756,242
775,876
809,405
832,116
873,231

913,647
963,899
983,952
963,272
938,903

910,133
897,922
879,040
879,641
687,381

25,451,809

2,904,186
2,868,752
3,082,677
3,531,534
4,046,870
4,763,673
4,254,117

195
602

1,780
3,244
6,108

9,646
12,953
15,800
20,324
25,738

33,192
41,991
52,655
62,760
71,658

75,948
77,589
75,011
70,293
66,029

61,775
54,359
45,530
37,317
29,312

22,212
14,777
8,915
4,601
2,053

818
248
123
40
79

1,005,677

11,929
84,461
262,257
364,871
228,293
52,558
1,308

84
313
919

1,642
3,105

5,006
6,650
8,139
10,513
13,174

17,113
21,638
26,767
32,223
36,745

38,893
39,806
38,484
36,092
33,835

31,741
27,813
23,360
19,145
14,874

11,426
7,446
4,490
2,327
1,028

402
131
60
26
41

515,452

6,063
43,482
134,486
187,110
116,933
26,717

660

111
289
861

1,602
3,003

4,640
6,303
7,661
9,811
12,564

16,079
20,353
25,888
30,537
34,913

37,055
37,783
36,527
34,201
32,194

30,034
26,546
22,170
18,172
14,438

10,786
7,331
4,425
2,274
1,025

416
117
63
14
38

490,225

5,866
40,979
127,770
177,760
111,360
25,841

648

0.00034
0.00104
0.00303
0.00555
0.01060

0.01658
0.02244
0.02795
0.03547
0.04505

0.05707
0.07034
0.08523
0.09854
0.11035

0.11181
0.11041
0.10528
0.09852
0.09125

0.08169
0.07006
0.05625
0.04485
0.03357

0.02431
0.01533
0.00906
0.00478
0.00219

0.00090
0.00028
0.00014
0.00005
0.00011

1.45040

0.00411
0.02944
0.08507
0.10332
0.05641
0.01103
0.00031

0.00019
0.00050
0.00147
0.00274
0.00521

0.00797
0.01092
0.01355
0.01712
0.02199

0.02765
0.03409
0.04190
0.04794
0.05376

0.05455
0.05376
0.05127
0.04793
0.04449

0.03971
0.03421
0.02739
0.02184
0.01653

0.01181
0.00761
0.00450
0.00236
0.00109

0.00046
0.00013
0.00007
0.00002
0.00006

0.70682

0.00202
0.01428
0.04145
0.05034
0.02752
0.00542
0.00015

99,673
99,662
99,649
99,635
99,620

99,603
99,586
99,567
99,546
99,524

99,501
99,477
99,451
99,423
99,393

99,363
99,331
99,298
99,262
99,225

99,185
99,143
99,099
99,051
98,998

98,939
98,873
98,803
98,727
98,645

98,555
98,457
98,349
98,230
98,102

－

498,239
497,826
497,245
496,479
495,476
493,987
491,693

0.00019
0.00050
0.00146
0.00273
0.00519

0.00794
0.01088
0.01349
0.01704
0.02189

0.02751
0.03391
0.04167
0.04767
0.05344

0.05421
0.05341
0.05091
0.04758
0.04415

0.03939
0.03392
0.02714
0.02163
0.01637

0.01168
0.00752
0.00444
0.00233
0.00108

0.00045
0.00013
0.00007
0.00002
0.00005

0.70199

0.00201
0.01422
0.04122
0.04998
0.02727
0.00536
0.00015

本表の数値は，前掲表1～表3の各指標の2015年分算定に用いたものである．
女性人口は，総務省統計局『平成27年国勢調査 年齢・国籍不詳をあん分した人口（参考表）』による2015年

10月1日現在の日本人人口．出生数は，厚生労働省大臣官房統計情報部の2015年『人口動態統計』．生残率は，
厚生労働省政策統括官（統計・情報政策担当）の『平成27年簡易生命表』によるL

F
x．なお，出生数は母の年

齢が15歳未満のものを15歳に，50歳以上のものを49歳に加え，不詳の出生数については，既知の年齢別数値の
割合に応じて按分補正したものである．


欄の総数は合計特殊出生率，�欄の総数は総再生産率，�欄の総数は純再生産率．
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表５ 女性の年齢（各歳）別出生率：1930～2015年

Table5.AgeSpecificFertilityRates:1930-2015

年齢
x 1930年 1947年 1950年 1960年 1970年 1980年 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2015年

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

41

42

43

44

45

46

47

48

49

合 計

0.00358

0.00869

0.02397

0.05111

0.09062

0.14506

0.18164

0.21677

0.22790

0.25379

0.24709

0.25451

0.25106

0.24336

0.23151

0.22677

0.22381

0.21304

0.20455

0.20002

0.18545

0.17438

0.16600

0.14432

0.13219

0.11506

0.08970

0.06850

0.04659

0.03004

0.01740

0.00968

0.00607

0.00450

0.01626

4.70499

0.00045

0.00183

0.00734

0.02154

0.04561

0.08746

0.13086

0.16890

0.21890

0.24405

0.26404

0.28203

0.26166

0.27662

0.26768

0.25921

0.24723

0.23772

0.22007

0.20803

0.19444

0.17266

0.15598

0.13733

0.12080

0.09468

0.07501

0.05345

0.03564

0.02138

0.01183

0.00608

0.00333

0.00225

0.00738

4.54344

0.00032

0.00171

0.00663

0.01770

0.04097

0.07900

0.12578

0.16773

0.20849

0.23176

0.24064

0.24807

0.23950

0.23228

0.22676

0.19468

0.19375

0.17867

0.16191

0.14676

0.13406

0.11701

0.10473

0.08974

0.07704

0.06228

0.04642

0.03302

0.01975

0.01204

0.00539

0.00271

0.00119

0.00075

0.00134

3.65059

0.00006

0.00039

0.00165

0.00517

0.01350

0.02987

0.06219

0.10810

0.14808

0.18328

0.19839

0.20233

0.19253

0.16955

0.14585

0.11992

0.09665

0.07521

0.05983

0.04631

0.03575

0.02896

0.02221

0.01740

0.01352

0.00909

0.00711

0.00475

0.00285

0.00156

0.00084

0.00038

0.00027

0.00010

0.00024

2.00390

0.00012

0.00032

0.00152

0.00531

0.01360

0.02966

0.05465

0.09815

0.13886

0.19712

0.23885

0.23242

0.21945

0.19718

0.16376

0.13156

0.10529

0.08339

0.06334

0.04787

0.03435

0.02509

0.01808

0.01250

0.00840

0.00553

0.00356

0.00225

0.00122

0.00071

0.00043

0.00018

0.00009

0.00005

0.00007

2.13494

0.00006

0.00051

0.00204

0.00503

0.01124

0.02175

0.03878

0.06393

0.10718

0.15368

0.18564

0.20511

0.19683

0.17636

0.14974

0.12051

0.08772

0.06606

0.04432

0.03414

0.02450

0.01696

0.01159

0.00799

0.00548

0.00346

0.00227

0.00146

0.00076

0.00039

0.00020

0.00007

0.00004

0.00001

0.00001

1.74582

0.00012

0.00060

0.00195

0.00467

0.01071

0.01873

0.02891

0.04223

0.05451

0.09134

0.10862

0.13451

0.15120

0.15697

0.15183

0.13572

0.11277

0.09157

0.07255

0.05369

0.03924

0.02833

0.01911

0.01274

0.00845

0.00528

0.00303

0.00174

0.00086

0.00040

0.00016

0.00007

0.00002

0.00001

0.00001

1.54265

0.00019

0.00083

0.00222

0.00481

0.01047

0.01833

0.02791

0.03730

0.05090

0.06764

0.08737

0.10784

0.12514

0.12179

0.14545

0.12402

0.11077

0.09377

0.07783

0.06094

0.04601

0.03418

0.02370

0.01638

0.01070

0.00668

0.00405

0.00228

0.00124

0.00056

0.00023

0.00009

0.00003

0.00001

0.00001

1.42170

0.00033

0.00132

0.00384

0.00732

0.01411

0.02161

0.03025

0.03732

0.04696

0.06033

0.07569

0.09044

0.10263

0.11178

0.11613

0.11320

0.10664

0.09598

0.07446

0.07175

0.05267

0.04100

0.02913

0.02044

0.01394

0.00892

0.00528

0.00293

0.00153

0.00076

0.00031

0.00011

0.00004

0.00002

0.00002

1.35918

0.00036

0.00132

0.00344

0.00666

0.01354

0.02072

0.02865

0.03605

0.04361

0.05330

0.06415

0.07597

0.08603

0.09516

0.10152

0.10172

0.09597

0.08717

0.07748

0.06620

0.05562

0.04511

0.03379

0.02276

0.01885

0.01078

0.00678

0.00373

0.00192

0.00096

0.00044

0.00016

0.00007

0.00004

0.00007

1.26010

0.00038

0.00122

0.00313

0.00611

0.01237

0.01943

0.02715

0.03363

0.04283

0.05507

0.06531

0.07740

0.08878

0.09859

0.10548

0.10571

0.10465

0.09822

0.09021

0.08013

0.06984

0.05794

0.04464

0.03419

0.02522

0.01716

0.01083

0.00623

0.00300

0.00153

0.00054

0.00023

0.00007

0.00006

0.00005

1.38734

0.00034

0.00104

0.00303

0.00555

0.01060

0.01658

0.02244

0.02795

0.03547

0.04505

0.05707

0.07034

0.08523

0.09854

0.11035

0.11181

0.11041

0.10528

0.09852

0.09125

0.08169

0.07006

0.05625

0.04485

0.03357

0.02431

0.01533

0.00906

0.00478

0.00219

0.00090

0.00028

0.00014

0.00005

0.00011

1.45040

1947～70年は沖縄県を含まない．率算出の分母人口は，1930年は総人口，1947年以降は日本人人口である．
合計は，合計特殊出生率を表す．
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表６ 女性の年齢別出生順位別出生率：2015年

Table6.AgeSpecificFertilityRatesbyLiveBirthOrderforFemale:2015

年齢
x

総数
Total

第1子
1st

第2子
2nd

第3子
3rd

第4子
4th

第5子～
5thandover

15
16
17
18
19

20
21
22
23
24

25
26
27
28
29

30
31
32
33
34

35
36
37
38
39

40
41
42
43
44

45
46
47
48
49

合計
平均年齢

15～19
20～24
25～29
30～34
35～39
40～44
45～49

0.00034
0.00104
0.00303
0.00555
0.01060

0.01658
0.02244
0.02795
0.03547
0.04505

0.05707
0.07034
0.08523
0.09854
0.11035

0.11181
0.11041
0.10528
0.09852
0.09125

0.08169
0.07006
0.05625
0.04485
0.03357

0.02431
0.01533
0.00906
0.00478
0.00219

0.00090
0.00028
0.00014
0.00005
0.00011

1.45040
31.20

0.00411
0.02944
0.08507
0.10332
0.05641
0.01103
0.00031

0.00034
0.00101
0.00287
0.00491
0.00904

0.01326
0.01633
0.01890
0.02273
0.02826

0.03563
0.04344
0.05138
0.05693
0.05905

0.05539
0.04983
0.04324
0.03819
0.03386

0.02979
0.02496
0.02004
0.01543
0.01179

0.00921
0.00600
0.00354
0.00197
0.00093

0.00042
0.00012
0.00008
0.00002
0.00007

0.70898
30.01

0.00363
0.01987
0.04963
0.04395
0.02008
0.00429
0.00015

0.00000
0.00003
0.00016
0.00062
0.00146

0.00304
0.00547
0.00776
0.01042
0.01318

0.01643
0.02023
0.02527
0.03098
0.03736

0.04041
0.04286
0.04321
0.04049
0.03779

0.03329
0.02874
0.02272
0.01850
0.01374

0.00940
0.00573
0.00330
0.00169
0.00071

0.00024
0.00008
0.00004
0.00001
0.00003

0.51540
31.95

0.00045
0.00795
0.02635
0.04094
0.02304
0.00413
0.00008

－
－

0.00001
0.00002
0.00008

0.00027
0.00059
0.00118
0.00204
0.00314

0.00427
0.00550
0.00706
0.00874
0.01142

0.01296
0.01431
0.01522
0.01594
0.01558

0.01479
0.01273
0.01028
0.00826
0.00590

0.00406
0.00246
0.00148
0.00067
0.00031

0.00013
0.00004
0.00002
0.00000
0.00001

0.17946
33.02

0.00002
0.00144
0.00750
0.01482
0.01023
0.00178
0.00004

－
－
－
－

0.00001

0.00002
0.00004
0.00010
0.00023
0.00042

0.00063
0.00097
0.00127
0.00152
0.00201

0.00243
0.00266
0.00278
0.00301
0.00306

0.00294
0.00272
0.00240
0.00192
0.00153

0.00112
0.00074
0.00051
0.00029
0.00014

0.00007
0.00002
0.00001
－

0.00000

0.03555
33.81

0.00000
0.00016
0.00130
0.00279
0.00228
0.00055
0.00002

－
－
－
－
－

－
0.00000
0.00001
0.00004
0.00005

0.00010
0.00020
0.00026
0.00037
0.00051

0.00062
0.00075
0.00083
0.00088
0.00096

0.00087
0.00091
0.00081
0.00073
0.00060

0.00053
0.00040
0.00023
0.00016
0.00010

0.00005
0.00002
0.00000
0.00000
0.00000

0.01101
34.93

－
0.00002
0.00029
0.00081
0.00078
0.00028
0.00002

表4の注参照．
平均（出生）年齢は，年齢別出生率（fx）を用い次のように求めた．
平均年齢＝・・fx・・x・0.5・・・・ fx
なお，表中‘－’は出生数が0を示す．
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表７ 女性の出生順位別合計特殊出生率および平均出生年齢：1950～2015年

Table7.TotalFertilityRatesandMeanAgeatBirthbyLiveBirthOrderforFemale:1950-2015

年次

Year

合計特殊出生率 平均出生年齢（歳）

総 数

Total

第1子

1st

第2子

2nd

第3子

3rd

第4子

4th

第5子～
5thand
over

総 数

Total

第1子

1st

第2子

2nd

第3子

3rd

第4子

4th

第5子～
5thand
over

1950
1951
1952
1953
1954
1955
1956
1957
1958
1959

1960
1961
1962
1963
1964
1965
1966
1967
1968
1969

1970
1971
1972
1973
1974
1975
1976
1977
1978
1979

1980
1981
1982
1983
1984
1985
1986
1987
1988
1989

1990
1991
1992
1993
1994
1995
1996
1997
1998
1999

3.65
3.26
2.98
2.69
2.48
2.37
2.22
2.04
2.11
2.04

2.00
1.96
1.98
2.00
2.05
2.14
1.58
2.23
2.13
2.13

2.13
2.16
2.14
2.14
2.05
1.91
1.85
1.80
1.79
1.77

1.75
1.74
1.77
1.80
1.81
1.76
1.72
1.69
1.66
1.57

1.54
1.53
1.50
1.46
1.50
1.42
1.43
1.39
1.38
1.34

0.88
…
…
…
0.70
0.72
0.74
0.72
0.81
0.85

0.87
0.87
0.90
0.92
0.95
0.99
0.82
1.00
0.97
0.95

0.94
0.93
0.93
0.93
0.91
0.86
0.83
0.79
0.79
0.78

0.79
0.79
0.80
0.81
0.80
0.76
0.74
0.72
0.70
0.67

0.66
0.68
0.68
0.67
0.69
0.66
0.66
0.65
0.66
0.65

0.96
…
…
…
0.61
0.60
0.60
0.59
0.63
0.64

0.65
0.67
0.68
0.72
0.75
0.81
0.55
0.90
0.84
0.84

0.84
0.86
0.84
0.83
0.80
0.76
0.75
0.74
0.73
0.72

0.69
0.68
0.69
0.70
0.71
0.69
0.67
0.66
0.65
0.61

0.59
0.57
0.56
0.54
0.55
0.52
0.53
0.51
0.51
0.49

0.61
…
…
…
0.51
0.46
0.40
0.35
0.34
0.31

0.29
0.26
0.25
0.24
0.24
0.25
0.17
0.26
0.26
0.27

0.28
0.30
0.30
0.31
0.28
0.24
0.23
0.22
0.23
0.23

0.23
0.23
0.24
0.25
0.26
0.26
0.26
0.26
0.26
0.25

0.25
0.24
0.22
0.21
0.21
0.20
0.19
0.18
0.18
0.17

0.42
…
…
…
0.31
0.29
0.25
0.19
0.16
0.13

0.11
0.09
0.07
0.07
0.06
0.05
0.04
0.05
0.05
0.05

0.05
0.05
0.05
0.05
0.05
0.04
0.03
0.03
0.03
0.03

0.03
0.03
0.03
0.03
0.04
0.04
0.04
0.04
0.04
0.04

0.04
0.04
0.04
0.03
0.04
0.04
0.03
0.03
0.03
0.03

0.78
…
…
…
0.35
0.30
0.25
0.19
0.16
0.13

0.10
0.08
0.06
0.05
0.04
0.03
0.03
0.02
0.02
0.02

0.02
0.02
0.02
0.02
0.02
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01

0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01

0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01

29.62
29.55
29.38
29.20
29.03
28.85
28.64
28.45
28.23
28.07

27.87
27.79
27.70
27.71
27.70
27.70
27.65
27.75
27.77
27.78

27.75
27.74
27.67
27.64
27.54
27.46
27.47
27.56
27.63
27.70

27.75
27.84
27.93
28.03
28.15
28.28
28.40
28.55
28.70
28.84

28.95
29.01
29.11
29.21
29.31
29.39
29.51
29.57
29.62
29.64

24.83
…
…
…

25.03
25.14
25.26
25.42
25.50
25.53

25.60
25.75
25.85
25.96
25.96
25.89
25.81
25.87
25.88
25.86

25.82
25.77
25.68
25.63
25.61
25.66
25.74
25.87
25.95
26.02

26.07
26.17
26.25
26.32
26.40
26.52
26.66
26.80
26.92
27.05

27.16
27.24
27.38
27.53
27.66
27.76
27.88
27.94
27.98
27.99

27.18
…
…
…

27.53
27.57
27.66
27.74
27.84
27.93

27.98
28.10
28.23
28.39
28.44
28.45
28.51
28.57
28.57
28.51

28.46
28.41
28.36
28.29
28.20
28.15
28.14
28.19
28.26
28.35

28.43
28.53
28.60
28.69
28.76
28.84
28.94
29.05
29.19
29.34

29.47
29.59
29.69
29.80
29.92
30.01
30.15
30.26
30.39
30.49

29.91
…
…
…

29.86
29.95
30.04
30.07
30.10
30.12

30.12
30.15
30.22
30.27
30.32
30.42
30.57
30.63
30.71
30.73

30.76
30.72
30.67
30.63
30.59
30.51
30.43
30.39
30.38
30.40

30.50
30.61
30.72
30.86
30.95
31.03
31.13
31.25
31.37
31.52

31.64
31.77
31.89
32.01
32.11
32.16
32.24
32.33
32.40
32.47

32.31
…
…
…

31.96
31.98
32.12
32.20
32.29
32.34

32.28
32.29
32.28
32.30
32.29
32.34
32.49
32.50
32.54
32.52

32.55
32.54
32.50
32.45
32.48
32.45
32.34
32.32
32.35
32.28

32.33
32.38
32.48
32.59
32.72
32.83
32.95
33.00
33.22
33.34

33.45
33.55
33.70
33.80
33.89
33.97
34.02
34.06
34.13
34.18

36.48
…
…
…

36.06
35.86
35.80
35.72
35.75
35.86

35.88
35.97
36.07
36.01
36.05
35.94
36.09
35.94
35.77
35.66

35.50
35.35
35.37
35.15
35.28
35.25
35.27
35.27
35.17
35.31

35.19
35.14
35.16
35.10
35.06
35.08
35.05
35.24
35.27
35.30

35.35
35.38
35.46
35.56
35.67
35.75
35.74
35.73
35.92
35.82
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表７ 女性の出生順位別合計特殊出生率および平均出生年齢：1950～2015年（つづき）

Table7.TotalFertilityRatesandMeanAgeatBirthbyLiveBirthOrderforFemale:1950-2015(Con.)

年次

Year

合計特殊出生率 平均出生年齢（歳）

総 数

Total

第1子

1st

第2子

2nd

第3子

3rd

第4子

4th

第5子～
5thand
over

総 数

Total

第1子

1st

第2子

2nd

第3子

3rd

第4子

4th

第5子～
5thand
over

2000
2001
2002
2003
2004
2005
2006
2007
2008
2009

2010
2011
2012
2013
2014
2015

1.36
1.33
1.32
1.29
1.29
1.26
1.32
1.34
1.37
1.37

1.39
1.39
1.41
1.43
1.42
1.45

0.66
0.66
0.66
0.64
0.64
0.62
0.65
0.66
0.67
0.68

0.68
0.68
0.68
0.69
0.69
0.71

0.49
0.48
0.47
0.47
0.48
0.46
0.48
0.48
0.49
0.49

0.50
0.50
0.51
0.52
0.51
0.52

0.16
0.16
0.15
0.14
0.14
0.14
0.15
0.16
0.16
0.16

0.17
0.17
0.17
0.18
0.18
0.18

0.03
0.03
0.03
0.03
0.03
0.02
0.03
0.03
0.03
0.03

0.03
0.03
0.03
0.04
0.04
0.04

0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01

0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01

29.65
29.66
29.69
29.81
29.91
29.97
30.08
30.22
30.30
30.43

30.52
30.63
30.81
30.96
31.09
31.20

28.00
28.03
28.12
28.33
28.49
28.61
28.71
28.86
28.94
29.12

29.26
29.37
29.58
29.75
29.88
30.01

30.52
30.53
30.57
30.59
30.67
30.72
30.86
31.01
31.08
31.20

31.24
31.34
31.51
31.68
31.83
31.95

32.54
32.59
32.63
32.60
32.58
32.50
32.52
32.56
32.56
32.62

32.65
32.66
32.73
32.80
32.89
33.02

34.29
34.33
34.35
34.33
34.24
34.18
34.10
34.01
33.90
33.87

33.78
33.72
33.71
33.74
33.75
33.81

35.79
35.81
35.94
35.91
35.92
35.84
35.75
35.60
35.52
35.31

35.16
34.98
34.92
34.87
34.91
34.93

1972年以前は沖縄県を含まない．出生順位別出生率（総数を除く）の1950～64年および1966～67年は5歳階級による．

図４ 出生順位別合計特殊出生率：1950～2015年

図５ 出生順位別平均出生年齢：1950～2015年
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表８ 男女，年齢（５歳階級）別人口，死亡数および死亡率：2015年

Table8.Population,NumberofDeathsandSpecificMortalityRates

by5-YearAgeGroupandSex:2015

年齢
階級
x

総数 Bothsexes 男 Male 女 Female

人口
Px

死亡数
Dx

死亡率
mx

人口
P

M
x

死亡数
D

M
x

死亡率
m

M
x

人口
P

F
x

死亡数
D

F
x

死亡率
m

F
x

総数

0～4
5～9
10～14
15～19
20～24

25～29
30～34
35～39
40～44
45～49

50～54
55～59
60～64
65～69
70～74

75～79
80～84
85～89
90歳以上

125,319,299

4,942,989
5,267,749
5,573,821
5,977,783
5,883,485

6,292,857
7,184,240
8,238,135
9,686,096
8,619,451

7,908,558
7,520,250
8,489,534
9,710,272
7,751,648

6,329,432
5,012,035
3,148,873
1,782,091

1,290,444

2,693
452
470

1,221
2,102

2,617
3,550
5,404
9,774
13,545

19,725
28,747
52,239
88,324
114,370

153,526
222,538
256,344
312,802

0.01030

0.00054
0.00009
0.00008
0.00020
0.00036

0.00042
0.00049
0.00066
0.00101
0.00157

0.00249
0.00382
0.00615
0.00910
0.01475

0.02426
0.04440
0.08141
0.17553

61,022,756

2,528,080
2,698,523
2,855,328
3,073,597
3,014,733

3,210,180
3,652,706
4,191,265
4,922,423
4,365,334

3,982,000
3,749,854
4,181,397
4,699,236
3,608,735

2,806,665
2,009,820
1,065,311
407,569

666,707

1,474
253
267
836

1,516

1,787
2,326
3,457
6,217
8,661

12,845
19,470
36,160
61,457
76,957

97,016
126,830
120,875
88,301

0.01093

0.00058
0.00009
0.00009
0.00027
0.00050

0.00056
0.00064
0.00082
0.00126
0.00198

0.00323
0.00519
0.00865
0.01308
0.02133

0.03457
0.06311
0.11346
0.21665

64,296,543

2,414,909
2,569,226
2,718,493
2,904,186
2,868,752

3,082,677
3,531,534
4,046,870
4,763,673
4,254,117

3,926,558
3,770,396
4,308,137
5,011,036
4,142,913

3,522,767
3,002,215
2,083,562
1,374,522

623,737

1,219
199
203
384
586

830
1,224
1,947
3,557
4,885

6,880
9,276
16,078
26,867
37,413

56,510
95,708
135,469
224,502

0.00970

0.00050
0.00008
0.00007
0.00013
0.00020

0.00027
0.00035
0.00048
0.00075
0.00115

0.00175
0.00246
0.00373
0.00536
0.00903

0.01604
0.03188
0.06502
0.16333

本表の数値は，前掲表1の標準化死亡率の2015年分算定に用いたものである．
人口は，総務省統計局『平成27年国勢調査 年齢・国籍不詳をあん分した人口（参考表）』による2015年10月1
日現在の日本人人口．死亡数は，厚生労働省政策統括官（統計・情報政策担当）の2015年『人口動態統計』に
よる．なお，死亡数は年齢不詳分を既知の男女年齢別数値の割合に応じて按分補正したものである．

表９ 女性の安定人口増加率，出生率，および死亡率ならびに平均世代間隔

：2015年，2014年

Table9.IntrinsicVitalRatesandAverageLengthofGenerationof

StablePopulationforFemale:2015,2014

安定人口指標 2015年 2014年 差

安定人口増加率

安定人口出生率

安定人口死亡率

安定人口平均世代間隔

静止人口平均年齢

静止人口平均世代間隔

γ

b

d

T

u

α

-0.01129

0.00665

0.01794

31.34926

44.47532

31.20284

-0.01203

0.00642

0.01845

31.24030

44.38331

31.08346

0.00075

0.00023

-0.00052

0.10896

0.09201

0.11938
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表10 女性の安定人口年齢（各歳・５歳階級別）構造係数：2015年

Table10.AgeCompositionofStablePopulationforFemale:2015

年齢
X

構造係数
C

F
x

年齢
X

構造係数
C

F
x

年齢
X

構造係数
C

F
x

年齢
X

構造係数
C

F
x

年齢
X

構造係数
C

F
x

0
1
2
3
4

5
6
7
8
9

10
11
12
13
14

15
16
17
18
19

20
21
22
23
24

0.00668
0.00675
0.00683
0.00690
0.00698

0.00706
0.00714
0.00722
0.00730
0.00738

0.00747
0.00755
0.00764
0.00772
0.00781

0.00790
0.00799
0.00808
0.00817
0.00826

0.00835
0.00844
0.00854
0.00863
0.00873

25
26
27
28
29

30
31
32
33
34

35
36
37
38
39

40
41
42
43
44

45
46
47
48
49

0.00883
0.00892
0.00902
0.00912
0.00922

0.00933
0.00943
0.00953
0.00964
0.00974

0.00985
0.00996
0.01007
0.01017
0.01028

0.01039
0.01051
0.01062
0.01073
0.01084

0.01096
0.01107
0.01118
0.01130
0.01141

50
51
52
53
54

55
56
57
58
59

60
61
62
63
64

65
66
67
68
69

70
71
72
73
74

0.01152
0.01163
0.01175
0.01186
0.01197

0.01208
0.01219
0.01230
0.01241
0.01251

0.01262
0.01272
0.01282
0.01292
0.01301

0.01310
0.01318
0.01326
0.01334
0.01340

0.01346
0.01351
0.01355
0.01358
0.01359

75
76
77
78
79

80
81
82
83
84

85
86
87
88
89

90
91
92
93
94

95
96
97
98
99
100～

0.01359
0.01357
0.01352
0.01345
0.01334

0.01319
0.01300
0.01277
0.01247
0.01212

0.01171
0.01123
0.01068
0.01006
0.00938

0.00863
0.00783
0.00698
0.00612
0.00527

0.00444
0.00366
0.00295
0.00231
0.00176
0.00405

0～4
5～9
10～14
15～19
20～24

25～29
30～34
35～39
40～44
45～49

50～54
55～59
60～64
65～69
70～74

75～79
80～84
85～89
90～94
95～99

100～

総数
0～14
15～64
65～

0.03414
0.03610
0.03819
0.04038
0.04269

0.04512
0.04766
0.05033
0.05309
0.05591

0.05873
0.06148
0.06408
0.06629
0.06770

0.06747
0.06356
0.05306
0.03484
0.01512

0.00405

1.00000
0.10843
0.51948
0.37209

表11 男女別安定人口年齢構造と実際人口年齢構造：2015年

Table11.AgeCompositionofStablePopulationandActualPopulation:2015
（％）

年齢

Age

x

安定人口年齢構造
Agecompositionofstablepopulation

実際人口年齢構造
Agecompositionofactualpopulation

男女計
Bothsexes

男
Male

女
Female

男女計
Bothsexes

男
Male

女
Female

総数

0～4
5～9
10～14
15～19
20～24

25～29
30～34
35～39
40～44
45～49

50～54
55～59
60～64
65～69
70～74

75～79
80～84
85～89
90～94
95～99
100～

0～14
15～64
65～

100.00

3.61
3.82
4.04
4.27
4.51

4.76
5.03
5.30
5.59
5.88

6.15
6.41
6.62
6.74
6.71

6.46
5.76
4.43
2.63
1.04
0.25

11.46
54.52
34.02

48.46

1.85
1.96
2.07
2.19
2.31

2.44
2.57
2.71
2.85
2.99

3.13
3.24
3.32
3.32
3.23

2.98
2.48
1.69
0.83
0.26
0.05

5.87
27.74
14.84

51.54

1.76
1.86
1.97
2.08
2.20

2.33
2.46
2.59
2.74
2.88

3.03
3.17
3.30
3.42
3.49

3.48
3.28
2.73
1.80
0.78
0.21

5.59
26.77
19.18

100.00

3.94
4.20
4.45
4.77
4.69

5.02
5.73
6.57
7.73
6.88

6.31
6.00
6.77
7.75
6.19

5.05
4.00
2.51
1.08
0.29
0.05

12.60
60.49
26.92

48.69

2.02
2.15
2.28
2.45
2.41

2.56
2.91
3.34
3.93
3.48

3.18
2.99
3.34
3.75
2.88

2.24
1.60
0.85
0.27
0.05
0.01

6.45
30.60
11.65

51.31

1.93
2.05
2.17
2.32
2.29

2.46
2.82
3.23
3.80
3.39

3.13
3.01
3.44
4.00
3.31

2.81
2.40
1.66
0.82
0.24
0.04

6.15
29.89
15.27

安定人口年齢構造係数のうち男性の求め方は岡崎陽一（1999）『人口統計学〔増補改訂版〕』古今書院を参照．
実際人口年齢構造係数は，総務省統計局『平成27年国勢調査 年齢・国籍不詳をあん分した人口（参考表）』
による2015年10月1日現在の日本人人口．
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参考表１ 2015年出生率，死亡率一定による人口指標

年次
人口動態率（‰） 人口総数

（1,000人）

年齢構造係数（％） 人口１）

性比増加率 出生率 死亡率 0～14歳 15～64歳 65歳以上 75歳以上

2015
2016
2017
2018
2019
2020

2030
2040
2050
2060
2070
2080
2090

2100
2110
2120
2130
2140
2150
2160
2170
2180
2190

2200
2210
2220
2230
2240
2250
2260
2270
2280
2290

2300
2310
2320
2330
2340
2350
2360
2370
2380
2390

2400
2410
2420
2430
2440
2450
2460
2470
2480
2490

2500
2600
2700
2800
2900

3000

-2.30
-2.84
-3.35
-3.85
-4.32
-4.77

-8.09
-10.12
-10.74
-12.56
-12.57
-11.35
-11.26

-11.30
-11.30
-11.25
-11.30
-11.30
-11.27
-11.29
-11.30
-11.28
-11.28

-11.29
-11.28
-11.28
-11.29
-11.29
-11.28
-11.29
-11.29
-11.28
-11.29

-11.29
-11.29
-11.29
-11.29
-11.29
-11.29
-11.29
-11.29
-11.29
-11.29

-11.29
-11.29
-11.29
-11.29
-11.29
-11.29
-11.29
-11.29
-11.29
-11.29

-11.29
-11.29
-11.29
-11.29
-11.29

-11.29

8.07
7.90
7.75
7.62
7.50
7.40

7.05
6.93
6.89
6.86
7.00
7.05
7.02

7.03
7.05
7.03
7.03
7.04
7.03
7.03
7.04
7.03
7.03

7.03
7.03
7.03
7.03
7.03
7.03
7.03
7.03
7.03
7.03

7.03
7.03
7.03
7.03
7.03
7.03
7.03
7.03
7.03
7.03

7.03
7.03
7.03
7.03
7.03
7.03
7.03
7.03
7.03
7.03

7.03
7.03
7.03
7.03
7.03

7.03

10.37
10.74
11.11
11.47
11.82
12.17

15.14
17.05
17.63
19.42
19.57
18.40
18.28

18.33
18.34
18.28
18.33
18.34
18.30
18.32
18.33
18.31
18.31

18.33
18.32
18.31
18.32
18.32
18.32
18.32
18.32
18.32
18.32

18.32
18.32
18.32
18.32
18.32
18.32
18.32
18.32
18.32
18.32

18.32
18.32
18.32
18.32
18.32
18.32
18.32
18.32
18.32
18.32

18.32
18.32
18.32
18.32
18.32

18.32

127,095
126,803
126,444
126,021
125,537
124,995

117,250
107,007
96,446
85,955
75,609
67,094
59,957

53,555
47,831
42,733
38,176
34,096
30,458
27,210
24,303
21,709
19,394

17,323
15,474
13,823
12,348
11,029
9,852
8,801
7,861
7,022
6,273

5,603
5,005
4,471
3,994
3,568
3,187
2,847
2,543
2,272
2,029

1,813
1,619
1,446
1,292
1,154
1,031
921
823
735
656

586
190
61
20
6

2

12.55
12.46
12.36
12.29
12.22
12.17

11.58
11.26
11.22
11.23
11.36
11.48
11.48

11.45
11.47
11.48
11.45
11.46
11.47
11.46
11.46
11.47
11.46

11.46
11.47
11.46
11.46
11.46
11.46
11.46
11.46
11.46
11.46

11.46
11.46
11.46
11.46
11.46
11.46
11.46
11.46
11.46
11.46

11.46
11.46
11.46
11.46
11.46
11.46
11.46
11.46
11.46
11.46

11.46
11.46
11.46
11.46
11.46

11.46

60.81
60.28
59.86
59.52
59.28
59.04

57.88
54.70
52.96
53.42
54.21
54.61
54.47

54.56
54.54
54.48
54.53
54.54
54.50
54.52
54.53
54.51
54.52

54.53
54.52
54.51
54.53
54.52
54.52
54.52
54.52
54.52
54.52

54.52
54.52
54.52
54.52
54.52
54.52
54.52
54.52
54.52
54.52

54.52
54.52
54.52
54.52
54.52
54.52
54.52
54.52
54.52
54.52

54.52
54.52
54.52
54.52
54.52

54.52

26.65
27.27
27.78
28.19
28.50
28.79

30.54
34.04
35.83
35.35
34.43
33.91
34.05

34.00
33.99
34.04
34.01
34.00
34.03
34.02
34.01
34.02
34.02

34.01
34.02
34.02
34.01
34.02
34.02
34.02
34.02
34.02
34.02

34.02
34.02
34.02
34.02
34.02
34.02
34.02
34.02
34.02
34.02

34.02
34.02
34.02
34.02
34.02
34.02
34.02
34.02
34.02
34.02

34.02
34.02
34.02
34.02
34.02

34.02

12.84
13.33
13.81
14.23
14.66
14.84

18.47
18.60
21.46
22.53
20.99
20.52
20.48

20.61
20.52
20.55
20.61
20.54
20.55
20.59
20.56
20.55
20.58

20.57
20.55
20.57
20.57
20.56
20.56
20.57
20.56
20.56
20.57

20.56
20.56
20.57
20.56
20.56
20.56
20.56
20.56
20.56
20.56

20.56
20.56
20.56
20.56
20.56
20.56
20.56
20.56
20.56
20.56

20.56
20.56
20.56
20.56
20.56

20.56

94.77
94.73
94.68
94.63
94.58
94.53

93.99
93.64
93.61
93.03
93.38
94.03
94.06

94.04
94.06
94.08
94.06
94.06
94.08
94.07
94.06
94.07
94.07

94.06
94.07
94.07
94.07
94.07
94.07
94.07
94.07
94.07
94.07

94.07
94.07
94.07
94.07
94.07
94.07
94.07
94.07
94.07
94.07

94.07
94.07
94.07
94.07
94.07
94.07
94.07
94.07
94.07
94.07

94.07
94.07
94.07
94.07
94.07

94.07

2015年男女年齢（各歳）別人口（総人口）を基準人口とし，2015年における女性の年齢別出生率（合計特殊
出生率：1.45），出生性比（105.1）および生命表による死亡率（平均寿命男：80.79年，女：87.05年）が今後
一定であるとした場合の将来の人口指標であり，安定人口に到達する経過ならびにその状態を示す．
なお，人口動態率は，当年10月～翌年9月間について平均人口を分母とした率である．国際人口移動はゼロ
としている．
人口および諸指標の求め方は石川晃（2004）「安定人口モデルを用いた新たな人口再生産率諸指標」『人口問
題研究』60-4を参照．
1）女性人口総数に対する男性人口総数．
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参考表２ 2015年以降人口置換出生率，死亡率一定による人口指標

年次
人口動態率（‰） 人口総数

（1,000人）

年齢構造係数（％） 人口１）

性比増加率 出生率 死亡率 0～14歳 15～64歳 65歳以上 75歳以上

2015
2016
2017
2018
2019
2020

2030
2040
2050
2060
2070
2080
2090

2100
2110
2120
2130
2140
2150
2160
2170
2180
2190

2200
2300
2400
2500

3000

1.12
0.51
-0.07
-0.62
-1.13
-1.60

-4.87
-6.13
-4.03
-4.49
-3.46
-0.53
0.34

-0.04
-0.21
0.19
0.02
-0.14
0.08
0.05
-0.09
0.02
0.05

-0.05
-0.01
-0.00
0.00

-0.00

11.48
11.20
10.95
10.73
10.53
10.36

9.55
9.56
11.38
11.28
11.23
12.21
12.12

11.60
12.01
12.11
11.75
11.92
12.06
11.84
11.89
12.02
11.90

11.89
11.93
11.93
11.93

11.93

10.36
10.69
11.02
11.34
11.66
11.96

14.42
15.69
15.41
15.78
14.69
12.74
11.78

11.65
12.22
11.92
11.73
12.06
11.99
11.79
11.98
11.99
11.85

11.93
11.94
11.93
11.93

11.93

127,095
127,237
127,302
127,294
127,215
127,072

123,016
116,210
110,291
105,902
101,422
99,319
99,383

99,568
99,399
99,370
99,524
99,438
99,387
99,484
99,455
99,405
99,459

99,458
99,441
99,442
99,443

99,443

12.55
12.75
12.96
13.17
13.38
13.60

15.73
14.87
15.61
17.41
17.40
17.44
18.20

17.89
17.55
18.00
17.94
17.66
17.89
17.94
17.74
17.84
17.92

17.79
17.83
17.84
17.84

17.84

60.81
60.07
59.45
58.93
58.50
58.08

55.16
53.78
53.06
53.90
56.93
59.66
57.78

57.95
58.85
58.14
57.97
58.58
58.30
58.05
58.42
58.35
58.13

58.33
58.30
58.28
58.28

58.28

26.65
27.17
27.59
27.91
28.12
28.32

29.11
31.35
31.33
28.69
25.67
22.91
24.02

24.16
23.60
23.86
24.09
23.76
23.81
24.02
23.84
23.81
23.96

23.88
23.87
23.88
23.88

23.88

12.84
13.28
13.72
14.09
14.47
14.60

17.60
17.12
18.77
18.28
15.65
13.86
12.36

13.89
13.82
13.05
13.63
13.77
13.28
13.50
13.71
13.41
13.46

13.64
13.53
13.52
13.52

13.52

94.77
94.76
94.75
94.73
94.71
94.69

94.48
94.50
94.97
95.16
96.15
97.28
97.73

97.72
97.47
97.68
97.72
97.55
97.63
97.70
97.60
97.62
97.68

97.62
97.63
97.63
97.64

97.63

2015年男女年齢（各歳）別人口（総人口）を基準人口とし，2015年における人口置換水準（合計特殊出生率：
2.07），出生性比（105.1）および生命表による死亡率（平均寿命男：80.79年，女：87.05年）が今後一定であ
るとした場合の将来の人口指標であり，静止人口に到達する経過ならびにその状態を示す．
なお，人口動態率は，当年10月～翌年9月間について平均人口を分母とした率である．国際人口移動はゼロ
としている．
人口および諸指標の求め方は石川晃（2004）「安定人口モデルを用いた新たな人口再生産率諸指標」『人口問
題研究』60-4を参照．
1）女性人口総数に対する男性人口総数．

参考図 2015年以降出生率，死亡率一定による人口総数
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都道府県別標準化人口動態率：2015年

わが国の都道府県別標準化人口動態率は，1925年，1930年，1950年以降5年ごとの国勢調査年次，

1985年以降は毎年，研究所によって公表されている1）．今回は2015年の結果について概説する．

標準化人口動態率の算出に用いた資料は次の通り．

出生数・死亡数（日本人のみ）：厚生労働省政策統括官（統計・情報政策担当）『平成27年 人口動

態統計 中巻』

人口（日本人人口）：総務省統計局『平成27年国勢調査 年齢・国籍不詳をあん分した人口（参考

表）』

標準化の手法はNewsholeme-Stevensonの任意標準人口標準化法の直接法 2）であり，標準人口と

して1930年，および2015年の全国人口を用いた．

年齢別人口動態率（出生率および死亡率）は5歳階級別に算出した3）．ただし，母の年齢別出生数

の15歳未満は15～19歳に含め，50歳以上は45～49歳に含めた．また，死亡率算出の最終年齢階級は85

歳以上一括とした．なお，出生数および死亡数における年齢不詳分は，既知の（年齢不詳を除く）年

齢階級別の分布に応じて按分した． （別府志海・佐々井 司）

主要結果

1930年の全国人口を標準とした出生率は，2015年全国人口標準化率と比べすべての都道府県で高く

なっている．出生率における両者の差は，1930年人口と2015年人口における男女および年齢構成の違

いによって生じている．都道府県別にみると，最も差が小さいのは東京都の0.78であり，次いで神奈

川県1.23，京都府の1.26と，大都市圏にある都府県が続く．一方，乖離が最も大きい都道府県は沖縄

県であり，宮崎県，福島県と続く．

出生数を総人口で除した普通出生率は沖縄県で最も高く，秋田県で最も低くなっているが，2015年

全国人口標準化出生率をみると，沖縄県が最も高いことに変わりはないものの，最低は東京都になる

など，その他の都道府県は順位が大きく変動する（表1）．

普通率に比べて2015年標準化率が低いのは，東京都，沖縄県，福岡県など11地域であり，なかでも

東京都は2015年標準化率が最低で，普通率との差も1.5ポイントと大きい．ちなみに，1930年標準化

率が普通率を下回るのは東京都だけである．その他の地域では2015年標準化率が普通率を上回ってお

り，なかでも島根県，山口県などではその乖離が顕著である．このような都道府県ごとに観測される

普通率と標準化率の差異は，分母である人口における年齢構造の違いを反映したものである．

次に死亡率についてみてみよう（表1）．普通死亡率は，秋田県で最も高く，沖縄県で最も低くなっ
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1）前年（2014年）の結果については，別府志海・佐々井司「都道府県別標準化人口動態率：2014年」『人口問

題研究』第71巻第4号，2015年12月，pp.402～407を参照のこと．

2）各都道府県における人口の年齢構造が標準人口と同じと仮定し，各都道府県の年齢別出生率，死亡率を適用

した場合に得られる出生数，死亡数を標準人口総数で割ったものである．ただし，出生率は女性についてのみ

計算する．これによって，人口の年齢構造の影響を除いた出生率，死亡率および人口増加率の水準が示される．

3）女性の年齢別出生率の詳細については，本号掲載の，別府 志海・佐々井 司「都道府県別にみた女性の年齢

（5歳階級）別出生率および合計特殊出生率：2015年」を参照のこと．



ているが，1930年全国人口を標準とした死亡率は，普通率を大幅に下回ると同時に，都道府県間の格

差が極めて小さい．次に2015年全国人口標準化率をみると，1930年標準化率に比べ，すべての都道府

県において死亡水準が顕著に高くなると同時に，都道府県間のばらつきが大きくなっている．総じて，

年齢別の死亡率自体は地域間の違いが比較的小さいものの，人口構造の違いを反映する普通率では都

道府県間格差が鮮明になる．さらに，1930年標準化率に比して2015年標準化率における都道府県間の

ばらつきが大きくなっていることから，人口高齢化により高年齢における死亡率の違いが顕在化して

いることも分かる．ところで，秋田県，島根県，高知県などにおいて普通死亡率が2015年標準化率に

比して高くなる要因として，これらの地域における人口の年齢構成が全国平均と比べてかなり“高齢

化”していることが挙げられる．逆に，埼玉県，愛知県，沖縄県など13地域においては，全国平均と

比較して人口構造が“若い”ことなどを反映して，普通率が2015年標準化率よりも低くなっている．

出生率と死亡率の差である自然増加率は，1930年全国人口を標準とした場合，都道府県間でその水

準にばらつきがみられるものの，全都道府県で6‰以上となっている．普通率は，東京都，愛知県，

滋賀県，沖縄県の4県でプラスになっているが，その他の地域ではマイナスである（表1，図）．し

かしながら，2015年全国人口標準化率でプラスの都道府県は沖縄県のみであり，普通率ではプラスで

あった東京都，愛知県，滋賀県はマイナスに転じている．

1930年の全国人口を標準とした各指標の推移をみると，出生率は1950年以降すべての都道府県にお

いて低下傾向にある（表2）．1960年から1970年の間では神奈川県，愛知県，京都府，大阪府などの

都市的な都道府県を中心に上昇が観測される．1970年以降はすべての地域で再び低下するが，2005年

から2010年の間は秋田県以外，2010年から2015年の間は山形県，新潟県，福井県，静岡県，宮崎県の

5県以外で上昇している．死亡率については，1950年以降すべての都道府県においてほぼ一貫して低

下傾向が続いてきた（表3）．自然増加率の推移は上述の出生率，死亡率双方の動向を反映している

が，寄与度の関係から出生率の動向が反映されやすくなっている（表4）．概して，2005年頃まで低

下を続けた後に若干上昇傾向にあるものの，近年では人口増加率が低下する地域もみられる．
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図 都道府県別自然増加率の普通率と標準化率の比較：2015年
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表１ 都道府県別，標準化人口動態率：2015年
（‰）

都道府県
1930年全国人口標準 2015年全国人口標準 ［参考］普通率

出生率 死亡率 増加率 出生率 死亡率 増加率 出生率 死亡率 増加率

1
2
3
4
5

6
7
8
9
10

11
12
13
14
15

16
17
18
19
20

21
22
23
24
25

26
27
28
29
30

31
32
33
34
35

36
37
38
39
40

41
42
43
44
45

46
47

全 国

北 海 道
青 森
岩 手
宮 城
秋 田

山 形
福 島
茨 城
栃 木
群 馬

埼 玉
千 葉
東 京
神 奈 川
新 潟

富 山
石 川
福 井
山 梨
長 野

岐 阜
静 岡
愛 知
三 重
滋 賀

京 都
大 阪
兵 庫
奈 良
和 歌 山

鳥 取
島 根
岡 山
広 島
山 口

徳 島
香 川
愛 媛
高 知
福 岡

佐 賀
長 崎
熊 本
大 分
宮 崎

鹿 児 島
沖 縄

平 均
標 準 偏 差
変動係数％�

9.62

8.82
9.68
10.13
9.09
9.10

9.94
10.78
9.95
10.02
9.96

9.13
9.07
7.89
9.03
9.57

10.03
10.23
10.84
9.91
10.52

10.39
10.34
10.38
10.41
10.64

8.76
9.18
9.78
9.07
10.41

11.11
11.97
10.33
10.74
10.88

10.29
11.06
10.45
10.19
10.16

11.17
11.24
11.37
10.78
11.64

11.47
13.27

10.24
0.96
9.39

1.67

1.78
2.01
1.85
1.61
1.85

1.70
1.82
1.81
1.77
1.69

1.68
1.68
1.62
1.60
1.64

1.67
1.62
1.54
1.65
1.48

1.64
1.64
1.63
1.67
1.51

1.58
1.76
1.65
1.55
1.78

1.76
1.64
1.59
1.61
1.73

1.74
1.66
1.74
1.70
1.66

1.67
1.71
1.59
1.59
1.72

1.80
1.77

1.68
0.10
5.91

7.94

7.05
7.67
8.28
7.48
7.24

8.24
8.96
8.14
8.25
8.28

7.45
7.39
6.28
7.44
7.93

8.36
8.61
9.30
8.26
9.04

8.75
8.70
8.75
8.74
9.13

7.18
7.42
8.13
7.51
8.64

9.34
10.33
8.74
9.14
9.15

8.55
9.40
8.71
8.49
8.50

9.50
9.53
9.78
9.18
9.92

9.67
11.50

8.55
0.96
11.25

8.02

7.19
7.71
8.04
7.50
7.35

8.07
8.53
8.07
8.16
8.14

7.72
7.65
7.12
7.81
7.95

8.29
8.46
8.93
8.31
8.74

8.54
8.46
8.64
8.49
8.86

7.50
7.69
8.15
7.65
8.33

8.97
9.74
8.43
8.73
8.66

8.37
8.85
8.29
8.21
8.36

8.94
9.07
9.18
8.69
9.20

9.25
10.79

8.38
0.68
8.12

10.30

10.37
11.65
10.68
9.97
10.76

10.33
10.93
10.80
10.72
10.44

10.48
10.26
9.99
9.87
10.20

10.27
10.16
9.91
10.16
9.40

10.33
10.30
10.33
10.54
9.80

9.91
10.70
10.31
9.94
11.01

10.39
10.14
10.11
10.12
10.59

10.62
10.13
10.58
10.36
10.27

10.40
10.36
9.80
9.92
10.37

10.55
9.86

10.32
0.38
3.72

-2.27

-3.18
-3.94
-2.64
-2.47
-3.41

-2.25
-2.40
-2.73
-2.56
-2.30

-2.76
-2.61
-2.87
-2.06
-2.24

-1.98
-1.70
-0.97
-1.85
-0.66

-1.79
-1.84
-1.69
-2.05
-0.95

-2.40
-3.02
-2.16
-2.29
-2.67

-1.41
-0.40
-1.68
-1.39
-1.93

-2.25
-1.28
-2.29
-2.14
-1.91

-1.46
-1.29
-0.62
-1.23
-1.16

-1.29
0.93

-1.94
0.86

-44.08

8.02

6.85
6.61
6.92
7.76
5.74

7.00
7.45
7.55
7.86
7.36

7.83
7.67
8.62
8.18
7.13

7.17
7.93
8.02
7.27
7.55

7.75
7.79
8.97
7.82
9.06

7.66
8.13
8.07
7.25
7.33

8.11
8.06
8.19
8.43
7.44

7.43
7.96
7.37
6.97
8.95

8.52
8.05
8.76
7.87
8.38

8.60
11.91

7.86
0.89
11.35

10.30

11.32
13.14
12.95
9.95
14.50

13.38
12.70
10.79
10.54
11.12

8.74
9.15
8.50
8.44
12.34

12.06
10.73
11.54
11.70
11.84

11.02
10.86
8.76
11.29
8.98

9.94
9.62
10.15
10.27
13.09

12.76
13.94
11.31
10.64
13.07

13.10
11.96
12.77
13.82
9.95

11.70
12.31
11.64
12.06
12.26

13.00
7.96

11.35
1.62
14.27

-2.27

-4.47
-6.54
-6.03
-2.19
-8.76

-6.37
-5.25
-3.24
-2.68
-3.75

-0.91
-1.48
0.12
-0.25
-5.22

-4.89
-2.80
-3.53
-4.43
-4.29

-3.27
-3.07
0.21
-3.47
0.08

-2.27
-1.49
-2.08
-3.02
-5.76

-4.64
-5.88
-3.11
-2.21
-5.64

-5.67
-4.00
-5.40
-6.85
-0.99

-3.18
-4.26
-2.88
-4.19
-3.88

-4.40
3.95

-3.50
2.27

-64.84

率算出の分母人口は，日本人人口1,000についてのものである．
変動係数（％）＝標準偏差／平均×100



―375―

表２ 都道府県別，標準化出生率：1950～2015年
（‰）

都道府県 1950年 1960年 1970年 1980年 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2015年
順位

1
2
3
4
5

6
7
8
9
10

11
12
13
14
15

16
17
18
19
20

21
22
23
24
25

26
27
28
29
30

31
32
33
34
35

36
37
38
39
40

41
42
43
44
45

46
47

全 国

北 海 道
青 森
岩 手
宮 城
秋 田

山 形
福 島
茨 城
栃 木
群 馬

埼 玉
千 葉
東 京
神 奈 川
新 潟

富 山
石 川
福 井
山 梨
長 野

岐 阜
静 岡
愛 知
三 重
滋 賀

京 都
大 阪
兵 庫
奈 良
和 歌 山

鳥 取
島 根
岡 山
広 島
山 口

徳 島
香 川
愛 媛
高 知
福 岡

佐 賀
長 崎
熊 本
大 分
宮 崎

鹿 児 島
沖 縄

平 均
標 準 偏 差
変動係数％�

25.33

31.56
33.73
31.45
29.78
30.34

27.47
30.83
27.60
28.34
25.85

26.71
24.94
18.82
22.35
27.40

25.70
25.30
25.76
24.87
22.14

25.01
25.86
22.93
23.40
22.77

19.62
20.14
21.69
21.75
21.88

24.56
27.47
22.80
22.95
25.76

28.03
24.13
28.27
24.59
27.25

29.65
31.00
28.19
27.37
30.24

28.71
…

26.02
3.42

13.16

14.69

16.03
18.25
16.86
15.59
15.65

15.06
17.63
16.58
15.91
14.46

15.40
15.40
12.18
13.62
15.49

14.46
15.39
16.14
15.08
13.71

15.12
15.46
13.95
14.52
14.70

12.48
13.27
13.97
13.79
14.47

15.23
15.80
14.16
14.25
14.33

15.10
13.80
15.47
14.69
14.10

16.99
19.50
16.42
15.08
17.89

18.98
…

15.27
1.52
9.95

15.26

14.30
16.75
15.52
15.10
14.08

14.70
15.92
16.81
16.02
15.56

16.95
16.58
13.92
16.09
15.33

14.53
15.52
15.63
15.62
14.94

15.62
15.58
16.14
15.08
15.95

14.52
15.77
15.49
15.21
15.53

14.46
14.82
15.08
15.30
14.61

14.65
14.60
14.86
14.67
14.13

15.50
16.79
14.56
14.48
15.87

15.92
…

15.33
0.77
5.00

12.76

11.99
13.73
14.42
13.67
13.26

14.20
14.63
13.75
13.65
13.22

12.58
12.63
10.17
12.28
13.74

13.18
13.93
14.34
12.66
13.57

13.25
13.19
13.33
13.52
14.36

12.01
12.17
12.84
12.34
13.38

14.23
14.74
13.79
13.56
13.17

13.06
13.49
13.19
12.10
12.62

14.09
13.55
13.47
13.37
14.26

14.19
17.12

13.40
1.01
7.56

10.74

10.15
11.18
12.27
11.11
11.23

12.44
12.79
11.69
11.91
11.55

10.47
10.30
8.41
10.11
11.98

11.24
11.48
12.56
11.37
11.90

11.16
11.36
11.13
11.62
12.45

10.29
10.27
10.80
10.49
11.21

12.97
13.21
11.93
11.63
11.17

11.60
11.52
11.44
10.96
10.66

12.38
11.96
11.73
11.22
11.97

12.21
13.71

11.47
0.93
8.12

9.90

9.24
11.03
11.46
10.21
11.00

11.87
12.18
10.73
10.68
10.94

9.73
9.39
7.49
9.18
11.16

10.56
10.31
11.84
11.08
11.34

10.51
10.41
10.29
10.60
11.06

9.10
9.29
9.86
9.44
10.52

11.95
12.22
10.92
10.43
10.65

10.81
10.74
10.83
10.69
9.91

11.51
11.23
11.31
10.91
12.05

11.28
13.05

10.70
0.99
9.27

9.51

8.65
10.39
10.94
9.69
10.19

11.40
11.67
10.27
10.38
10.56

8.91
8.94
7.16
8.71
10.55

10.18
10.15
11.17
10.46
10.93

10.24
10.29
10.04
10.41
10.60

8.74
9.10
9.56
8.95
10.25

11.39
11.51
10.60
9.85
10.34

10.25
10.84
10.19
10.20
9.39

11.68
10.95
10.94
10.54
11.37

11.03
12.83

10.28
0.99
9.67

8.72

8.04
9.05
9.87
8.57
9.33

10.14
10.53
9.19
9.69
9.66

8.37
8.34
6.62
8.04
9.21

9.47
9.27
10.42
9.46
10.00

9.46
9.62
9.26
9.49
9.58

7.95
8.30
8.56
8.08
9.24

10.27
10.41
9.49
9.34
9.64

8.80
9.96
9.48
9.19
8.64

10.27
10.02
10.16
9.74
10.38

10.30
11.95

9.38
0.90
9.59

9.40

8.65
9.55
10.09
8.87
9.01

10.14
10.54
9.84
9.85
9.96

8.86
9.03
7.30
8.70
9.72

9.65
9.77
10.94
9.86
10.31

10.09
10.50
10.27
10.37
10.42

8.53
8.99
9.52
8.66
10.15

10.62
11.51
10.29
10.68
10.83

9.77
10.87
10.40
9.71
9.80

11.09
11.07
11.11
10.74
11.67

11.13
12.82

10.05
0.98
9.73

9.62

8.82
9.68
10.13
9.09
9.10

9.94
10.78
9.95
10.02
9.96

9.13
9.07
7.89
9.03
9.57

10.03
10.23
10.84
9.91
10.52

10.39
10.34
10.38
10.41
10.64

8.76
9.18
9.78
9.07
10.41

11.11
11.97
10.33
10.74
10.88

10.29
11.06
10.45
10.19
10.16

11.17
11.24
11.37
10.78
11.64

11.47
13.27

10.24
0.96
9.39

-

45
36
28
41
40

33
12
32
30
31

39
42
47
44
37

29
25
11
34
16

20
22
21
19
15

46
38
35
43
18

8
2
23
14
10

24
9
17
26
27

7
6
5
13
3

4
1

1930年全国人口標準による．
率算出の分母人口は，1950年は総人口，1960～2015年は日本人人口による．
変動係数（％）＝標準偏差／平均×100
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表３ 都道府県別，標準化死亡率：1950～2015年
（‰）

都道府県 1950年 1960年 1970年 1980年 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2015年
順位

1
2
3
4
5

6
7
8
9
10

11
12
13
14
15

16
17
18
19
20

21
22
23
24
25

26
27
28
29
30

31
32
33
34
35

36
37
38
39
40

41
42
43
44
45

46
47

全 国

北 海 道
青 森
岩 手
宮 城
秋 田

山 形
福 島
茨 城
栃 木
群 馬

埼 玉
千 葉
東 京
神 奈 川
新 潟

富 山
石 川
福 井
山 梨
長 野

岐 阜
静 岡
愛 知
三 重
滋 賀

京 都
大 阪
兵 庫
奈 良
和 歌 山

鳥 取
島 根
岡 山
広 島
山 口

徳 島
香 川
愛 媛
高 知
福 岡

佐 賀
長 崎
熊 本
大 分
宮 崎

鹿 児 島
沖 縄

平 均
標 準 偏 差
変動係数％�

10.97

10.78
14.15
13.60
11.41
14.04

12.45
11.92
11.80
12.03
11.22

12.35
11.46
9.82
9.77

11.86

12.54
12.38
11.72
10.34
10.12

10.73
10.00
10.35
10.52
10.96

9.72
10.29
10.20
10.97
9.95

10.12
10.94
10.14
9.81

10.49

11.98
10.66
10.06
10.27
10.84

11.87
11.58
10.73
11.79
11.36

11.37
…

11.16
1.09
9.77

7.02

6.92
8.37
8.02
6.93
8.38

7.78
7.78
7.48
7.34
7.19

7.58
7.20
6.22
6.52
7.12

7.60
7.51
7.05
6.68
6.73

6.67
6.56
6.77
6.87
7.20

6.57
7.13
6.90
7.31
6.78

6.90
6.78
6.69
6.81
7.09

7.22
6.91
6.75
6.96
7.05

7.52
7.43
7.18
7.40
6.95

6.91
…

7.12
0.45
6.38

5.22

5.36
5.77
5.78
5.21
5.92

5.68
5.68
5.70
5.77
5.53

5.40
5.20
4.74
4.76
5.53

5.49
5.21
5.09
5.28
5.09

5.14
4.93
5.02
5.16
5.33

4.82
5.18
5.01
5.07
5.29

5.30
5.26
4.74
5.04
5.27

5.66
5.08
5.32
5.73
5.22

5.41
5.81
5.44
5.53
5.65

5.63
…

5.33
0.31
5.73

3.61

3.77
4.10
3.85
3.66
3.90

3.80
3.81
3.85
3.90
3.61

3.59
3.49
3.36
3.34
3.62

3.64
3.64
3.48
3.69
3.42

3.64
3.43
3.55
3.57
3.61

3.42
3.80
3.67
3.66
3.79

3.67
3.67
3.38
3.53
3.71

3.96
3.43
3.53
3.77
3.73

3.74
3.82
3.57
3.75
3.81

3.91
1.93

3.63
0.30
8.33

2.79

2.85
3.08
2.80
2.73
2.88

2.67
2.82
2.91
3.01
2.72

2.75
2.67
2.74
2.67
2.59

2.73
2.65
2.60
2.75
2.50

2.70
2.64
2.73
2.81
2.66

2.74
3.07
2.88
2.74
2.94

2.83
2.68
2.73
2.78
2.83

2.91
2.75
2.81
2.92
2.91

2.90
2.89
2.67
2.83
2.90

2.88
1.67

2.76
0.20
7.38

2.58

2.56
2.91
2.54
2.47
2.62

2.43
2.60
2.66
2.65
2.53

2.53
2.50
2.54
2.48
2.43

2.45
2.42
2.39
2.51
2.19

2.47
2.43
2.53
2.54
2.49

2.43
2.75
3.36
2.49
2.71

2.70
2.48
2.44
2.55
2.63

2.66
2.43
2.58
2.67
2.67

2.66
2.70
2.38
2.49
2.58

2.67
2.46

2.56
0.17
6.67

2.25

2.28
2.61
2.24
2.19
2.36

2.21
2.38
2.34
2.39
2.23

2.20
2.20
2.25
2.14
2.15

2.16
2.10
2.04
2.14
2.04

2.23
2.14
2.24
2.22
2.11

2.21
2.40
2.29
2.10
2.35

2.33
2.18
2.16
2.18
2.36

2.30
2.25
2.32
2.36
2.32

2.32
2.32
2.10
2.22
2.26

2.33
2.28

2.25
0.11
4.87

2.07

2.16
2.49
2.22
2.07
2.23

2.04
2.18
2.15
2.21
2.12

2.05
2.04
2.01
1.97
2.01

1.98
1.99
1.94
1.99
1.88

2.02
1.99
2.04
2.01
1.91

1.95
2.18
2.10
2.00
2.19

2.15
2.04
1.97
1.98
2.18

2.15
2.04
2.16
2.20
2.11

2.08
2.17
1.95
1.96
2.06

2.20
2.09

2.08
0.11
5.37

1.87

1.96
2.27
2.07
1.84
2.08

1.80
1.99
1.97
1.97
1.93

1.89
1.83
1.83
1.77
1.83

1.84
1.83
1.70
1.85
1.64

1.83
1.83
1.83
1.84
1.70

1.77
1.97
1.88
1.76
1.99

2.03
1.85
1.80
1.81
1.98

1.92
1.88
1.93
1.98
1.90

1.90
1.99
1.77
1.78
1.85

1.95
1.96

1.88
0.11
5.96

1.67

1.78
2.01
1.85
1.61
1.85

1.70
1.82
1.81
1.77
1.69

1.68
1.68
1.62
1.60
1.64

1.67
1.62
1.54
1.65
1.48

1.64
1.64
1.63
1.67
1.51

1.58
1.76
1.65
1.55
1.78

1.76
1.64
1.59
1.61
1.73

1.74
1.66
1.74
1.70
1.66

1.67
1.71
1.59
1.59
1.72

1.80
1.77

1.68
0.10
5.91

-

8
1
3
37
2

18
4
5
10
20

21
22
36
39
33

25
35
45
28
47

31
32
34
23
46

43
12
29
44
7

11
30
42
38
15

13
27
14
19
26

24
17
41
40
16

6
9

1930年全国人口標準による．
率算出の分母人口は，1950年は総人口，1960～2015年は日本人人口による．
変動係数（％）＝標準偏差／平均×100
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表４ 都道府県別，標準化自然増加率：1950～2015年
（‰）

都道府県 1950年 1960年 1970年 1980年 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2015年
順位

1
2
3
4
5

6
7
8
9
10

11
12
13
14
15

16
17
18
19
20

21
22
23
24
25

26
27
28
29
30

31
32
33
34
35

36
37
38
39
40

41
42
43
44
45

46
47

全 国

北 海 道
青 森
岩 手
宮 城
秋 田

山 形
福 島
茨 城
栃 木
群 馬

埼 玉
千 葉
東 京
神 奈 川
新 潟

富 山
石 川
福 井
山 梨
長 野

岐 阜
静 岡
愛 知
三 重
滋 賀

京 都
大 阪
兵 庫
奈 良
和 歌 山

鳥 取
島 根
岡 山
広 島
山 口

徳 島
香 川
愛 媛
高 知
福 岡

佐 賀
長 崎
熊 本
大 分
宮 崎

鹿 児 島
沖 縄

平 均
標 準 偏 差
変動係数％�

14.36

20.77
19.58
17.85
18.37
16.30

15.02
18.91
15.80
16.31
14.63

14.36
13.48
9.00

12.58
15.55

13.16
12.92
14.04
14.53
12.02

14.28
15.87
12.58
12.89
11.80

9.90
9.85

11.49
10.78
11.93

14.45
16.54
12.66
13.14
15.27

16.06
13.46
18.22
14.32
16.41

17.78
19.42
17.46
15.57
18.88

17.34
…

14.86
2.79

18.80

7.68

9.11
9.88
8.84
8.66
7.27

7.28
9.85
9.10
8.58
7.27

7.82
8.21
5.96
7.10
8.38

6.86
7.88
9.09
8.40
6.98

8.46
8.90
7.17
7.66
7.50

5.92
6.14
7.07
6.48
7.69

8.33
9.01
7.47
7.45
7.24

7.88
6.89
8.71
7.73
7.05

9.48
12.07
9.24
7.68
10.94

12.07
…

8.15
1.37
16.79

10.04

8.94
10.98
9.74
9.89
8.17

9.01
10.24
11.12
10.25
10.03

11.56
11.39
9.18
11.33
9.80

9.05
10.31
10.54
10.34
9.84

10.48
10.66
11.12
9.91
10.62

9.70
10.59
10.48
10.14
10.24

9.15
9.56
10.34
10.26
9.34

8.98
9.52
9.54
8.94
8.92

10.09
10.98
9.13
8.94
10.23

10.29
…

10.00
0.78
7.82

9.14

8.22
9.62
10.57
10.01
9.35

10.40
10.82
9.90
9.75
9.61

8.99
9.15
6.81
8.94
10.12

9.53
10.30
10.86
8.97
10.15

9.61
9.76
9.78
9.95
10.75

8.59
8.37
9.17
8.68
9.60

10.57
11.07
10.41
10.03
9.46

9.09
10.06
9.66
8.33
8.90

10.35
9.73
9.90
9.62
10.45

10.28
15.19

9.78
1.15
11.73

7.96

7.30
8.09
9.46
8.38
8.34

9.77
9.97
8.77
8.90
8.83

7.72
7.63
5.66
7.44
9.39

8.51
8.83
9.95
8.61
9.40

8.46
8.72
8.40
8.81
9.79

7.55
7.20
7.92
7.75
8.27

10.14
10.53
9.21
8.86
8.35

8.69
8.77
8.63
8.04
7.74

9.48
9.07
9.07
8.40
9.08

9.33
12.04

8.71
1.02
11.72

7.32

6.68
8.12
8.92
7.74
8.37

9.44
9.58
8.06
8.03
8.41

7.19
6.89
4.95
6.70
8.73

8.11
7.90
9.45
8.56
9.15

8.04
7.98
7.77
8.05
8.57

6.67
6.54
6.50
6.95
7.81

9.25
9.74
8.48
7.88
8.02

8.15
8.31
8.25
8.03
7.24

8.85
8.53
8.93
8.41
9.47

8.61
10.59

8.14
1.02
12.59

7.26

6.37
7.78
8.70
7.50
7.83

9.18
9.29
7.92
7.99
8.33

6.72
6.74
4.91
6.57
8.40

8.02
8.06
9.14
8.32
8.90

8.01
8.15
7.80
8.18
8.49

6.54
6.70
7.27
6.84
7.90

9.07
9.33
8.45
7.67
7.98

7.95
8.59
7.87
7.84
7.07

9.35
8.63
8.84
8.32
9.11

8.70
10.55

8.04
0.99
12.37

6.66

5.89
6.56
7.65
6.51
7.09

8.10
8.35
7.04
7.48
7.54

6.32
6.30
4.62
6.07
7.20

7.49
7.28
8.48
7.47
8.13

7.44
7.63
7.22
7.49
7.67

5.99
6.12
6.47
6.08
7.05

8.12
8.37
7.53
7.35
7.47

6.65
7.92
7.32
6.99
6.54

8.19
7.86
8.21
7.78
8.31

8.10
9.86

7.30
0.90
12.35

7.53

6.69
7.29
8.02
7.03
6.94

8.33
8.55
7.87
7.88
8.03

6.98
7.20
5.47
6.93
7.89

7.81
7.94
9.24
8.01
8.68

8.25
8.67
8.44
8.53
8.72

6.76
7.02
7.64
6.90
8.16

8.59
9.66
8.49
8.88
8.85

7.85
8.99
8.46
7.72
7.90

9.19
9.09
9.35
8.96
9.81

9.18
10.86

8.16
0.98
12.04

7.94

7.05
7.67
8.28
7.48
7.24

8.24
8.96
8.14
8.25
8.28

7.45
7.39
6.28
7.44
7.93

8.36
8.61
9.30
8.26
9.04

8.75
8.70
8.75
8.74
9.13

7.18
7.42
8.13
7.51
8.64

9.34
10.33
8.74
9.14
9.15

8.55
9.40
8.71
8.49
8.50

9.50
9.53
9.78
9.18
9.92

9.67
11.50

8.55
0.96
11.25

-

46
37
30
39
44

33
16
34
32
29

40
43
47
41
36

28
24
10
31
15

18
22
17
19
14

45
42
35
38
23

9
2
20
13
12

25
8
21
27
26

7
6
4
11
3

5
1

1930年全国人口標準による．
率算出の分母人口は，1950年は総人口，1960～2015年は日本人人口による．
変動係数（％）＝標準偏差／平均×100
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都道府県別にみた女性の年齢（5歳階級）別出生率

および合計特殊出生率：2015年

研究所ではわが国の都道府県別出生力に関する指標の一つとして，国勢調査年次，および1970年以

降は毎年，女性の年齢別出生率および合計特殊出生率を算出・公表している1）．今回は2015年の結果

について概説する．

女性の年齢別出生率および合計特殊出生率の算出に用いた資料は次の通り．

出生数（日本人のみ）：厚生労働省政策統括官（統計・情報政策担当）『平成27年 人口動態統計

中巻』

人口（日本人人口）：総務省統計局『平成27年国勢調査 年齢・国籍不詳をあん分した人口（参考

表）』

年齢別出生率は5歳階級別に算出した．ただし，母の年齢別出生数の15歳未満は15～19歳に，50歳

以上は45～49歳に含めたうえで，15～19歳，45～49歳の出生率の分子とした．なお，出生数の年齢不

詳分は，既知の（不詳を除く）年齢階級別の分布に応じて按分した．

算出に用いた出生数が日本人であるため，年齢別出生率算出の際に分母として用いる女性の人口も

日本人にするのが妥当である．国勢調査の年次には都道府県別・年齢別に日本人人口が公表されるこ

とから，本稿に掲載した結果には分母人口として日本人人口が用いられている．

（別府志海・佐々井 司）

主要結果

今回算出された全国の2015年における合計特殊出生率は1.45，都道府県別にみると，最も出生率の

高い沖縄県（1.94）と最も低い東京都（1.18）との差は0.76ポイントである．その間においては，九

州各県を中心に西日本の地域が比較的高い出生率を示しており，大都市を抱える地域において顕著に

低くなる傾向がみられる（表1）．

都道府県別にみた母の年齢別出生率には，地域間の特徴的な違いが観測される（表1）．全国なら

びにほとんどの都道府県において，30～34歳の出生率が他の年齢のそれに比して高くなる傾向にある

が，福島県と岩手県の両県では30～34歳よりも25～29歳の出生率が顕著に高くなっている．合計特殊

出生率の水準と年齢別出生率のパターンとの関係は明確ではないものの，比較的若い年齢，とりわけ

20歳代における出生率が高い地域ほど，総じて合計特殊出生率も高くなる傾向がみられる．合計特殊

出生率の水準をもとに6つの地域を選定し，年齢別出生率のパターンの特徴を考察したものが図1で

ある．2015年合計特殊出生率の上位3県（沖縄県，島根県，宮崎県）はいずれも，20歳代における出

生率が全国水準と比して顕著に高い．なかでも，沖縄県では10歳代後半と20歳代前半ならびに30歳代

前半における出生率が顕著に高いこと，宮城県では30歳代と40歳代における出生率の相対的な低さが，
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1）厚生省人口問題研究所（石川晃）「都道府県別人口の出生力に関する主要指標 昭和45年～60年」研究資料

第246号，1987年2月

別府志海・佐々井司「都道府県別女性の年齢（5歳階級）別出生率および合計特殊出生率：2014年」『人口

問題研究』第71巻第4号，2015年12月，pp408～415．



合計特殊出生率の違いに反映されている．一方，出生率の最も低い3都道府（東京都，北海道，京都

府）は，それぞれ異なる年齢別出生パターンを示している．東京都では30歳代後半と40歳代前半にお

ける出生率が全国水準に比して高いものの，その他の年齢では極めて低い．京都府と北海道では30歳

代における出生率が顕著に低いことが全国水準との乖離を生むと同時に，20歳代後半における若干の

差が両者の合計特殊出生率の水準の差となって表れている．

次に，平均出生年齢と合計特殊出生率との関係をみたものが図2である．概して，平均出生年齢と

合計特殊出生率との間には負の相関関係がみられる．ただし，各都道府県が直線上に並んでいるわけ

ではなく，ほとんどの地域は全国水準を基準として，合計特殊出生率が高く，平均出生年齢が低い象

限に混在しており，逆に一部の限られた地域のみ対称的な位置に点在している．

都道府県別に合計特殊出生率の時系列変化をみると（表2），概ね全国値の推移に即した動きが観

測される．すなわち，2005年ごろまで低下を続けていた出生率が近年すべての地域において上昇傾向

にある．ただし，出生率の上昇が緩慢になる地域も散見され始めた．なお，地域間の分散の程度を表

す変動係数等が一定水準で安定的に推移する一方で，合計特殊出生率の都道府県平均が合計特殊出生

率の全国値を上回る状態が1980年以降続いていることから，人口規模の大きい都道府県における出生

動向が長期間にわたり全国の出生率に強い影響を及ぼしていることが示唆される．また女性の平均出

生年齢は，全国的にみると1980年以降上昇基調にあるが，変動係数等の推移にみられるように，都道

府県間の格差は若干拡大傾向にある（表3）．

合計特殊出生率に対する出生順位別の内訳を示したものが図3，表4である．都道府県間の変動係

数をみると高出生順位ほど大きくなっていることから，高順位の出生水準ほど地域間格差が大きいこ

とが示唆される．ただし，都道府県格差が比較的小さい第1子出生率においても，最も高い沖縄県

（0.80）や愛知県（0.77）と最も低い奈良県（0.63）との間に0.1ポイント以上の差がある．出生順位

別出生率の特徴が合計特殊出生率の違いを明確に説明しているのが，沖縄県と東京都である．沖縄県

の高出生率は第3子以上の出生率の高さに，東京都の低出生率は第2子および第3子以上の低出生率

に起因していることが一目瞭然である．併せて，出生順位別に出生時の母の平均年齢をみると（図4，

表4），概して，出生年齢の高い地域ほど出生率が低くなる傾向がある．しかし，出生年齢と出生率

とは必ずしも直線的な相関関係にあるとは言えない．例えば，北海道や秋田県では平均出生年齢が比

較的若いにもかかわらず，合計特殊出生率は全国値を大きく下回っている．その一方で，滋賀県や愛

知県における出生年齢は全国のそれとほぼ同じであるにもかかわらず，合計特殊出生率は比較的高い．

更なる考察には地域特性を踏まえた詳細な分析が必要となる．
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図２ 平均出生年齢と合計特殊出生率：2015年

図１ 特定地域の年齢別出生率：2015年
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図３ 合計特殊出生率と出生順位別合計特殊出生率：2015年

図４ 出生順位別平均出生年齢：2015年
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表１ 都道府県別，女性の年齢別出生率および合計特殊出生率：2015年

都道府県
女性の年齢別出生率（‰） 合計特殊

出生率
平均年齢
（歳）総数 15～19 20～24 25～29 30～34 35～39 40～44 45～49

1
2
3
4
5

6
7
8
9
10

11
12
13
14
15

16
17
18
19
20

21
22
23
24
25

26
27
28
29
30

31
32
33
34
35

36
37
38
39
40

41
42
43
44
45

46
47

全 国

北 海 道
青 森
岩 手
宮 城
秋 田

山 形
福 島
茨 城
栃 木
群 馬

埼 玉
千 葉
東 京
神 奈 川
新 潟

富 山
石 川
福 井
山 梨
長 野

岐 阜
静 岡
愛 知
三 重
滋 賀

京 都
大 阪
兵 庫
奈 良
和 歌 山

鳥 取
島 根
岡 山
広 島
山 口

徳 島
香 川
愛 媛
高 知
福 岡

佐 賀
長 崎
熊 本
大 分
宮 崎

鹿 児 島
沖 縄

平 均
標準偏差
変動係数％�

39.51

35.05
36.35
39.13
38.19
35.10

40.02
42.01
39.37
40.56
38.57

37.34
37.33
37.04
37.87
38.83

39.09
40.40
43.29
38.75
41.49

40.33
41.16
42.52
40.61
43.53

36.18
37.33
38.95
35.75
39.37

44.86
47.70
41.47
42.52
41.45

40.65
42.81
40.06
39.39
42.44

44.70
44.01
46.45
42.98
45.85

46.87
55.06

40.87
3.76
9.19

4.11

3.92
4.19
3.49
3.81
2.19

2.42
5.21
4.22
4.15
3.82

3.28
3.68
2.44
3.29
2.50

2.69
3.02
3.11
3.36
3.50

3.49
3.98
4.16
4.41
4.36

3.56
5.19
4.22
3.65
5.40

4.97
3.85
4.38
5.10
5.39

4.31
5.96
6.14
5.41
5.92

5.64
4.25
5.23
3.80
6.13

5.12
11.06

4.33
1.44
33.26

29.44

32.98
40.95
43.00
30.40
33.94

35.55
47.76
38.52
37.39
32.91

24.43
25.29
14.45
20.82
28.25

29.75
31.98
34.17
27.54
33.94

28.58
35.13
28.50
35.30
27.64

20.21
27.98
28.23
23.14
43.39

42.05
45.04
34.00
36.40
44.94

36.60
44.56
45.27
40.03
35.15

45.71
42.50
44.36
41.88
49.87

44.27
57.49

35.58
8.75
24.60

85.07

80.80
93.35
101.72
82.68
89.28

98.28
105.18
90.68
92.87
94.77

79.50
78.79
56.40
73.55
90.29

96.23
95.34
102.69
89.97
95.09

102.69
97.30
95.38
98.34
99.71

74.02
77.26
88.22
78.29
96.44

102.63
112.05
100.37
102.23
105.04

97.57
104.01
98.25
95.59
89.11

106.74
107.69
108.11
103.41
111.30

108.56
109.95

94.85
11.60
12.23

103.32

88.68
92.10
93.19
94.99
92.08

99.91
97.81
100.45
99.75
104.44

102.76
100.12
93.84
105.30
103.55

108.79
110.15
116.10
109.03
112.34

113.99
107.79
115.60
108.60
118.30

101.53
99.80
107.36
106.05
101.24

115.35
121.59
104.46
110.96
103.78

105.14
108.05
98.93
98.96
104.95

106.04
111.72
109.93
106.89
111.87

113.04
121.61

105.51
7.74
7.34

56.41

47.31
45.31
46.98
50.28
43.65

48.82
50.32
51.53
53.14
51.78

56.35
55.84
65.03
62.04
53.05

53.25
56.22
58.04
58.21
59.40

53.04
53.98
58.42
53.10
59.56

57.07
55.65
55.56
54.20
50.60

53.00
60.63
54.37
54.27
50.73

51.18
52.41
48.40
48.76
57.30

52.81
56.82
56.23
52.08
51.94

57.25
73.07

54.23
5.14
9.48

11.03

8.42
8.17
8.49
9.71
8.28

10.14
8.85
9.47
10.22
9.20

10.74
10.93
15.23
12.22
10.16

10.32
10.23
10.55
11.32
11.71

9.11
9.90
10.23
10.05
10.68

11.09
10.64
10.55
9.56
9.14

10.54
12.35
9.79
9.97
9.22

10.75
10.12
8.84
11.69
10.82

11.42
9.48
12.02
10.43
9.19

10.64
18.52

10.45
1.74
16.64

0.31

0.19
0.16
0.18
0.28
0.20

0.25
0.18
0.28
0.28
0.16

0.29
0.27
0.54
0.35
0.23

0.06
0.22
0.21
0.15
0.30

0.18
0.27
0.32
0.10
0.28

0.34
0.30
0.34
0.21
0.22

0.24
0.32
0.29
0.20
0.31

0.22
0.30
0.16
0.37
0.28

0.28
0.28
0.43
0.26
0.09

0.31
0.63

0.26
0.10
38.79

1.45

1.31
1.42
1.49
1.36
1.35

1.48
1.58
1.48
1.49
1.49

1.39
1.37
1.24
1.39
1.44

1.51
1.54
1.62
1.50
1.58

1.56
1.54
1.56
1.55
1.60

1.34
1.38
1.47
1.38
1.53

1.64
1.78
1.54
1.60
1.60

1.53
1.63
1.53
1.50
1.52

1.64
1.66
1.68
1.59
1.70

1.70
1.96

1.53
0.13
8.60

31.17

30.71
30.29
30.25
30.95
30.59

30.69
30.16
30.65
30.73
30.79

31.43
31.37
32.59
31.82
31.11

31.01
31.02
30.95
31.27
31.08

30.92
30.80
31.14
30.75
31.15

31.66
31.22
31.15
31.38
30.38

30.57
30.71
30.77
30.69
30.29

30.70
30.39
30.20
30.53
30.90

30.39
30.56
30.55
30.54
30.17

30.54
30.64

30.83
0.47
1.52

率算出の分母人口は，日本人女性人口1,000についてのものである．
平均（出生）年齢＝・・・x・2.5・・ fx5 ・・・ fx5

変動係数（％）＝標準偏差／平均×100
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表２ 都道府県別，合計特殊出生率：1950～2015年

都道府県 1950年 1960年 1970年 1980年 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2015年
順位

1
2
3
4
5

6
7
8
9
10

11
12
13
14
15

16
17
18
19
20

21
22
23
24
25

26
27
28
29
30

31
32
33
34
35

36
37
38
39
40

41
42
43
44
45

46
47

全 国

北 海 道
青 森
岩 手
宮 城
秋 田

山 形
福 島
茨 城
栃 木
群 馬

埼 玉
千 葉
東 京
神 奈 川
新 潟

富 山
石 川
福 井
山 梨
長 野

岐 阜
静 岡
愛 知
三 重
滋 賀

京 都
大 阪
兵 庫
奈 良
和 歌 山

鳥 取
島 根
岡 山
広 島
山 口

徳 島
香 川
愛 媛
高 知
福 岡

佐 賀
長 崎
熊 本
大 分
宮 崎

鹿 児 島
沖 縄

平 均
標準偏差
変動係数％�

3.64
（3.65）

4.59
4.81
4.48
4.29
4.31

3.93
4.47
4.02
4.14
3.80

3.92
3.59
2.73
3.25
3.99

3.57
3.56
3.65
3.71
3.25

3.55
3.74
3.27
3.33
3.29

2.80
2.87
3.08
3.08
3.09

3.45
3.87
3.18
3.22
3.62

3.97
3.38
4.03
3.39
3.91

4.28
4.49
4.06
3.90
4.35

4.19
…

3.73
0.51
13.71

2.02
（2.00）

2.17
2.48
2.30
2.13
2.09

2.04
2.43
2.31
2.22
2.03

2.16
2.13
1.70
1.89
2.13

1.91
2.05
2.17
2.16
1.94

2.04
2.11
1.90
1.95
2.02

1.72
1.81
1.90
1.87
1.95

2.05
2.13
1.89
1.92
1.92

2.02
1.84
2.10
1.94
1.92

2.35
2.72
2.25
2.05
2.43

2.66
…

2.09
0.22
10.58

2.09
（2.13）

1.93
2.25
2.11
2.06
1.88

1.98
2.16
2.30
2.21
2.16

2.35
2.28
1.96
2.23
2.10

1.94
2.07
2.10
2.20
2.09

2.12
2.12
2.19
2.04
2.19

2.02
2.17
2.12
2.08
2.10

1.96
2.02
2.03
2.07
1.98

1.97
1.97
2.02
1.97
1.95

2.13
2.33
1.98
1.97
2.15

2.21
…

2.09
0.12
5.53

1.75
（1.75）

1.64
1.85
1.95
1.86
1.79

1.93
1.99
1.87
1.86
1.81

1.73
1.74
1.44
1.70
1.88

1.77
1.87
1.93
1.76
1.89

1.80
1.80
1.81
1.82
1.96

1.67
1.67
1.76
1.70
1.80

1.93
2.01
1.86
1.84
1.79

1.76
1.82
1.79
1.64
1.74

1.93
1.87
1.83
1.82
1.93

1.95
2.38

1.83
0.13
7.38

1.52
（1.54）

1.43
1.56
1.72
1.57
1.57

1.75
1.79
1.64
1.67
1.63

1.50
1.47
1.23
1.45
1.69

1.56
1.60
1.75
1.62
1.71

1.57
1.60
1.57
1.61
1.75

1.48
1.46
1.53
1.49
1.55

1.82
1.85
1.66
1.63
1.56

1.61
1.60
1.60
1.54
1.52

1.75
1.70
1.65
1.58
1.68

1.73
1.95

1.62
0.12
7.72

1.42
（1.42）

1.31
1.56
1.62
1.46
1.56

1.69
1.72
1.52
1.52
1.56

1.41
1.36
1.11
1.34
1.59

1.49
1.46
1.67
1.60
1.64

1.49
1.48
1.46
1.50
1.58

1.32
1.33
1.41
1.36
1.48

1.69
1.73
1.54
1.48
1.50

1.52
1.51
1.53
1.51
1.42

1.64
1.60
1.60
1.55
1.70

1.62
1.87

1.47
0.13
9.03

1.37
（1.36）

1.23
1.47
1.56
1.39
1.45

1.62
1.65
1.47
1.48
1.51

1.30
1.30
1.07
1.28
1.51

1.45
1.45
1.60
1.51
1.59

1.47
1.47
1.44
1.48
1.53

1.28
1.31
1.38
1.30
1.45

1.62
1.65
1.51
1.41
1.47

1.45
1.53
1.45
1.45
1.36

1.67
1.57
1.56
1.51
1.62

1.58
1.82

1.36
0.12
8.91

1.27
（1.26）

1.15
1.29
1.41
1.24
1.34

1.45
1.49
1.32
1.40
1.39

1.22
1.22
1.00
1.19
1.34

1.37
1.35
1.50
1.38
1.46

1.37
1.39
1.34
1.36
1.39

1.18
1.21
1.25
1.19
1.32

1.47
1.50
1.37
1.34
1.38

1.26
1.43
1.35
1.32
1.26

1.48
1.45
1.46
1.40
1.48

1.49
1.72

1.47
0.13
9.00

1.39
（1.39）

1.26
1.38
1.46
1.30
1.31

1.48
1.52
1.44
1.44
1.46

1.32
1.34
1.12
1.31
1.43

1.42
1.44
1.61
1.46
1.53

1.48
1.54
1.52
1.51
1.54

1.28
1.33
1.41
1.29
1.47

1.54
1.68
1.50
1.55
1.56

1.42
1.57
1.50
1.42
1.44

1.61
1.61
1.62
1.56
1.68

1.62
1.87

1.48
0.14
9.35

1.45
（1.45）

1.31
1.42
1.49
1.36
1.35

1.48
1.58
1.48
1.49
1.49

1.39
1.37
1.24
1.39
1.44

1.51
1.54
1.62
1.50
1.58

1.56
1.54
1.56
1.55
1.60

1.34
1.38
1.47
1.38
1.53

1.64
1.78
1.54
1.60
1.60

1.53
1.63
1.53
1.50
1.52

1.64
1.66
1.68
1.59
1.70

1.70
1.96

1.53
0.13
8.60

-

46
37
32
43
44

33
16
34
30
31

39
42
47
38
36

27
22
10
29
15

18
20
17
19
11

45
40
35
41
23

7
2
21
13
12

25
9
24
28
26

8
6
5
14
3

4
1

率算出の分母人口は，1950年は総人口，1960年以降は日本人人口による．
全国の（ ）内の数値は，分母人口に日本人女性人口を，年齢区分は各歳別率を用い算出したものである．
変動係数（％）＝標準偏差／平均×100
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表３ 都道府県別，平均出生年齢：1950～2015年
（歳）

都道府県 1950年 1960年 1970年 1980年 1990年 1995年 2000年 2005年 2010年 2015年
順位

1
2
3
4
5

6
7
8
9
10

11
12
13
14
15

16
17
18
19
20

21
22
23
24
25

26
27
28
29
30

31
32
33
34
35

36
37
38
39
40

41
42
43
44
45

46
47

全 国

北 海 道
青 森
岩 手
宮 城
秋 田

山 形
福 島
茨 城
栃 木
群 馬

埼 玉
千 葉
東 京
神 奈 川
新 潟

富 山
石 川
福 井
山 梨
長 野

岐 阜
静 岡
愛 知
三 重
滋 賀

京 都
大 阪
兵 庫
奈 良
和 歌 山

鳥 取
島 根
岡 山
広 島
山 口

徳 島
香 川
愛 媛
高 知
福 岡

佐 賀
長 崎
熊 本
大 分
宮 崎

鹿 児 島
沖 縄

平 均
標準偏差
変動係数％�

29.65

30.14
29.52
29.45
29.77
29.35

29.50
30.00
30.17
30.28
30.48

30.38
29.71
29.96
30.05
30.10

28.50
29.00
29.15
30.98
30.36

29.24
29.83
29.34
29.26
29.77

29.38
29.39
29.27
29.14
29.03

28.88
28.94
28.58
28.82
28.95

29.17
28.74
29.47
28.25
29.64

29.89
30.02
29.83
29.44
29.79

30.33
…

29.55
0.58
1.97

27.86

27.48
27.56
27.72
27.68
26.88

27.36
28.01
28.46
28.48
28.59

28.61
28.15
28.54
28.23
27.92

26.45
26.83
27.18
29.37
28.80

27.32
27.74
27.55
27.16
27.96

27.92
27.74
27.57
27.39
27.31

27.22
27.32
26.81
27.22
27.10

27.05
26.89
27.48
26.56
27.67

28.16
28.60
27.87
27.59
27.63

28.70
…

27.69
0.64
2.33

27.84

27.31
27.08
27.52
27.54
26.78

27.23
27.51
27.79
27.94
28.14

28.14
27.90
28.81
28.25
27.70

26.82
26.84
27.06
28.70
28.53

27.39
27.54
27.45
27.27
27.87

28.27
27.91
27.82
27.68
27.40

27.31
27.64
27.07
27.37
27.36

27.07
27.17
27.47
27.12
28.01

27.90
28.30
27.46
27.46
27.35

28.22
…

27.62
0.49
1.77

27.78

27.63
27.21
27.38
27.55
27.17

27.41
27.44
27.56
27.61
27.78

27.99
27.88
28.80
28.17
27.62

26.99
26.96
27.10
28.24
28.33

27.35
27.58
27.42
27.11
27.68

28.17
27.88
27.78
27.82
27.17

27.42
27.58
27.22
27.41
27.41

27.18
27.17
27.44
27.39
27.91

27.70
28.00
27.48
27.51
27.42

27.95
28.37

27.60
0.39
1.43

28.98

28.81
28.50
28.55
28.89
28.54

28.63
28.48
28.69
28.64
28.83

29.24
29.17
30.07
29.48
28.76

28.29
28.40
28.33
29.19
29.33

28.60
28.77
28.66
28.24
28.68

29.34
28.99
28.89
28.99
28.20

28.58
28.50
28.39
28.52
28.49

28.28
28.17
28.40
28.58
29.08

28.83
29.02
28.64
28.70
28.68

28.93
29.16

28.75
0.38
1.31

29.39

29.10
28.84
28.95
29.30
28.91

29.08
28.83
29.09
29.06
29.19

29.65
29.68
30.48
29.95
29.18

28.89
29.01
28.87
29.56
29.73

29.08
29.20
29.10
28.81
29.17

29.83
29.37
29.31
29.50
28.62

28.84
28.91
28.91
28.93
28.81

28.72
28.68
28.82
28.90
29.45

29.24
29.24
29.04
29.07
28.92

29.35
29.46

29.42
0.38
1.30

29.67

29.24
29.04
29.17
29.41
29.18

29.21
28.96
29.39
29.28
29.35

29.97
29.99
30.85
30.31
29.43

29.21
29.27
29.41
29.76
29.84

29.36
29.39
29.51
29.14
29.56

30.15
29.71
29.65
29.95
28.92

29.23
29.39
29.19
29.31
29.01

29.08
28.96
29.06
29.23
29.69

29.32
29.49
29.18
29.30
29.16

29.45
29.25

29.74
0.40
1.34

29.99

29.53
29.39
29.30
29.67
29.43

29.42
29.13
29.65
29.64
29.69

30.16
30.21
31.25
30.62
29.85

29.70
29.88
29.60
30.09
30.06

29.82
29.65
29.87
29.49
29.95

30.59
30.05
30.08
30.26
29.36

29.50
29.53
29.62
29.61
29.32

29.46
29.42
29.19
29.64
29.98

29.58
29.67
29.56
29.58
29.36

29.69
29.63

30.22
0.44
1.45

30.51

30.04
29.72
29.76
30.32
30.01

29.99
29.59
30.12
30.12
30.24

30.79
30.69
31.87
31.21
30.35

30.38
30.37
30.30
30.57
30.55

30.29
30.20
30.44
30.01
30.47

31.10
30.47
30.52
30.78
29.81

29.95
30.00
30.10
29.97
29.68

30.04
29.71
29.72
30.08
30.39

29.97
29.94
29.95
30.02
29.58

30.06
30.26

30.62
0.47
1.53

31.17

30.71
30.29
30.25
30.95
30.59

30.69
30.16
30.65
30.73
30.79

31.43
31.37
32.59
31.82
31.11

31.01
31.02
30.95
31.27
31.08

30.92
30.80
31.14
30.75
31.15

31.66
31.22
31.15
31.38
30.38

30.57
30.71
30.77
30.69
30.29

30.70
30.39
30.20
30.53
30.90

30.39
30.56
30.55
30.54
30.17

30.54
30.64

30.83
0.47
1.52

-

25
43
44
17
32

28
47
30
24
21

4
6
1
2
12

15
14
16
7
13

18
20
11
23
9

3
8
10
5
41

33
26
22
29
42

27
40
45
38
19

39
34
35
36
46

37
31

率算出の分母人口は，1950年は総人口，1960年以降は日本人人口による．
平均（出生）年齢＝・・・x・2.5・・ fx5 ・・・ fx5

変動係数（％）＝標準偏差／平均×100
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表４ 都道府県，出生順位別合計特殊出生率および平均出生年齢：2015年

都道府県
合計特殊
出生率

平均年齢
（歳）第1子 第2子 第3子

以上 第1子 第2子 第3子
以上

1
2
3
4
5

6
7
8
9
10

11
12
13
14
15

16
17
18
19
20

21
22
23
24
25

26
27
28
29
30

31
32
33
34
35

36
37
38
39
40

41
42
43
44
45

46
47

全 国

北 海 道
青 森
岩 手
宮 城
秋 田

山 形
福 島
茨 城
栃 木
群 馬

埼 玉
千 葉
東 京
神 奈 川
新 潟

富 山
石 川
福 井
山 梨
長 野

岐 阜
静 岡
愛 知
三 重
滋 賀

京 都
大 阪
兵 庫
奈 良
和 歌 山

鳥 取
島 根
岡 山
広 島
山 口

徳 島
香 川
愛 媛
高 知
福 岡

佐 賀
長 崎
熊 本
大 分
宮 崎

鹿 児 島
沖 縄

平 均
標準偏差
変動係数％�

1.45

1.31
1.42
1.49
1.36
1.35

1.48
1.58
1.48
1.49
1.49

1.39
1.37
1.24
1.39
1.44

1.51
1.54
1.62
1.50
1.58

1.56
1.54
1.56
1.55
1.60

1.34
1.38
1.47
1.38
1.53

1.64
1.78
1.54
1.60
1.60

1.53
1.63
1.53
1.50
1.52

1.64
1.66
1.68
1.59
1.70

1.70
1.96

1.53
0.13
8.60

0.71

0.65
0.67
0.69
0.66
0.65

0.69
0.73
0.70
0.72
0.72

0.69
0.68
0.70
0.72
0.68

0.74
0.73
0.76
0.71
0.75

0.72
0.74
0.77
0.72
0.75

0.66
0.69
0.71
0.63
0.73

0.74
0.77
0.71
0.74
0.72

0.73
0.77
0.71
0.70
0.70

0.73
0.73
0.74
0.73
0.73

0.73
0.80

0.72
0.03
4.84

0.51

0.46
0.50
0.51
0.48
0.49

0.54
0.54
0.54
0.54
0.54

0.51
0.50
0.41
0.50
0.53

0.55
0.56
0.58
0.54
0.57

0.59
0.57
0.57
0.58
0.59

0.48
0.48
0.53
0.52
0.55

0.57
0.64
0.56
0.57
0.58

0.56
0.58
0.55
0.52
0.53

0.56
0.57
0.57
0.56
0.59

0.59
0.62

0.54
0.04
7.96

0.23

0.20
0.25
0.28
0.22
0.21

0.25
0.30
0.24
0.22
0.23

0.19
0.19
0.13
0.17
0.22

0.21
0.25
0.28
0.26
0.26

0.25
0.23
0.22
0.25
0.26

0.21
0.20
0.23
0.23
0.25

0.33
0.37
0.27
0.28
0.30

0.24
0.27
0.27
0.28
0.28

0.35
0.37
0.36
0.31
0.38

0.37
0.54

0.27
0.07
26.23

31.17

30.71
30.29
30.25
30.95
30.59

30.69
30.16
30.65
30.73
30.79

31.43
31.37
32.59
31.82
31.11

31.01
31.02
30.95
31.27
31.08

30.92
30.80
31.14
30.75
31.15

31.66
31.22
31.15
31.38
30.38

30.57
30.71
30.77
30.69
30.29

30.70
30.39
30.20
30.53
30.90

30.39
30.56
30.55
30.54
30.17

30.54
30.64

30.83
0.47
1.52

29.99

29.48
28.93
28.84
29.69
29.32

29.24
28.72
29.39
29.37
29.42

30.26
30.23
31.66
30.77
29.87

29.67
29.65
29.53
30.01
29.75

29.53
29.56
29.93
29.44
29.92

30.56
30.09
29.98
30.10
29.02

29.05
29.29
29.48
29.46
28.89

29.34
29.02
28.72
29.03
29.53

28.70
29.05
29.11
29.07
28.49

29.01
28.87

29.49
0.60
2.04

31.91

31.46
30.90
30.83
31.69
31.28

31.53
30.72
31.34
31.55
31.62

32.27
32.17
33.57
32.71
31.76

31.75
31.71
31.60
31.88
31.77

31.70
31.54
31.96
31.42
31.79

32.36
32.00
31.84
32.14
31.09

31.15
31.22
31.42
31.34
30.80

31.40
31.09
30.96
31.25
31.57

31.04
31.11
30.96
31.21
30.71

31.01
30.80

31.51
0.55
1.76

33.20

32.93
32.75
32.68
33.10
32.98

32.97
32.61
32.86
33.08
33.18

33.36
33.32
34.51
33.71
33.34

33.79
33.44
33.39
33.46
33.40

33.04
32.95
33.25
32.92
33.33

33.58
33.19
33.16
33.19
32.75

33.01
32.78
32.85
32.66
32.64

33.19
32.70
32.58
32.95
33.03

32.85
32.73
32.87
32.78
32.50

32.79
33.05

33.07
0.37
1.13

表1の注参照．
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書 評・紹 介

DudleyL.Poston,Jr.,WenShanYangandDemetreaNicoleFarris(eds.)

TheFamilyandSocialChangeinChineseSocieties

Springer,2014,xviii+295pp.

本書は台湾を中心に，中国・香港を含む中国人社会における家族変動を扱った論文集である．全16

章の執筆者は台湾人が多いが，香港・中国・米国・カナダの研究者も参加している．

「孝」は儒教的価値体系で最も重視される価値で，中国人の家族主義を考える上で不可欠な要素で

ある．従来は他の徳目との関係に関する議論が多かったが，Yeh（葉光輝）の第2章は孝規範の内部

構造を分析しており興味深い．検証的因子分析から抽出された互恵的（reciprocal）孝と権威的

（authoritarian）孝を比較し，後者は青少年の自立的発達を阻害することを示す．

Tu（�肇慶）とWangの第3章は，1961～2006年の香港における世帯規模・構造の変化を扱って

いる．香港でも世帯規模の縮小と単独世帯割合の増加が進んでいるが，1990年以後は変化が緩慢なの

が印象的である．他国・地域との比較は1995年時点で行っているが，それ以後の変化は韓国・台湾の

方がはるかに急激である．住宅難など香港の世帯変動を抑圧している要因の探求が，今後の研究課題

となり得よう．

Garciaらの第6章は，中国人の性愛行動の歴史と現状に関する興味深いモノグラフである．中国

では宋代の新儒教成立とともに性に対しきわめて不寛容になり，婚外交渉を禁じ，青年と老人の禁欲

を奨励した．20世紀前半の近代化期にロマンティック・ラブの観念が移入され，性的不寛容は一時的

に緩和された．しかし文化大革命中は中国史上最も抑圧的な時期で，性に関する素材は一掃された．

改革開放とともに性は公論化されたが，1999～2000年中国健康与家庭生活調査によると，依然として

性への不寛容が根強い．

Yang（楊文山）とLiuの第7章は，両性人口モデルによる台湾の結婚市場の分析である．台湾で

は1990年代まで女子の結婚難が続いたが，これは1970年代まで出生数が増加または停滞していたため

だろう．しかし2000年以後は男子の結婚難となり，出生性比の歪みがそれを助長していると思われる．

Poston,Jr.らの第14章は，中国・韓国・米国の男児選好が出生率に与える影響を分析している．

中国と韓国では，女児出生が次の順位の出生ハザードを引き上げることが確認される．しかし台湾が

比較対象になく，調査データも2000年前後のものなので，なぜ韓国では出生性比が正常化したのに台

湾はまだ歪んでいるのかといったタイムリーな問題へのヒントは得られない．

Hu（胡克威）の第15章は，台湾の1999～2000年華人家庭動態資料庫（PanelStudyofFamily

Dynamics）を用いた老親扶養の要因分析である．説明変数のうち，孝の中核的価値（親の撫養への

感謝と報恩）は親への経済的支援に影響せず，周辺的価値（親の期待への順応・自己目標の放棄等）

はむしろ支援を抑圧する．したがって，価値観の変化が老親扶養を低減させるという仮説の直接的な

検証には至らなかった．

Poston,Jr.とZhang（張莉）の第16章は，台湾の人口動向と将来推計に依拠した家族変動の将来

展望である．しかし最終章では編者らによる中国・台湾・香港の比較，さらに中国人社会と他文化社

会との比較分析を期待しただけに，台湾に限定された議論には物足りなさを感じた． （鈴木 透）
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研究活動報告

アジア研究学会 2016年京都大会

2016年6月24日から27日にかけて，京都・同志社大学にてアジア研究学会（AAS-in-ASIA 2016

Kyoto）が開催された．AASとはAssociationforAsianStudiesの略である．ホームページによる

と，AASはアジアの国・地域を対象とした人文・社会科学系の非営利学術団体で，全世界に1万以

上の会員をもつという．AASのアジア大会（AAS-in-ASIA）は，毎年北米地域で開催されるAAS

年次大会のスピンオフといった位置づけで，アジアからの参加者の増加を受けて始まった新しい試み

とのことである．AAS-in-ASIAは，2014年より“AsiainMotion”というテーマの下に開催されて

おり（2014年：シンガポール，2015年：台北），今回の京都大会はその3年目にあたる．筆者は知り

合いからの参加依頼を通じてはじめてAASのことを知り，今回参加することとなった．

対象とする学問領域が広いこともあり，プログラムをみると，サブカルチャーや文学，芸術，歴史，

心理学やイデオロギーなど，普段なじみのないテーマのセッションも多かった．そのため，実際に自

分の研究に直接に関連のあるセッションの数は限られているように思われた．しかし，家族研究は

AASの中でも中心的な一角を占めているようであり，国内外から多くの家族・人口研究者が参加し

ていた．筆者は，MarriageStrategiesinEastAsiaというパネル（組織者：D.Davisイェール大

学教授）で，“ProjectionofMarriageMarketsinEastAsia”（A.Esteve,J.Garcia-Roman,

R.Kashyap,Y-HA.Cheng,N.Wanliとの共同研究）というタイトルの口頭報告を行った．ふた

を開けてみれば，このパネルの報告者は全員人口学者か計量社会学者で，共通の知り合いも多く，す

ぐに打ち解けることができた．また，今大会にはハーバード大学のMaryBrinton教授，デューク

大学のAnneAllison教授をはじめとする日本社会研究の著名研究者や，シンガポール国立大学のア

ジア人口研究センター所長のWei-JunJeanYeung教授，ジェンダー・労働経済学をご専門とされ

ている大沢真知子教授（日本女子大学）や永瀬伸子教授（お茶の水女子大学）など，人口や家族に関

心をもつ様々な分野の研究者が参加されていた．ただ，これらの研究者の報告セッションと我々のセッ

ションが同じ時間帯に行われたため，お互いに近い研究関心を持ちながらも，両者がセッションを通

じて意見を交わす機会をもてなかったことは残念であった．しかしながら，普段接するのとは異なる

研究者との交流は刺激的でもあり，新たなネットワークや気づきを得るうえで有用であった．AAS-

in-ASIAの次回開催は韓国・ソウルで2017年6月24-27日とのことである． （福田節也 記）

第38回国際生活時間研究学会 ソウル国立大学

2016年7月19日から22日にかけて，韓国・ソウルのソウル国立大学にて，第38回国際生活時間研究

学会（The38thIATUR（InternationalAssociationforTimeUseResearch）Conference）が開

催された．同学会は，生活時間調査の研究，分析手法，データ収集方法等について研究者および実務

者間で意見交換を行うことを目的として設立された国際的な学術団体である．今大会はその38回目と

なる年次大会であり，「生活時間研究における新たな挑戦：ウェルビーイングと社会政策（New

ChallengesinTimeUse:WellbeingandSocialPolicy）」とのテーマに基づき，家計の行動や社会

政策に関わる様々な研究報告と議論が行われた．また，会の前日には，生活時間調査を用いた応用的
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な分析手法を学ぶためのワークショップセミナーが行われた．筆者は近年，生活時間調査を用いた分

析の機会が増えてきたことから，前日のワークショップから参加した．

学会では，テーマや関心の異なる様々な研究報告が行われた．筆者は主に，ジェンダーと家族生活

との関連に関心があったため，これに関係するセッションを中心に回った．また，自身はWomen's

WorkandWork-LifeBalanceのセッションで，“CountingWomen'sWorkinJapan”と題する口

頭報告を行った．会期中，午後の最初のセッションはKeynoteLectureと題して，当該分野の著名

研究者による講演にあてられており，生活時間研究の先端に触れることができた．今回はじめて参加

した学会であったが，参加者同士の距離感が近く，交流の機会も多く設けられていたため，非常にアッ

トホームな印象を受けた．生活時間データは，2015年に国連で採択された「持続可能な開発目標

（SDGs）」の成果指標として採用される等，近年，政策や研究における利用が進んでいる．個人的に

は，今後も機会があればフォローしていきたい学会の1つであると感じた．次回は2017年7月19-21

日，スペイン・マドリッドでの開催とのことである． （福田節也 記）

フィリピン人口登録ワークショップ

2016年8月23日（火）から25日（木）にかけて，フィリピン・イロイロにて開催されたフィリピン

人口登録ワークショップ（8thNationalWorkshoponCivilRegistration）にオブザーバーとして参

加した．人口登録，つまり日本でいうところの出生・死亡・結婚・離婚登録は，多くの中・低所得国

でいまだ全数登録されるに至っておらず，少なくとも出生を全数登録を行うことは，昨年に国連で採

択された持続可能な開発目標（SDGs）の目標16に明記されており，現在各国で制度の拡充が進めら

れているところである．フィリピンでは市町村レベルに1人，国家公務員である人口登録官（Civil

Registrar）が国家公務員として配置され，2年に1回，全国の人口登録官が一堂に会して，最新の

情勢・法制度を周知するためのワークショップが開催されているが，今回はその第8回目に当たる．

ワークショップは，人口登録の担当省庁であるフィリピン統計局の主催であるが，法務省，外務省，

教育省，社会福祉開発省といった関係省庁も参画している．フィリピンの出生登録はセンサスによれ

ば，2000年の88.2％から2010年の93.5％まで上昇しており，2030年までの全数登録達成が期待される．

（林 玲子 記）

東アジア・アセアン経済研究センター（ERIA）

「東アジアにおける国際人口移動と開発」第２回ワークショップ

2016年8月26日（金），タイ・バンコクのGrandeCentrePointHotel会議室にて，東アジア・ア

セアン経済研究センター（ERIA）が主催する「東アジアにおける国際人口移動と開発」第2回ワー

クショップが開催された．このワークショップは，2016年4月にジャカルタで開催された第1回会合

に引き続いて開催されたものであり，当研究所からは，国際関係部長林玲子，同第二室長小島克久，

同研究員中川雅貴の3名が参加した．前回と同様にASEAN域外から唯一の参加となった日本の研

究チームのほか，タイ，マレーシア，インドネシア，ベトナムの各国で組織されているプロジェクト

チームの参加者が，それぞれのプロジェクトの中間発表および進捗状況の報告を行った．日本の研究

チームによる「グローバル・エイジング時代のケア人材の国際移動」に関する研究の中間発表に対し

ては，日本国内におけるケア需要の将来動向ならびに充足状況が，アジア・太平洋地域におけるケア
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人材の国際移動に与える影響などに関する質問が出されるなど，活発な議論が行われた．また，ジャ

カルタの国立科学院（LembagaIlmuPengetahuanIndonesia:LIPI）に所属する研究者で構成され

るインドネシアのプロジェクトチームからは，日本での技能実習経験のあるインドネシア人帰国者を

対象とした調査研究についての情報が提供されるなど，今後の国際連携・共同研究の推進に向けた有

意義なネットワークの土台を構築することができた． （中川雅貴 記）

2016年ヨーロッパ人口会議

ヨーロッパ人口会議（EuropeanPopulationConference2016）が2016年8月31日～9月3日にか

けてドイツのマインツ（ヨハネス・グーテンベルク大学マインツ）にて開催された．ヨーロッパ人口

会議は1983年に設立された国際会議であり，主にヨーロッパの人口問題について研究活動を行ってお

り，2年ごとに開催されている．今大会はハンガリーのブダペスト（2014）に続き，「人口学的変化

と政策的含意（DemographicChangeandPolicyImplications）」を主要テーマとして開催された．

大会はオープニングセレモニーにおいて2つの基調講演があり，会期中の3日間では14テーマ

（「出生力」「再生産と健康」「家族と世帯」「ライフコース」「高齢化と世代間関係」「国内移動と都市

化」「国際移動と移民人口」「健康，ウェルビーイングと疾病」「死亡と長寿」「歴史」「データと手法」

「経済，人的資本と労働市場」「政策関連」「開発と環境」）について，123のセッション（約500の口頭

報告）と約250のポスター報告が行われた．

当研究所からは山内昌和（人口構造研究部室長），小池司朗（人口構造研究部室長），菅桂太（人口

構造研究部室長），鎌田健司（人口構造研究部主任研究官），福田節也（企画部主任研究官）の5名が

参加し，下記のポスター報告を行った．

・山内昌和・小池司朗・鎌田健司“Japan'sofficialsubnationalpopulationprojectionsaccuracy:

comparativeanalysisofprojectionsinJapan,English-speakingcountriesandtheEU”

・菅桂太“Marriedwomen'semploymentandthetimingofthe1stmarriageandthe1stchild-

birthinJapan:patternsandcovariates”

・鎌田健司“DiffusionprocessoffertilitytransitioninJapan:regionalanalysisusingspatial

paneleconometricmodel”

・福田節也“Genderroledivisionandwell-beingofthecouples:evidencefromtheNetherlands,

GermanyandJapan”

（鎌田健司 記）

アジア人口開発議員連盟（AFPPD）

第１回アクティブエイジング常任委員会

2016年9月8日（木）に，ベトナム・ハノイでアジア人口開発議員連盟（AFPPD）第1回アクティ

ブエイジング常任委員会が開催された．前日・前々日には同じ会場でヘルプエイジ・アジア太平洋会

議が開催されており，それに連動した形での開催であった．委員会にはアジア太平洋20カ国から29名

の国会議員が参加し，アジア太平洋地域の高齢化の現状を確認すると共に，各国の状況の報告を通じ

て，議論が行われた．筆者は“RealityCheckofAsia'sDiverseAgeing/AgedSocieties:Data&

PolicyImplications”と題する基調報告を行った．アジア太平洋地域は今後高齢化が進行していく
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が，国により程度はまちまちであり，各国の認識・取り組みにも濃淡が見られる．議論の中で，国際

人口移動により国内の高齢化が進み，ケアをする子どもがいないという問題，また海外で働いた後で

貯金もなく戻ってきた高齢者が多い問題等，移民と関連した問題点がいくつかの国から提示されたの

は印象的であった．また委員会の一環で，ハノイにあるBachNienThienDuc（百年天徳）ケアセ

ンターという高齢者施設を訪問した．自然を生かし，空調も用いないという方針で設計された施設に，

110人のお年寄りが暮らしていた．ハノイには現在12箇所しか高齢者施設がないということで，この

施設も4年前に定員数を満たしてしまい，20名の待機者がいるという．ベトナムの高齢者数が増加す

るなか，家族介護の支援と平行して施設の整備も喫緊の課題となっている状況を目の当たりにした．

（林 玲子 記）

第12回社会保障国際論壇（大分）

第12回社会保障国際論壇（The12thInternationalConferenceonSocialSecurity）が，大分大学

が開催校となって，9月10日から11日にかけて大分市で開催された．今回のテーマは「人口・家族の

変容と社会保障」であった．この論壇（フォーラム）は，2005年に鄭功成教授（中国人民大学）の発

案で日本社会政策学会国際委員会，韓国中央大学などの協力により始まり，以後，日本，中国，韓国

の研究者が毎年持ち回りで行っており，今回は4年ぶりの日本での開催である．今回は基調講演のほ

か，テーマ別セッションとして「医療」，「年金」，「介護」，「社会保障一般」，「貧困と公的扶助」，「社

会サービスと地域社会」，「家族の変容と社会保障」，「若手セッション」などで研究発表や議論が行わ

れた．これらのセッションでは，医療，年金，介護といった人口高齢化に関係する社会保障に関する

研究報告の他，家族の変容という人口に最も関係が深いセッションでの研究報告も行われた．日本，

中国，韓国などから100名を超える参加者があった．当研究所からは2名が参加し，以下の報告を行っ

た．

小島克久（国際関係部第二室長）「台湾における外国人介護労働者の現状―地域別に見た分析―」（社

会サービスと地域社会）

是川 夕（人口動向研究部主任研究官）“ASocio-economicStatusofImmigrantWomeninthe

GenderedMigratoryProcesses;AreThey"DoubleDisadvantaged"?”（家族の変容と社会保障：

英語セッション）

なお，次回の「社会保障国際論壇」は2017年9月に中国の南京で開催される予定である．

（小島克久 記）

第26回日本家族社会学会大会

第26回日本家族社会学会大会が2016年9月10～11日に早稲田大学戸山キャンパス（東京都新宿区）

で開催された．大会は5つのテーマセッション，2つの国際セッション，9つの自由報告セッション，

1つのラウンドテーブル，「専門家による家族介入の現在―家族を外側から支える実践―」と題する

公開シンポジウムで構成され，各セッションと公開シンポジウムでは計68件の報告があった．

家族を標榜する学会の大会ということもあって，人口現象に関連した報告は多かった．例えば，テー
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マセッションの1つである「人口集中する大都市圏の人口移動と単身世帯化―新宿区の人口・世帯動

態と増加する壮年単身者の実態―」では新宿区の人口や世帯に関連する報告，自由報告セッションの

「結婚」や「不妊と生殖補助医療」などでは人口再生産と関連する報告が行われた．

当研究所からも3件の報告があった．報告者とタイトルは下記の通りである．

釜野さおり「同性愛（者）に対する意識とジェンダー・家族に関する意識との関連性―2015年全国調

査データを用いた分析―」

中村真理子・余田翔平「ライフコースをめぐる未婚女性の意識―「理想」と「予想」のギャップ―」

山内昌和「東京大都市圏に居住する夫婦の最終的な子ども数はなぜ少ないのか―第4回・第5回全国

家庭動向調査を用いた人口学的検討―」

（山内昌和 記）

2016年ヨーロッパ歴史人口会議

2016年9月21日から24日までの4日間，ベルギー，ブリュッセル近郊のルーヴァンに所在するルー

ヴァン大学（LeuvenUniversity）において，ヨーロッパ歴史人口会議（2016Conferenceofthe

EuropeanSocietyofHistoricalDemography）が開催された．これはヨーロッパ歴史人口学会（the

EuropeanSocietyofHistoricalDemography）の主催であり，2014年イタリア，サルデーニャ島ア

ルゲーロでの第1回会議に続く2回目の会議である．また開催国ベルギーは日本との友好150周年記

念の年にあたることから，会議ではオープニングのセッションにおいて「極東に学ぶ：日本」と題し

たシンポジウムが行われ，日本から参加した黒須里美麗澤大学教授，津谷典子慶應義塾大学教授，金

子隆一当研究所副所長による報告とルーヴァン大学ウィリー・ヴァンデウォール（WillyVande

Walle）教授との討論が行われた．これに続く3日間は，全体テーマを「革新のなかの歴史人口学：

世界とヨーロッパ（Innovatinghistoricaldemography:theworldandEurope）」と銘打ち，41の

個別テーマセッションと4つの全体セッションにおいて各国の研究者から最新の研究成果報告がなさ

れるとともに，活発な議論が行われた．その内容は従来の歴史人口的方法論（家族復元法など）に基

づく研究成果から，事象歴分析の最新技術の応用による研究成果紹介まで幅広く，とりわけライフイ

ベントの歴史的変化の解釈に対する進化生物学的視点の導入といったテーマを全体セッションで討議

するなど，歴史人口学の刷新への機運を感じさせる会議となった．なお，本会議をホストし，日本に

関するセッションを企画したルーヴァン大学社会学研究センター（CenterforSociologicalRe-

search）のコーン・マシューズ（KoenMatthijs）教授，松尾英子博士にはご尽力に対してこの場を

借りて感謝申し上げたい．会議の詳細はウェッブページを参照のこと（ http://eshd2016.eshd.eu/）．

（金子隆一 記）

2016年日本地理学会秋季学術大会

2016年日本地理学会秋季学術大会が2016年9月30～10月2日（2日は巡検のみ）に東北大学川内北

キャンパス（宮城県仙台市）において開催された．一般発表114件，ポスター発表46件のほか，4つ

のシンポジウムで21件の発表があり，その他に地理教育に関する公開講座「ESDと地理教育の未来」，

6回目となった高校生ポスターセッション（20件の報告）も実施された．地域人口に関する報告も多
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数行われ，活発な質疑がなされた．下記に代表的な報告を示す．

「長野県出身大卒者の居住地分布の変化―1970年代の人口移動転換に着目して」

竹下和希（筑波大・院）

「人口学的観点からみた東京都区部における「都心回帰」の動向」

小池司朗（国立社会保障・人口問題研）

「三大都市圏における単身世帯の年齢の多様化に関する一考察」 桐村 喬（皇學館大）

「東京大都市圏の夫婦の最終的な子ども数と文脈効果」 山内昌和（国立社会保障・人口問題研）

「転換期中国都市における郊外の形成と住民ライフコース―北京市回龍観住宅団地の事例」

王 天天（東京大・院）

「中国における都市新市区の居住者の属性と居住地選択―新市区住民と旧市区住民との比較から」

滕 媛媛（東北大・院）

「東日本大震災被災地周辺自治体の人口分布変動―2015年国勢調査抽出速報集計による分析」

丸山洋平（福井県立大）・吉次 翼（日本商工会議所）

「最近の主要死因別死亡率の季節変化」 北島晴美（信州大）

（山内昌和 記）

第17回社会保障審議会人口部会

第17回社会保障審議会人口部会は，2016年10月3日（月）15:00～17:00，厚生労働省省議室におい

て開催された．最初に，「日本人の平均余命（平成27年簡易生命表）」（厚生労働省政策統括官（統計・

情報政策担当）），「第15回出生動向基本調査」（国立社会保障・人口問題研究所）の二件の報告がなさ

れ，質疑応答が行われた．その後，国立社会保障・人口問題研究所から「将来人口推計の方法と検証

―平成24年推計の仕組みと評価―」について説明がされ，議論が行われた．資料の前半は将来人口推

計の検証ということで，出生・死亡・移動それぞれの要因ごとに，これまでの仮定設定の変遷とその

背景等について説明がなされた．後半は将来人口推計の仕組みとして，平成24年推計の方法論が説明

された．委員からは，離死別再婚効果の設定方法やリー・カーター・モデルの修正方法など平成24年

推計の仮定設定自体に加え，国連推計と国立社会保障・人口問題研究所推計の出生仮定の比較などに

ついても質問が出され，議論が行われた． （石井 太 記）

ICD-11改訂会議

2016年10月12日（水）から14日（金）にかけて，ICD-11改訂会議が東京国際フォーラム（東京都

千代田区）で開催された．現在日本で使われているICD（国際疾病分類）は第10版であるが，2018

年5月の世界保健総会で ICDが第11版として28年ぶりに改訂される予定であることを受け，今回の

改訂会議が開催された．この会議に先立ち，国際統計分類を担当する各国担当者が一堂に会し，議論，

調整，報告を行う WHO-FICネットワーク年次会議も同じ会場で行われ，さらに診療情報管理協会

国際連盟（IFHIMA）第18回国際大会，第42回日本診療情報管理学会学術大会も開催された．

ICD-11は，ITおよびインターネット社会に即した，新たなデータ構造となっている．現在，ネッ

ト上で暫定版が公開されており，加盟国からのコメントにより随時改善されている．また漢方医学を

…………………………………………………………………………

………………………………………………………

………………

……

…………………………………………………………………………

…………………………………………………………………………

……………………………………

………………………………………………
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はじめとした伝統医療に関するコードも導入された．

筆者は高齢社会におけるICDおよびICF（国際生活機能）の活用について議論する「FutureData

NeedsandtheFamilyofClassifications」というタイトルのサイドセッションで「Theimportanceof

Classification-DataforunderstandingageingpopulationinJapan」と題する報告を行った．ICF

の改訂は今後も予定されておらず，国際的にどのように今後活用していくかが課題となっている．

（林 玲子 記）

国連ハビタットⅢ会議

2016年10月17日（月）から20日（木）まで，エクアドル・キトで，国連ハビタットⅢ会議が開催さ

れた．この会議は，国連人間居住計画（ハビタット）主催の20年に一回の国際会議であり，1976年に

カナダ・バンクーバーで第1回が，1996年にトルコ・イスタンブールで第2回が開催され，今回はそ

の第3回目であった．会議は国連加盟国の政府団による本会議以外に，市民団体や研究者等の活発な

参加があったサイドセッションやネットワークイベントが行われ，会場内には国際博覧会のようなパ

ビリヨンが多く設置され，キト市内にはイベント型展示であるハビタット・ビレッジが企画・開催さ

れた．会議事務局によれば，会議参加者は国内から20,000人，国外167カ国から10,000人の合計30,000

人の参加があり，合計1,000近くのイベントが開催されたとのことである．国連主催の大型会議は21

世紀にはいってからは国連本部で行われることが多く，1994年のカイロ国際人口開発会議，1995年の

北京女性会議などの20年後の評価会議も国連本部以外で行われることはなかったが，今回のように1

都市で大きな会議が行われたのは珍しい．

本会議で採択された「NewUrbanAgenda」は，持続可能な開発のための2030アジェンダの目標11

「包摂的で安全かつ強靱で持続可能な都市及び人間居住を実現する」に沿ったもので，持続可能な都

市開発を「誰一人取り残さない」ような「人間中心」の考え方で実現するよう求めている．セッショ

ン・イベント・パビリヨンのテーマはスラム居住者のエンパワーメントから，ITを駆使した街づく

りまで多岐に渡っており，都市人口が世界人口の半分を超えた現在，「都市」をテーマにするとすべ

ての事象が含まれてしまうこと，またそのために焦点がぼやけるきらいもあると感じさせられた．筆

者は東京大学大学院新領域創成科学研究科岡部明子教授が，現地キトのアルボルデ建築事務所と共同

提案した「BridgingFormal［IN］Formal」と題するハビタット・ビレッジ・プロジェクトのセミ

ナーで，都市人口に関する報告を行った． （林 玲子 記）

家族とウェル・ビーイングに関する国際セミナー

大石亜希子千葉大学教授が研究代表者を務める文部科学研究費研究事業「女性労働と子育て世帯間

の所得格差に関する国際比較研究」で，2016年10月18日（13:30～15:30），国立社会保障・人口問題

研究所第4会議室において2名の台湾からの研究者を招き国際セミナーを開催した．一つめは，国立

台北大学の陳婉琪教授による“ForthesakeoftheChildren?Re-EvaluatingtheConsequencesof

ParentalDivorceinTaiwan”と題した報告で，2001年に開始された台湾のパネルデータを用いて夫

婦仲と10代の子どものメンタルヘルスには深い関係があること，離婚が子どものメンタルヘルスに及

ぼす影響は，離婚以前の夫婦仲の質によること，具体的には，夫婦仲が悪い場合に離婚は子どものメ

ンタルヘルスにプラスの効果を及ぼすことが報告された．二つめの報告は，台湾中央研究院の蔡明璋
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教授が“IntergenerationalTransferinTaiwan:NewPanelEvidence”と題し，同じパネルデータ

を用いて台湾における成人子から親への金銭的支援には成人子の学歴と所得による影響が大きいこと

を報告された．中国や台湾出身の研究者を含む15名程度が参加し，活発な質疑応答がなされた．

（千年よしみ 記）

移民政策専門家会合（SOPEMI,OECD）参加報告

10月19日から21日にかけてフランス，パリにあるOECD本部で移民政策専門家会合（SOPEMI）

が開催され，日本政府を代表して国立社会保障・人口問題研究所から是川が参加した．移民政策専門

家会合はOECDの雇用労働社会問題委員会（ELSAC）の下に設置され，毎年6月に開催される「国

際移民に関する作業部会」と並んで，毎年秋に行われるものであり，OECD加盟国各国の移民政策

に関する専門家が一堂に会し，各国の最新の情報，意見交換を行うことを目的としたものである．

会合は3日間の日程で行われ，OECD加盟国を中心とした世界の国際人口移動の潮流について事

務局より報告があった後，家族再結合，留学生，難民といった国際人口移動の主要テーマに沿って議

論が行われ，各国から最新の状況について報告が行われた．是川からも最近，外国人労働者の受入れ

に関して見られた政策上の進展について報告を行ったところ，高い関心が寄せられた．

（是川 夕 記）

中国社会科学院人口与労働経済研究所との合同ワークショップ

2016年10月24日，中国社会科学院人口与労働経済研究所のご一行をお迎えして社人研との合同ワー

クショップが開催された．来所されたのは，同研究所の銭魏（ ）副所長，王橋（王 ）教授，王

智勇教授，鄭真真（ 真真）教授の4名であった．合同ワークショップは原則として英語で進められ

たが，適宜，中国語や日本語でのやりとりも行われた．

社人研からは金子隆一副所長から歓迎の挨拶と“Welcomeremarkandoverviewofpopulation

ageinginJapan”の報告が行われ，これに続いて，“Long-term careneedsandchallengesin

Japan”（小島克久国際関係部第2室長），“Cross-bordermigrationinEasternAsia”（鈴木透人口

構造研究部長），“InternationalmigrationofcarepersonnelinJapanandAsia”（林玲子国際関

係部長）といった報告が行われた．中国社会科学院からは銭魏副所長による“Introduction,current

situationofagedcareindustryinChina”の報告に続き，“Long-termcareneedsinChina:acase

ofChangchunpilotpractice”（王橋教授），“China'srural-urbanmigrationandmeasurementon

migrants'economicintegrationinurbanareas”（王智勇教授），“Estimatingthedemandofaged

careworkforceinChinaandrelatedissues”（鄭真真（ 真真）教授）といった報告が行われた．

報告の後は，討論が行われた．討論では，人口高齢化，人口移動，介護政策などについて双方から活

発な質疑応答が行われ，充実したワークショップとなった． （小島克久 記）
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国際メトロポリス会議2016

（InternationalMetropolisConference2016）

国際メトロポリス会議2016が，2016年10月24日（月）～28日（金）の4日半にわたり，名古屋国際

会議場で開催された．この会議は，移民に関する研究者・行政関係者・および実践家のリンケージを

深め，国境を越える人々の受け入れ社会における統合と受け入れ社会の活性化を目指すことを目的に

カナダの移民局が1996年に創始し，現在カナダのカールトン大学に本部が置かれている．今回の会合

は，井口泰関西学院大学教授が組織委員長となり，アジアで初めての開催となった．今年のテーマは，

「人の移動と社会統合の叡智による平和・相互信頼の構築」（CreatingTrustthroughWisdomon

MigrationandIntegration）である．会議は24日（月）のスタディ・ツアー（外国人が就労する豊

田市の自動車工場見学，名古屋入国管理局，移民・難民を支援するNGO関係者との意見交換，浜松

市の外国人の子ども達が就学する学校訪問など）から始まり，4日半にわたって8つの全体セッショ

ン，3つの特別レクチャー，そして53のワークショップから成る大規模なものであった．

当研究所からは林玲子国際関係部長が，4日目の「アジア諸国における少子高齢化を見すえた技術

革新・労働・外国人政策」をテーマとした全体セッションにおいて，日本をはじめとするアジアの高

齢化とケアニーズの予測，現在活発に導入が議論されているケア人材が将来的には日本よりも他のア

ジア諸国で必要性が高まること，アジア諸国内のケア人材の還流移動構想があることなどを中心に基

調講演を行った．筆者は中川雅貴・国際関係部研究員と共に上智大学総合人間科学部社会学科の竹ノ

下教授が組織した RecentChangesinImmigrant'sIntegrationinComparativePerspective:

DialoguebetweenJapanandSweden”というワークショップにおいて，“DemographicAspectsof

Immigrant'sIntegrationinJapan”と題する報告を行った．日本人口学会関係者では，早稻田大学

の小島宏教授がTheDietaryIntegrationofMuslimPopulationinEastAsiaと題するワークショッ

プを組織されていた．

国際メトロポリス会議は，移民に関わる様々な関係者のネットワーク作りと多様性を重視した政策

志向的な会議であるため，1つのワークショップに参加するメンバーは，2つ以上の国籍，2つ以上

の分野（学術，行政，実務）から構成することが条件とされている．そのため，ワークショップにお

ける発表や質問も学術的なものから個人的な主張に近いものまで立場の違いによって様々であり，良

く言えば多様，悪く言えばまとまりに欠けるとの印象であったが，多くの質問が次々と出され，非常

に活発な議論が展開されていた． （千年よしみ 記）

2016年人文地理学会大会

2016年人文地理学会大会が2016年11月11日～13日に京都大学吉田南キャンパス（京都市左京区）に

おいて開催された．13日には人口関係のセッションが設けられた．都合により13日の一部の研究発表

しか拝聴できなかったが，以下に人口関係の発表を列挙する．

牛痘種痘法の普及にともなう天然痘死亡率復原のための歴史GISの構築

川口 洋（帝塚山大学）

日本の夫婦出生力の地域差

―2000年代の15の統計調査を用いた45～64歳有配偶女性の子ども数の分析―

山内昌和（国立社会保障・人口問題研究所）

…………………………………………………………………………

…………………………………………………
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過去の年齢別転出率の適用による移動流の推定―滋賀県市町を例として―

小池司朗（国立社会保障・人口問題研究所）

東京圏の将来の転入・転出人口 貴志匡博（国立社会保障・人口問題研究所）

（貴志匡博 記）

…………………………………………………

……………………………
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